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第 1 章 序論 

 

1. 研究の目的 

 

建築の熱環境・熱負荷解析ソフトの開発およびパーソナルコンピューターの普及と高性能化に

より，非定常伝熱理論を基に任意に変化する外界気象（離散値）を入力条件として，空間および

躯体の温湿度や熱負荷を動的に計算することが可能となった。各ソフトは，普及型を目指して操

作性に重点を置いたものや研究を目的として物理現象を忠実に再現し計算精度を重視したものま

で様々開発されており，最大熱負荷および期間熱負荷の計算，空気調和設備の最適設計，建築の

耐久性，健康性，省エネルギー性などの予測評価を目的としている。しかし，これらのソフトの

多くは，貫流熱負荷や透過日射熱負荷などの計算方法に，対流と放射による熱伝達を総括した総

合熱伝達や，標準とする普通透明板ガラスに対する実際の日射取得熱量を割合で表す日射遮蔽係

数など，旧来の簡易な伝熱モデルを採用している。また，建築系の伝熱のみが解析対象のため，

躯体の吸放湿の影響は考えられていない。したがって，従来の計算モデルでは，壁体内部の温湿

度分布および熱橋部位の湿害の影響，省エネルギー化のための新たな手法として提案されている

躯体蓄熱・調湿，放射暖冷房，床吹出し空調，ダブルスキンなどのパッシブ / アクティブ手法に

ついて詳細に検討することは困難である。また，熱負荷計算を目的として空調時は室内を設定温

湿度に制御するため，快適性や省エネルギー性を評価するにしても人体の影響は無視しており，

在室者の温冷感に基づく室内環境制御は不可能である。 

 

 

 

図 1.1 建築に係る伝熱モデル 
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本研究では，建築に係る熱と水分と空気の複合移動を熱力学に基づき詳細に数理モデル化する

ことにより，建築外被の熱・湿気性能および住環境（室内温湿度，空調用顕熱・潜熱負荷）の予

測精度を格段に向上した汎用的な建築環境予測ツール（建築外被の温湿度および建築全体の熱環

境・熱負荷シミュレーションソフト）を開発し，壁体の防露評価および自然エネルギーや躯体の

蓄熱・調湿性能などを利用した建築の温湿度環境を予測する。また，建築系と人体系の伝熱モデ

ルを連成させることで，定常状態あるいは非定常に変化する建築環境の温熱評価も可能とする数

値シミュレーションソフトに拡張する。さらに，室内湿度や不均一熱放射，接触熱伝導など，人

体温熱感に及ぼすパラメータについて要因解析し，人体の温熱感を指標とした場合の建築の熱環

境と省エネルギー性能について検討する。 

 

 

 

2. 既往の研究および課題 

日本建築学会における最近の研究では，様々な計算ソフトが使用されている 1)～11)。例として，

建築外被の温湿度解析については WUFI12)（独国フラウンホーファー建築物理研究所），建築全体

の熱環境解析については HASP/ ACLD13)（空気調和・衛生工学会），BEST14)（建築環境・省エネ

ルギー機構），SMASH15)（建築環境・省エネルギー機構），EESLISM16)（工学院大学），LESCOM17)

（東京理科大学），MARBLE18)（積水ハウス），TRNSYS19)（Wisconsin 大学），TrP20)（九州大学）

などが挙げられる。研究においては計算精度が重要となるが，実務では計算負荷や操作性も重視

され，上記ソフトは個々の開発コンセプト（計算対象，計算精度，計算速度，操作性など）に応

じて開発されている。ただし，省エネルギー建築などの熱環境評価および躯体の吸放湿の影響，

人体温熱感などについて検討するためには，熱・水分伝導，熱・水分対流，熱放射などの数理モ

デルについて詳細計算する必要がある。以下に，これら伝熱モデルに関する既往の研究とその課

題について整理する。 

 

2.1 壁体伝熱系モデル 

図 1.2 に，壁体伝熱系モデルを示す。建築壁体の非定常伝熱モデルは，一般には一次元多層平

面壁体を対象として，対流と放射による熱伝達を総合熱伝達率と等価気温の概念 21)で処理するこ

とにより，簡易に空気温度の励振に対する熱流を計算している（図 1.2（a），（b）参照）。しかし，

物理現象に則るなら表面熱伝達層を壁体伝熱系から分離し，壁体熱伝導系は常に壁体表面の熱収

支式を介して他の系と結合されるべきである（図 1.2（c）参照）。このとき，室内各表面の熱収支

式はそれぞれの壁体熱伝導系と室温変動系の接点として位置付けられ，室温変動系は室内各表面

温度と室内空気温度を未知数とする連立方程式で記述される。 

ただし，上述のいずれの場合も壁体熱伝導系は次の仮定に基づいている。 

（1） 各壁層はすべて均質とし，その比熱，比重量，熱伝導率は定数とする。 

（2） 壁体内部の水分移動は無視する。 

（3） 壁体は表面法線方向にのみ温度勾配のある平面壁体とし，隅角部や異形部などの多次元伝

熱は考慮しない。 
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したがって，壁体熱伝導系は潜熱移動を無視した単純熱伝導を仮定している。そのため，熱環

境・熱負荷解析ソフトの多くは仮想の水分（潜熱）容量を室内空気に加えることで吸放湿の影響

を簡易的に近似している。その理由として，壁体の吸放湿を考慮して室内温湿度変動を解析する

には熱収支に加えて水分収支を解く必要があるが，水分移動は熱と空気が干渉する非線形現象の

ため，複雑な数理モデル（温度・濃度・外力などが水分移動に影響し，各種物性値が含水状態に

応じて変化する）の適用が困難なことが挙げられる。 

 

 

 

（a）熱貫流のモデル （b）熱伝導と総合熱伝達のモデル 

 

 

（c）熱伝導と対流・放射熱伝達のモデル 

図 1.2 壁体伝熱系モデル 

 

 

  

熱貫流
熱伝導

総合熱伝達
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2.1.1 熱・水分複合移動モデル 

熱と水分の複合移動については，代表的な理論として駆動力の一つに温度勾配を用いる松本・

鉾井のモデル 22)，相対湿度を用いる WUFI のモデル 23)などが挙げられる。しかし，既存の数理モ

デルの多くは，水分流の駆動力として示量変数（絶対湿度，含水量などの物質量）と示強変数（温

度，相対湿度などの状態量）を使用しており，熱力学的な観点からは実際の現象を厳密に表現し

ているとは言い難い。 

熱・水分複合移動モデルの詳細な物理モデルとしては，尾崎モデルとして代表される P-model24)

がある。P-model はエネルギーと水分の保存則から成る非平衡熱力学モデルであり，水分流の駆動

力として外力などの影響（熱力学的な応力ポテンシャル）を考慮した熱力学エネルギー（水分ポ

テンシャル）を用いることに特徴がある。これにより，水分伝導（躯体内部の水分移動）と水分

伝達（空間と躯体の間の水分移動）に係わる温度・濃度・圧力等の駆動力は統一化されて同次元

で表現される。水分流は水分ポテンシャル勾配のみに支配されるため現象を理解しやすい。また，

示量変数や示強変数を駆動力とする工学的な数理モデルは，複数の駆動力が必要となりその物性

値の導出が困難となるが，水分ポテンシャルを駆動力とする物理モデルは，水分移動をエネルギ

ー平衡の観点から捉えることで物性値が簡便化されるため，建築の熱計算ツールへの適用が容易

となる。 

 

 

 

図 1.3 水分ポテンシャルを駆動力とした熱・水分複合移動モデル 
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2.1.2 対流熱・水分伝達モデル 

壁体表面の熱伝達は表面空気の温度境界層を一種の擬似壁層とみなし，その熱コンダクタンス

を総合熱伝達率とする近似的な扱いがなされることが多い 25)。本来，対流熱伝達率や放射熱伝達

率は表面温度にも依存する非線形係数であるが，建築伝熱における温度範囲を常温付近に限定し，

壁面近傍の気流分布を一様と仮定すれば線形係数として近似できる。しかし，対流熱伝達率が近

傍気流などの影響を受けて時間的に変動することは周知の事実であり，自然風に直接暴露される

建築外表面はもちろん，開口部の開閉および送風機の発停などにより近傍気流が変化する内表面

についても，対流熱伝達率の時変性は考慮すべきである。 

図 1.4 に，建築各部位の対流熱伝達を示す。計算ステップ毎に建築各部位（内外表面と空気層

の各部位）の対流熱伝達率を推定して更新することは容易ではないが，例えば境界層理論あるい

は実験則に基づく無次元整理式を用いれば，強制対流および自然対流のそれぞれに対して対流熱

伝達率を算出できる 26)。なお，水分伝達は対流熱伝達のアナロジから計算される。 

 

 

 

（a）強制/自然対流 （b）強制/自然通気 （c）空調による対流 

 

 

（d）自然換気 （e）温度差による自然流 （f）密閉層 

図 1.4 建築各部位の対流熱伝達 
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2.1.3 放射熱伝達モデル 

図 1.5 に，総合熱伝達率を用いた表面熱伝達モデルおよび対流と放射を分離した長波の室内多

重反射モデルを示す。放射熱伝達については，一般に壁体表面に入射する長波放射の厳密な定量

化が困難なため，周囲の平均放射温度を便宜的に空気温度に等しいと仮定して長波放射収支項を

線形化近似している。空気温度基準の放射熱伝達率を導き，これに対流熱伝達率を重畳した総合

熱伝達率を用いて，さらに本来の長波放射入射量から空気温度に等しい黒体放射量を差し引いて

等価気温を修正すれば，たとえ周囲の平均放射温度が空気温度と異なる場合でも，熱伝達項は常

に表面温度と等価気温との差に総合熱伝達率を乗じて表すことができる 25)。 

建築外表面では，一般に外気温度や日射量および大気放射量などの複数の入力をいわゆる相当

外気温度として単一入力することも可能である。ただし，定数係数系では総合熱伝達率の対流成

分の時変性を無視することによる誤差が相当外気温度に含まれることになる。 

一方，室内表面では全ての内表面温度が既知でない限り，当該表面に入射する長波放射量を確

定できないので，一般的な計算では室内各表面の長波放射収支を単に空気温度基準の放射熱伝達

項として処理し，その補完のための等価気温補正は無視することが多い。しかし，床暖房や空調

開始直後は室内の表面温度と空気温度の差が増大するため，総合熱伝達率の使用にともなう誤差

を無視できない場合がある。なお，空気温度基準の放射熱伝達率は，本来は室内表面から室内空

気への瞬間的な熱伝達を表すものではない。例えば，室内表面の温度と長波放射率が全ての面で

等しく，室内空気温度のみが表面温度と異なる場合は，各表面間の長波放射熱授受は相殺されて

対流による熱伝達しか効かない。さらに，非定常状態では熱伝達の時間遅れを考慮する必要があ

る。HASP/ACLD などの動的熱負荷計算では，熱取得と熱負荷という段階的概念を導入して，熱

取得に含まれる放射熱伝達成分が熱負荷に転じる時間遅れを予め近似的に定めた重み係数により

考慮している。この熱取得に対する熱負荷の重み係数 27)を理論的に定めるには室内表面間の相互

放射熱授受を直接解く必要がある。 

 

 

     

（a）総合熱伝達モデル （b）対流・放射熱伝達モデル 

図 1.5 表面熱伝達モデルおよび長波放射の室内多重反射モデル 

 

床暖房

対流

放射

床暖房
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2.1.4 日射熱取得モデル 

図 1.6 と図 1.7 に，透過日射受熱モデルおよび日射熱取得モデルを示す。窓面からの日射熱取得

とは，透過日射量と窓に吸収された日射のうち室内側に放熱される日射量の和である。一般には，

標準ガラス（3mm 厚の普通板ガラス）の日射熱取得（標準日射熱取得）を基準として，これに窓

仕様に応じた遮蔽係数（標準日射熱取得に対する任意の窓の日射熱取得の割合）を乗じることで

対象とする窓の日射熱取得を算出している。従来の計算方法では，重み係数による畳み込み計算

により，透過日射熱が最終的に室内空気へ熱伝達される時間遅れを考慮している。しかし，遮蔽

係数を定数とする限り対流熱伝達と放射熱伝達の時変性と非線形性には対応できない。 

複層ガラスや遮蔽物（ブラインドやカーテン）など，窓の仕様は多種多様であるため，日射熱

取得を精緻に計算するには，ガラス間およびガラスと遮蔽物の間で直達日射および拡散日射の多

重反射を考慮して室内への正味の透過日射量を計算する必要がある。また，ガラスや遮蔽物の層

間および内外表面の熱伝達を対流熱と放射熱に分けて，各層の日射吸収にともなう 2 次的な室内

への熱伝達を求める必要もある。仮に，日射熱取得を日射透過と対流・放射熱伝達に分けて計算

したとしても，一般には日射透過成分はある割合で各内表面に均一に吸収されると仮定すること

が多く，日照面と日影面の区別はない。詳細に検討するには，図 1.7（b）に示すような Multi-Layer 

Window Model を用いて，日射透過計算および室内の日照・日影部位の計算と短波吸収係数による

透過日射の多重反射・吸収計算により正味の日射受熱を算出すべきである。 

 

 

（a）重み係数モデル （b）室内多重反射・吸収モデル 

図 1.6 透過日射受熱モデル 

 

 

（a）標準日射熱取得を基準とする遮蔽係数 （b）Multi-Layer Window Model 

図 1.7 日射熱取得モデル 

透過日射

3mm

透過日射

2次放熱

透過日射

対流

放射
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2.2 熱環境制御モデル 

室内の熱環境制御は，一般的に用いられる設定温湿度による方法と，在室者が室内温湿度を制

御するような人体温熱感による方法がある。計算時の顕熱・潜熱負荷は，室内温湿度の設定値，

あるいは在室者の温熱感を基にして算出した室内温湿度を目標値とした場合の負荷を未知数とす

る熱・水分収支から計算される。ただし，設定温湿度による制御は，室内空気が一定の温湿度に

制御されるため在室者の温熱感は無視されている。在室者の快適性を考慮するならば，人体の熱

収支に係る要因として空気温湿度に加えて気流，熱放射，着衣量，代謝量など含めた予測平均温

冷感 PMV や標準新有効温度 SET*の検討が必要となる。さらに，床暖房などの非等温環境におい

ては，不均一熱放射および接触熱伝導を詳細に検討できる人体熱数値計算モデルを用いた環境評

価を要する。人体の温熱感を考慮した従来方法は，PMV，SET*（単質点系モデル）を使用したも

のや定常状態での研究事例がほとんどである 28)~37)。しかし，PMV，SET*のような単質点系モデ

ルでは，空間や躯体の温湿度分布（例えば，日照・日影部位や放射暖冷房の影響など）および局

所的な熱授受を考慮できないため，在室者の快適性や省エネルギー性を評価する上で実際の温熱

環境と異なる危険性がある。したがって，建築の非等温環境などにおける温熱環境の評価は，人

体と建築の詳細な熱・水分収支を連成し，相互の熱授受を非定常に計算することが重要となる（図

1.8 参照）。 

 

 

 

 

 

（a）単質点 （b）多質点系 

図 1.8 不均一熱環境下における人体温熱感 
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3. 論文の構成 

 

本論文は，全 6 章から構成される。 

第 1 章では，研究の目的，既往の研究とその課題，論文の構成について述べている。 

第 2 章では，熱・水分複合移動モデルに P-model を用いた建築外被の 1 次元および 2 次元の非

定常温湿度解析ソフト「Hygrabe」を開発した。また，Hygrabe および既存の防露評価方法を使用

して，外壁および熱橋部位の温湿度を予測して表面および内部結露の判定を行う。1 次元定常計

算方法に基づいた建築外被の防露評価基準である国際基準「ISO 13788」と国内基準「省エネルギ

ー基準」により，省エネ標準仕様の壁体について結露判定する。また，躯体材料の吸放湿を考慮

した Hygrabe による非定常計算と比較して，判定結果について比較検討する。さらに，冬季に結

露発生しやすい窓外枠の熱橋部位を対象として，2 次元に拡張した Hygrabe を用いて壁内部温湿

度および防露性能について解析する。 

第 3 章では，建築全体の熱・水分・空気複合移動を考慮した熱環境・熱負荷解析ソフト「THERB」

を開発し，蓄熱・調湿性能を有する木材を内装材に使用した実在家屋を例に，室内の恒温恒湿性

について検討する。まず，計算に必要な木材（赤松）の吸放湿性能の把握のため，JIS 規格による

実験（湿度応答法と温度応答法）を行う。次に，JIS 実験および実在家屋における測定値と，躯体

の熱・水分複合移動を考慮した数値シミュレーションの計算値を比較することにより，THERB の

計算精度を検証する。さらに，数値シミュレーションにより，吸放湿計算の有無による室内環境

への影響，赤松を使用した場合の夏季の高湿化と過乾燥の抑制効果，調湿性能の違う内装材が室

内湿度および人体温熱感に及ぼす影響などについて検討する。 

第 4 章では，建築系「THERB」と人体系「SET*，COMSET*」の伝熱モデルを連成した数値シ

ミュレーションにより，室内温湿度の影響，周囲からの不均一熱放射の影響，局部的な接触熱伝

導の影響を含む人体の温熱感について評価する。まず，被験者実験によりエアコン暖房あるいは

床暖房した時の快適温度を求めた既往研究の分析結果と数値シミュレーションの結果を比較して，

人体熱収支モデル COM の妥当性について検証する。また，標準新有効温度 SET*と人体熱収支モ

デルによる温熱指標 COMSET*を比較して，均一熱環境下および不均一熱環境下における室内温

湿度が各温熱指標に及ぼす影響について検討する。さらに，自然換気をした場合の室内温湿度の

影響，床暖房した場合の不均一な熱放射の影響，床との接触熱伝導の影響など，人体温熱感に及

ぼす各パラメータについて要因解析する。 

第 5 章では，建築系と人体系の連成シミュレーションにより，人体温熱感を指標として室内制

御した場合の建築の熱環境およびエネルギー性能について予測する。まず，温水床暖房システム

による室内熱環境への影響を検討するために，詳細な床暖房計算に必要な伝熱モデル（配管部分

の 2 次元熱流，対流熱伝達の時変性，放射熱伝達の多重反射と非線形性）を考慮できるように

THERB のアルゴリズムを拡張する。次に，環境試験室における床暖房実験により，躯体および空

気温度，温水温度を測定し，床暖房計算が可能な THERB の計算値と比較する。さらに，エアコ

ン暖房あるいは床暖房時における人体の姿勢の違いによる影響，接触熱伝導の有無による影響，

不均一熱放射の影響を考慮した数値シミュレーションにより，温熱感を等しくした場合の室内温

度とエネルギー性能について解析する。 

第 6 章では，各章で得られた知見をまとめて総括とする。 
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第 2 章 建築外被の熱・水分複合移動解析と防露評価 

 

1. はじめに 

 

近年の住宅は，空調機器の普及にともない室内熱環境の改善および暖冷房負荷の低減を目的と

して断熱気密化される傾向にある 1)。通年に亘り外気湿度が低い寒地の住宅では，屋内の発生水

分が原因で生じる冬季の湿害（室内表面結露と外装材裏面の壁体内部結露）が問題となるため，

防露対策として断熱化による室内表面温度の低下抑制，通気構法による壁体内部から外気への湿

気の排出，気密化による壁体内部への透湿抑制 1)などが施される。温暖（蒸暑）地域でも寒地型

住宅の導入にともないこれらの方法が採用されているが，外気が多湿になる蒸暑季間は壁体内部

が高湿化することや，内装材裏面の気密防湿シートが夏季内部結露を助長することなど，寒地型

住宅の断熱気密仕様では防止できない湿害（結露・カビ・腐朽など）が発生する危険がある 2)。

また，建築外被の断熱気密性能の向上に伴い，断熱性能の劣る窓外枠などにおいては熱橋となり，

冬季に結露する場合が頻繁である。 

日本は寒冷から蒸暑の幅広い気候を有するため，壁体仕様は各気候に応じて湿害の予防に留意

する必要がある。しかし，現状は温度を基準にした気候（地域）区分に対して，省エネルギーを

目的とした断熱指針と寒地適用の防露仕様が提案されているにすぎない 3)。現在，「住宅の省エネ

ルギー基準」や「住宅性能表示制度」などの施行により，建築外被は断熱気密に関して数値によ

る定量的なの性能表示が求められている。耐久性に大きく影響する建築外被の結露（湿害）につ

いても，簡易方法ではあるが国際的に ISO 137884)，国内では省エネルギー基準「結露の発生を防

止する特別の構造方法に関する試験」5)が提案されている。しかし，ISO 規格は日本の気象条件や

壁体構成に適切であるか明らかでないことや，両基準で定められている定常計算は容易に計算で

きるが材料の蓄熱や水分蓄積を考慮していないなどの問題がある。また，これらの基準には熱橋

部位の防露判定は含まれていない。 

本章では，熱・水分複合移動を考慮した建築外被の 1 次元および 2 次元解析ソフトを開発して，

壁体および熱橋部位の温湿度を予測する。まず，標準壁体 2)を対象として，国際基準である ISO 

13788 と国内基準である省エネルギー基準により地域毎の防露判定を行う。省エネルギー基準で

認められている非定常計算については，開発した建築外被の数値計算ソフト Hygrabe を採用する。

さらに，環境試験室実験と 2 次元に拡張した Hygrabe-2D により，熱橋部位となる窓外枠サッシの

温湿度変動を解析する。 
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2. 建築外被の 1 次元熱・水分複合移動による防露計算 

 

2.1 建築外被の防露計算方法と評価基準 

一般的に防露計算には，定常計算と非定常計算が用いられる。定常計算は，建築躯体の熱・水

分流が一様であると仮定し，外気および室内の温湿度を一定条件として計算する。非定常計算は，

離散値あるいはフーリエ級数などにより求められる外乱条件を入力条件として，壁体内部の熱・

水分状態の時変性や温湿度分布，含水率分布，結露量を求める方法である。 

国際基準である ISO 13788 は定常計算，国内基準である省エネルギー基準は定常および非定常

計算により結露（湿害）の有無を判定する。なお，省エネルギー基準は 2004 年に制定（以下，旧

基準）されたが，2009 年に一部改正（以下，現行基準）されている。 

 

2.1.1 ISO 13788 による計算 

ISO 13788 には，温度指数による表面結露の判定方法（壁内表面の相対湿度が基準値以下になる

ように壁体構成を検討する無次元定常計算）と，通年に亘る水蒸気圧分布および結露蓄積量の定

常計算による内部結露の判定方法がある。 

表 2.1 に，定常伝熱計算を用いた表面結露の判定基準を示す。表面結露は，月毎の平均外気温

湿度と平均室内温湿度，壁体表面の許容最低飽和水蒸気圧から算出した各月の設計温度係数 fRsi,min

と，壁体の熱貫流率と熱伝達抵抗から求まる壁体温度係数 fRsiの大小関係から結露の有無を判定す

る（図 2.1 参照）。各月の設計温度係数 fRsi,minおよび壁体温度係数 fRsiは，式(2.1)と式(2.2)から求め

られる。各月の設計温度係数 fRsi,minうち最大値を fRsi,maxとする。 

 

݊݅݉,݅ݏܴ݂ ൌ
݊݅݉,݅ݏܶ െ ܶ݁
ܶ݅ െ ܶ݁

 (2.1) 

݅ݏܴ݂ ൌ
ܷെ1 െ ݅ݏܴ
ܷെ1

 (2.2) 

 

 

室内温湿度は各国の標準値を使用するか，外気温湿度を基準として建物あるいは室の用途（居

住者数，居間，台所，換気量などに応じた内部発湿）に準じて計算する（図 2.2 参照）注 1)。図 2.3

に許容最低飽和水蒸気圧と許容最低表面温度の関係を示す。許容最低飽和水蒸気圧とは，室外の

危険性から許容し得る壁体表面の最高相対湿度（壁体表面と室内の水蒸気圧は等しいと仮定）を

80%としたときの水蒸気圧であり，そのときの許容最低表面温度を壁体表面の露点温度注 2)考える。

つまり，室内側表面の露点温度を室内の水蒸気圧の 1.25 倍と仮定して判定する。 

表面結露計算は，表面温度が許容最低表面温度より高いか，壁体温度係数が各月の設計温度係

数の最大値を上回れば結露は発生しないと判定される。 
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図 2.1 表面結露の判定基準 

 

 

 
図 2.2 外気温度を基準にした用途別の内部湿度の加算量 

 

 

 
図 2.3 許容最低飽和水蒸気圧と許容最低表面温度の関係  
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表 2.1 ISO 13788 による定常伝熱計算を用いた表面結露判定基準 

名  称 表面結露の発生を防止する対策（ISO 13788） 

目  的 冬季の表面結露の判定 

検証方法 定常伝熱計算 

適用範囲 外壁（ただし，熱橋部位を除く） 

検討項目 壁体内表面の温湿度および結露の有無 

計算方法 

および 

内容・条件 

1) 月平均外気温湿度 ௘ܶ，߶௘を求める。 

2) 月平均室内温度 ௜ܶを決定する。 

3) 月平均室内湿度（水蒸気圧 ௜ܲ，あるいは容積絶対湿度ݒ௜）を求める。 

 月平均外気湿度を基準にする方法 

௜ܲ ൌ ௘ܲ ൅ ∆ܲ ൈ 1.1 ，あるいは ݒ௜ ൌ ௘ݒ ൅ ݒ∆ ൈ 1.1 

は，①収納・倉庫，②事務所・商業施設，③少人数の住居，④多人数の住居や ݒ∆，ܲ∆

台所，⑤特殊建築物（クリーニング店など）の建物用途別に与えられる。それを，安全

側を見積もるため 1.1 倍する。 

 室内発生水分と換気量 nV から算出する方法 

∆ܲ ൌ
ܩ
ܸ݊

ܴ௩ሺ ௜ܶ ൅ ௘ܶሻ ോ 2
あるいは ∆ݒ ൌ ܩ ሺܸ݊ሻ⁄  ܴ௩：気体定数 

換気量を温度に応じて変動させる場合は，݊ ൌ 0.2 ൅ 0.04ሺ ௘ܶ െ 273.15ሻと する。 

 空調により室内湿度߶௦௘௧[%]が既知の場合 

߶௜ ൌ ߶௦௘௧ ൅ 5 

4) 湿害の危険性から許容し得る壁体表面の最高相対湿度を 80%とし，壁体内表面と室内の

水蒸気圧は等しいと仮定して許容最低飽和水蒸気圧を算出する。 

5) 許容最低飽和水蒸気圧（ ௦ܲ௔௧あるいはݒ௦௔௧）に対する露点温度（許容最低表面温度 ௦ܶ௜,௠௜௡）

を求める。 

6) 各月の室内温度 ௜ܶ，外気温度 ௘ܶより，各月の設計温度係数 ௦݂௜,௠௜௡を求める。 

7) 各月の設計温度係数のうち最大値を ோ݂௦௜,௠௔௫とする。 

8) 壁体の温度係数 ோ݂௦௜を算出する。 

ோ݂௦௜ ൌ
ܷିଵ െ ܴ௦௜
ܷିଵ   （ܷ：熱貫流率，ܴ௦௜：熱伝達抵抗） 

9) ோ݂௦௜,௠௔௫と ோ݂௦௜を比較する。 

※ 液水移動，空隙内の移流，潜熱移動，材料の水分容量，不均一性は無視する。 

※ 日射と長波放射の影響は無視する。 

入力データ 1) 月平均室内温湿度 

2) 月平均外気温湿度 

出力データ 1) 壁体の内表面温度 ௦ܶ௜と許容最低表面温度 ௦ܶ௜,௠௜௡ 

2) 壁体の温度係数 ோ݂௦௜と最大設計温度係数 ோ݂௦௜,௠௔௫ 

判定基準 以下のいずれかの条件を満足すること。 

1) ௦ܶ௜≧ ௦ܶ௜,௠௜௡ 

2) ோ݂௦௜≧ ோ݂௦௜,௠௔௫ 
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表 2.2 に，定常伝熱計算を用いた内部結露の判定基準を示す。内部結露は，外気および室内の

月平均温湿度を使用した 1 次元の簡易定常計算により，結露量あるいは蒸発量を月毎に計算し，

通年に亘る年間結露蓄積量から湿害の危険性について判定する。壁体を構成する各層の境界温度ߠ

から飽和水蒸気圧݌௕,௦௔௧を求める。次に，壁体内部の水蒸気圧݌௕を算出し注 3)水蒸気圧が飽和水蒸気

圧より低ければ結露は発生しないと判定する。結露する境界においては，結露量と蒸発量につい

て求める必要がある。結露量および蒸発量は，式(2.3)により求められる。 

 

݃௖ ൌ ൫݃݅݊݋ߜ െ  ൯ (2.3)ݐݑ݋݃

௜݃௡ ൌ
௜݌ െ ௕݌
்,ௗݏ
ᇱ െ ௗ,௖ݏ

ᇱ  (2.4) 

݃௢௨௧ ൌ
௕݌ െ ௘݌
ௗ,௖ݏ
ᇱ  (2.5) 

 

 

結露する境界については，隣接する境界間の水蒸気圧勾配からその境界に流入・流出する水分

量݃௜௡，݃ ௢௨௧を計算し，݃ ௜௡と݃௢௨௧の差から当該月の結露量を求める注 4)前月に結露が発生した場合，

当月もその境界は飽和していると仮定して結露量あるいは蒸発量を計算する。各月の結露量ある

いは蒸発量を積算し，年間の結露蓄積量を求める注 5)。 

 

 

図 2.4 飽和水蒸気圧と水蒸気圧 

 

内部結露計算は，①通年に亘り壁体内部結露は発生しない場合を安全，②壁体内部結露は発生

するがいずれ蒸発する場合を要注意，③壁体内部結露が発生し水分が蓄積される場合は危険であ

ると判定される。 
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表 2.2 ISO13788 による定常伝熱計算を用いた内部結露判定基準 

名  称 内部結露の発生を防止する対策（ISO 13788） 

目  的 通年に亘る内部結露の判定 

検証方法 定常伝熱計算 

適用範囲 外壁（ただし，熱橋部位を除く） 

検討項目 壁体内の温湿度分布および結露量 

計算方法 

および 

内容・条件 

1) 壁体内部の温湿度計算および結露判定 

 壁体を構成する各層の境界温度を計算する。 

 境界温度から飽和水蒸気圧 ௦ܲを求める。 

 縦軸を水蒸気圧ܲ，横軸を壁体の相当透湿抵抗ݏௗとして壁体内の水蒸気圧分布を図

示する。相当透湿抵抗ݏௗとは，壁体内部の透湿抵抗に相当する空気中の水蒸気拡散

抵抗のことで，以下のように定義される。 

݃ ൌ
଴ߜ
ߤ
Δܲ
Δݔ

ൌ ଴ߜ
Δܲ
ௗݏ

 

（݃：水分流量，ߜ଴：空気中の水蒸気拡散係数 

水蒸：ܲ߂，材料厚み：ݔ߂，水蒸気拡散抵抗係数：ߤ

気圧差） 

 壁体内外表面の水蒸気圧は，室内および外気の水蒸気圧 ௜ܲ， ௘ܲと等しいと仮定し，

内表面 ௜ܲと外表面 ௘ܲを直線で結ぶ。 

 上図に各境界の飽和水蒸気圧 ௦ܲを記す。 

2) 結露量と蒸発量の計算 

 上図において，水蒸気圧が飽和水蒸気圧を上回る境界では結露する。 

 結露する境界の水蒸気圧は飽和水蒸気圧に置換えて，水蒸気勾配から境界に流入・

流出する水分流量݃௜௡，݃௢௨௧を算出する。 

 ݃௜௡と݃௢௨௧の差より結露量を求める。 

 前月に結露が発生した場合，当月もその境界は飽和しているものと仮定して結露量

あるいは蒸発量を計算する。 

 各月の結露量あるいは蒸発量を算出し，年間の結露蓄積量を求める（結露量より蒸

発量が多い場合の結露蓄積量は 0 とする）。 

※ 液水移動，空隙内の移流，潜熱移動，材料の水分容量，不均一性は無視する。 

※ 日射と長波放射の影響は無視する。 

入力データ 1) 月平均室内温湿度 

2) 月平均外気温湿度 

出力データ 1) 壁体内部の水蒸気圧分布と飽和水蒸気圧分布 

2) 壁体内部の各月の結露量と年間の結露蓄積量 

判定基準 1) 通年に亘り壁体内部結露は発生しない（安全）。 

2) 壁体内部結露は発生するが，いずれ蒸発する（要注意）。 

3) 壁体内部結露が発生し，水分が蓄積される（危険）。 
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2.1.2 住宅の省エネルギー基準による計算 

省エネルギー基準による表面結露および内部結露の判定方法には，地域別に定められた温湿度

条件下における壁体の水蒸気圧分布を算出し，各境界の水蒸気圧と飽和水蒸気圧（あるいは各境

界の温度と露点温度）を比較して結露の発生を判定する定常計算方法と，熱・水分複合移動方程

式を解いて壁体内の相対湿度分布，含水率分布，結露量を求め，湿害の有無を判定する非定常計

算方法がある。 

図 2.5 に，定常および非定常計算の結露判定のフロー3)を示す。通気層や防湿層の無い場合や木

造または枠組み壁工法の木材含水率を計算する場合，あるいは定常計算において結露判定となっ

た場合は非定常計算により評価する。 

 

 

 

 

（a）冬季 （b）夏季（旧基準） 

図 2.5 定常および非定常計算のフロー 
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（1）定常計算 

表 2.3 に，定常伝熱計算を用いた表面結露の判定基準を示す。室内は温度 15℃，相対湿度 50%

（露点温度 4.7℃），外気側は当該地域の最寒月における日最低気温の平均値を入力して室内側壁

体表面の温湿度を求める。表面結露は，相対湿度が常に 98%以下，壁内表面の最低温度が露点温

度を上回っている場合には発生しないと判定する。 

表 2.4 に，定常伝熱計算を用いた内部結露の判定基準を示す。内部結露の定常計算では，温湿

度一定条件下において壁体内の水蒸気圧を計算し，結露の有無を判定する。内部結露の入力条件

は，室内側の温度は 10℃，相対湿度は 70%とし，外気側の温湿度は各気候（地域）区分において

寒暖の厳しい地域を選定する。各境界の温度から飽和水蒸気圧を求め，計算した境界の水蒸気圧

とともに図示する。計算した各境界の水蒸気圧が飽和水蒸気圧以下（結露量が 0g/(m2·h)），かつ各

境界での相対湿度が 98%以下であれば内部結露は発生しないと判定する。 

 

（2）非定常計算 

表 2.5 に，非定常伝熱計算を用いた内部結露の判定基準を示す。内部結露の非定常計算は，熱・

水分複合移動方程式を解いて，年変動および日変動を考慮した実際的な湿流（材料への蓄湿と吸

放湿）を算出する。計算は 7 月 1 日から開始し，結果が周期定常に達するまで行う。室内条件は，

温度は式(2.6)による周期変動，湿度は 70%一定とする。 

 

௥ܶ ൌ 7.0 ݏ݋ܿ
௥ܦሺߨ2 െ 212ሻ

365
൅ 20.0 (2.6) 

 

壁体温湿度の初期条件は，計算開始の外界気象条件として，各地点の拡張アメダス気象データ

（地域区分全域を対象とする場合は，冬季は暖房デグリーデーHDD18 が最大の地点）を使用する。

壁体内の相対湿度分布，含水率分布，結露量を求め，内部結露の有無を確認し壁体内の相対湿度

が 98%以下であれば結露は発生しないと判定する。また，夏季の非定常計算に限り，通気層を設

けた標準仕様（断熱材の熱抵抗の基準を満たした上で，外装材と防水層の間に通気層を設けた仕

様）の計算結果との比較により相対評価できる。ただし，2009 年に改正された現行基準では定常

計算において夏季の壁体内部結露計算が除外されている。 

省エネルギー基準では，基礎式や数値計算法の概要を示しその妥当性を証明することで，「住宅

の省エネルギー基準の解説」に紹介されている認定ソフトでなくても使用することができる。本

章では，熱・水分複合移動の数理モデルに P-model を採用した建築外被の温湿度計算ソフト

Hygrabe を使用する 6)。 

P-model はエネルギーと水分の保存則から成る非平衡熱力学モデルであり，水分流の駆動力とし

て外力などの影響（熱力学的な応力ポテンシャル）を考慮した熱力学エネルギー（水分ポテンシ

ャル）を用いることに特徴がある 7),8)。これにより，水分伝導（躯体内部の水分移動）と水分伝達

（空間と躯体の間の水分移動）に係わる温度・濃度・圧力等の駆動力は統一化されて同次元で表

現される。水分流は水分ポテンシャル勾配のみに支配されるため現象を理解しやすい。 

式(2.7)～式(2.9)に水分ポテンシャルの定義式を示す。 
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,݌௪ሺߤ ܶሻ ൌ ௪௢ߤ ሺܶሻ ൅  ሻ (2.7)݌ሺߤ

௪௢ߤ ሺܶሻ ൌ ݄௢,௪ೖ೒
െ ௢,௪ೖ೒ݏܶ

൅ ܿ௣,௪ೖ೒
ሺܶ െ ௢ܶሻ െ ܶܿ௣,௪ೖ೒

ln
ܶ

௢ܶ
൅ ܴ௪ೖ೒

ܶ ln
௦݌
௢݌

 (2.8) 

ሻ݌ሺߤ ൌ ܴ௪ೖ೒
ܶ ln

௪݌
௦݌

 (2.9) 

 

ここで，基準エンタルピーと基準エントロピーは次式で与える。 

݄௢,௪ೖ೒
െ ௢,௪ೖ೒ݏܶ

ൌ 6.44243 ൈ 10ହ (2.10) 

 

図 2.6 に，ポテンシャルの関係を示す。式(2.7)右辺の第 1 項ߤ௪௢と第 2 項ߤをそれぞれ「飽和水分

ポテンシャル」，「不飽和水分ポテンシャル」と称す。ߤ௪௢は温度ܶの飽和水蒸気が持つエネルギー，

௦に至る݌௩の空気を飽和水蒸気圧݌௪௢を基準にした湿り空気中の水蒸気のエネルギー（水蒸気圧ߤはߤ

まで圧縮した場合の仕事量に相当）であり，水分ポテンシャルߤ௪（気相水分の駆動力）は両ポテ

ンシャルの和として表される。不飽和水分ポテンシャルߤ（液相水分の駆動力）は毛管吸引力を単

位重量当たりの水分のエネルギーに換算したものであり，Kelvin 式を用いれば，式(2.11)で与えら

れる。 

ߤ ൌ ܴ௪ೖ೒
	ܶ ln

௪݌
௦݌

ൌ
௦௧ߛ2
௟ߩ௖ݎ

cos ߙ ൌ
௖݌
௟ߩ

 (2.11) 

 

気相水分と液相水分は，それぞれ材料中の飽和水分ポテンシャル勾配と不飽和水分ポテンシャ

ル勾配（平衡条件からの偏差）を駆動力として移動する。 

 

 

図 2.6 ポテンシャルの関係 
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式(2.12)～式(2.15)に，壁体の熱・水分複合移動方程式および境界条件を示す。 

・熱収支 

ܶߩܥ߲

ݐ߲
൅ ܶ׏ݓ݈݆ݓ݈ܿ ൌ T׏ߣ׏ ൅ ݃ߣ׏ݒݎ

′ ׏ ቀݓߤ ൅  ቁ (2.12)݂ߤ

 

・水分収支 

ݓ݈ߩ
߲߶

ߤ߲

ߤ߲

ݐ߲
ൌ ݃ߣ׏

′ ׏ ቀݓߤ ൅ ቁ݂ߤ ൅ ݈ߣ׏
׏′ ቀߤ ൅  ቁ (2.13)݂ߤ

・境界条件 

熱： െߣ
߲ܶ
߲݊௩

െ ௩ݎ ∙ ௚ᇱߣ
௪ߤ߲
߲݊௩

ൌ ௖ሺߙ ௔ܶ െ ௦ܶሻ ൅ ௩ݎ ∙ ௪,௔ߤᇱ൫ߙ െ ௪,௦൯ߤ ൅  ௦ (2.14)ݍ

水分： െߣ௚ᇱ
௪ߤ߲
߲݊௩

ൌ ௪,௔ߤᇱ൫ߙ െ  ௪,௦൯ (2.15)ߤ

 

௙は外力等による応力をエネルギー表示したもので，応力ポテンシャル[J/kg]と呼ばれるߤ 9)。例

えば，重力および温度変化に伴う空気の膨張・圧縮による圧力（静圧）の応力ポテンシャルは，

次式により算出される。 

௙ߤ ൌ ݖ݃ ൅ ݌ ௪ܸതതത (2.16) 

 

式(2.17)，式(2.18)に，空気層内の熱・水分収支式を示す。熱・水分ともに瞬時一様拡散を仮定

すると，対流による熱・水分伝達（右辺第 1 項），空気層と外気あるいは室内空気との間の換気に

よる熱・水分移動（右辺第 2 項）から成る。 

 

௩ܸ௢௟ ∙ ߛܿ
݀ ௜ܶ

ݐ݀
ൌ෍ܵ ∙ ௖ሺߙ ௦ܶ െ ௜ܶሻ

ଶ

௝ୀଵ

൅ ௩ܸ௘௡ ∙ ሺߛܿ ௢ܶ െ ௜ܶሻ (2.17) 

௩ܸ௢௟ ∙ ௪ݎ
௜ߤ݀
ݐ݀

ൌ෍ܵ ∙ ఓᇱߙ ൫ߤ௪,௦ െ ௪൯ߤ

ଶ

௝ୀଵ

൅ ௩ܸ௘௡൫ߛ௪,௢ ∙ ∗௢ߤ െ ௪ߛ ∙  ௜൯ (2.18)ߤ

 

通気量 ௩ܸ௘௡は，無次元化した連続の式，エネルギー方程式，運動方程式の解として，予め導か

れた無次元流量と修正レイリー数の関係から任意の温度・通気層の幅・高さに対して算出される。 

上記の熱・水分収支式に Crank-Nicolson の陰解法 10)を適用することにより，建築外被の温湿度お

よび熱・水分流が計算される。 

Hygrabe の入力値は，外界気象条件（気温，湿度，日射量，夜間放射量，風向風速）および室内

温湿度条件，材料の物性値（熱伝導率，比熱，比重，水分伝導率，水分容量，日射吸収率，長波

放射率，透湿抵抗など）である。 
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表 2.3 住宅の省エネルギー基準による定常伝熱計算を用いた表面結露の判定基準 

名  称 結露の発生を防止する対策（住宅の省エネルギー基準） 

目  的 冬季表面結露の判定 

検証方法 定常伝熱計算 

適用範囲 外壁（ただし，熱橋部位を除く） 

検討項目 壁体内の温度分布および結露の有無 

計算方法 

および 

内容・条件 

1) 定常伝熱計算により壁体内の温度分布と露点温度を求め，表面結露の有無を判定する。 

2) 計算に用いる物性値を示す。 

3) 通気層や防湿層の無い場合は，非定常計算を用いる。 

4) 木造または枠組み壁工法の木材含水率を計算する場合は，非定常計算を用いる。 

5) 「住宅の省エネルギー基準の解説」で紹介されているプログラム以外を使用する場合は，

プログラムの精度を確認できる資料を示す。 

※ 液水移動，空隙内の移流，潜熱移動，材料の水分容量，不均一性は無視する。 

入力データ  冬季の表面結露判定用の入力条件 

室内条件 外気条件（最寒月の日最低平均気温が最低の地点） 

冬

季 

温度 湿度 地域 I II III IV V VI 

15℃ 50% 

地点 陸別 好摩 諏訪 真岡 西都 伊仙 

温度 -19.8℃ -8.2℃ -6.0℃ -4.7℃ 1.0℃ 11.8℃ 

相対湿度 70% 
 

出力データ 1） 壁体内部の相対湿度分布 

2） 壁体内部の水蒸気圧分布と飽和水蒸気圧分布 

3） 壁体内部の温度分布と露点温度 

判定基準 以下のいずれかの条件を満足すること。 

1） 相対湿度≦98% 

2） 壁内表面温度＞露点温度 
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表 2.4 住宅の省エネルギー基準による定常伝熱計算を用いた内部結露判定基準 

名  称 結露の発生を防止する対策（住宅の省エネルギー基準） 

目  的 冬季の内部結露の判定 

検証方法 定常伝熱計算 

適用範囲 外壁および屋根（ただし，熱橋部位を除く） 

検討項目 壁体内の温湿度分布および結露の有無 

計算方法 

および 

内容・条件 

1）定常伝熱計算により壁体内の相対湿度分布，または水蒸気圧分布と飽和水蒸気圧分布を求め，

内部結露の有無を判定する。 

2）計算に用いる物性値を示す。 

3）通気層や防湿層の無い場合は，非定常計算を用いる。 

4）木造または枠組み壁工法の木材含水率を計算する場合は，非定常計算を用いる。 

5）「住宅の省エネルギー基準の解説」で紹介されているプログラム以外を使用する場合は，プ

ログラムの精度を確認できる資料を示す。 

※ 液水移動，空隙内の移流，潜熱移動，材料の水分容量，不均一性は無視する。 

入力データ  冬季の内部結露判定用の入力条件 

室内条件 外気条件（拡張アメダス気象データ｢標準年｣の最低値） 

冬

季 

温度 湿度 地域 I II III IV V VI 

10℃ 70% 
温度 -11.6℃ -3.6℃ -1.5℃ 0.9℃ 6.0℃ 14.1℃ 

相対湿度 70% 
 

出力データ 1）壁体内部の相対湿度分布 

2）壁体内部の水蒸気圧分布と飽和水蒸気圧分布 

判定基準 以下のいずれかの条件を満足すること。 

1）相対湿度≦98% 

2）水蒸気圧＜飽和水蒸気圧 
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表 2.5 住宅の省エネルギー基準による非定常伝熱計算を用いた結露判定基準 

名  称 結露の発生を防止する対策（住宅の省エネルギー基準） 

目  的 冬季および夏季の表面結露と冬季の内部結露の判定 

検証方法 非定常伝熱計算 

適用範囲 外壁および屋根（ただし，熱橋部位を除く） 

検討項目 壁体内の温湿度分布および結露の有無 

計算方法 

および 

内容・条件 

1) 非定常熱・水分移動計算により壁体内の相対湿度分布，含水率分布，または結露量を求め，

結露の有無を判定する。 

2) 計算に用いた基礎式と数値計算法の概要，および物性値を示す。 

3) 計算は 7 月 1 日から開始し，結果が周期的定常に達するまで行う。 

4) 壁体温湿度の初期条件は 26℃，80%とする。 

※ 材料の不均一性は無視する。 

入力データ 1)  冬季・夏季の結露判定の入力条件 

室内条件 外気条件 

温  度 

௥ܶ ൌ 7.0 ݏ݋ܿ
௥ܦሺߨ2 െ 212ሻ

365
൅ 20.0

௥ܶ：室温[℃] 

௥：1ܦ 月 1 日を起点とした延べ日数 

拡張アメダス気象データ 

※地域区分全域を申請する

場合は，冬季は暖房デグリー

デー，夏季は冷房デグリーデ

ーが最大の地点を使用する。 相対湿度 70%一定 
 

出力データ 1) 壁体内の相対湿度分布（または，結露量） 

2) 壁体内の含水率分布 

判定基準 以下のいずれかの条件を満足すること。 

1) 相対湿度≦98%（または，結露量＝0） 

2) 構造上主要部材（木造または枠組み壁工法）の含水率が以下の全てに該当すること。 

 年々の含水率が上昇傾向を示さない。 

 周期的定常状態において，木材の年間平均含水率が 22%以下である。 

 周期的定常状態において，繊維飽和点（含水率約 30%）以上になる日が年間 30 日

以内である。 
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2.2 表面結露の防露判定 

2.2.1 壁体モデルおよび計算条件 

図 2.7 に，表面結露の計算に使用した壁体モデルを示す。表面結露判定には，内装材裏面に防

湿シートを設けた壁体を使用した。 

 

 
図 2.7 表面結露計算で使用した壁体モデル 

 

表 2.6 に，ISO 13788 および省エネルギー基準の表面結露の計算条件および判定基準を示す。ISO 

13788は定常計算のみの検討となるが，省エネルギー基準は定常計算に加えて非定常計算を行う。

計算地域は前章で示した I 地域から VI 地域までの各地域である。 

 

表 2.6 表面結露の計算条件および判定基準 

（a）ISO 13788 

計算方法 定常計算 

計算期間 年間 

計算地域 I 地域～VI 地域 

外気条件 月平均外気温湿度 

室内条件 外気温度を基準として室内発湿量を加算 

評価基準（結露防止） 最大設計温度係数 frsi,max ≦ 壁体の温度係数 frsi 

 

（b）省エネルギー基準 

計算方法 定常計算 非定常計算 

計算期間 冬季 冬季 

計算地域 I 地域～VI 地域 I 地域～VI 地域 

外気条件 最寒月の日最低気温の平均値 拡張アメダス気象データ 

室内条件 温度 15℃，相対湿度 50% 

年間周期定常 

空気温度：最高 27℃，最低 13℃ 

相対湿度：70%一定 

評価基準（結露防止） 壁体表面温度 Tsi ≦ 露点温度 Tsi,min 表面相対湿度 RHs ＜ 98% 
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2.2.2 計算結果 

（1）ISO 13788 

表 2.7 に，I 地域～VI 地域の壁体の温度係数 frsiと各月の設計温度係数 frsi,min（最大値）を示す。

I 地域の 9 月，II 地域の 8 月，V 地域の 6 月の設計温度係数 frsi,minは使用した壁体の温度係数 frsi

を上回っているおり，夏季において表面結露が発生する判定となっている。ISO 13788 は，夏季の

外気湿度が室内湿度より高くなることを想定していないため，夏季に設計温度係数 frsi,minが高くな

る場合がある（表面結露あり）。また，室内発湿を設定する条件は外気温度を基準としており，外

気温度が 20℃以上の場合は計算できない。したがって，夏季に蒸暑な気候となる地域に対しては，

結露判定できない期間が存在する。図 2.8 に，I 地域～VI 地域における冬季の壁内表面温度および

露点温度示す。特に湿害が起こりやすい 1 月，2 月を見ても，表面温度は露点温度より高いため，

この判定方法において結露は発生していない。 

ISO 13788 は，室内の水蒸気圧の 1.25 倍を許容最低飽和水蒸気（80%を飽和とする）と仮定し，

そのときの許容最低表面温度を露点温度と設定する。したがって，許容最低表面温度（露点温度）

は通常の露点温度よりも高めに設定されるため，安全側の判定基準となる。また，室内湿度は外

気温湿度を基準として室内発湿を加算して設定するため，外気が高温多湿になる日本の夏季は想

定外となる。 

 

表 2.7 温度係数による表面結露の判定結果（定常計算） 

計算期間 年間 

計算条件 外気条件：月平均外気温湿度，室内条件：外気湿度を基準として室内発湿量を加算 

評価基準 壁体の温度係数 f Rsi  ≧  最大設計温度係数 f Rsi,min 

評価項目 f Rsi 
冬季 夏季 

結露 
f Rsi,min 

I 地域 0.97 0.93（1 月） 1.83（9 月） あり 

II 地域 0.96 0.89（2 月） 1.12（8 月） あり 

III 地域 0.96 0.88（1,2 月） 0.53（6 月） なし 

IV 地域 0.96 0.85（1,2 月） 0.78（7 月） なし 

V 地域 0.96 0.76（1 月） 1.18（6 月） あり 

VI 地域 0.96 0.01（2 月） 0.12（5 月） なし 

 
（a）1 月 （b）2 月 

図 2.8 壁内表面温度および露点温度の比較 
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（2）省エネルギー基準 

表 2.8 に，定常および非定常計算による表面結露の判定結果を示す。また，図 2.9 に定常計算に

より求められた冬季の壁内表面温度と露点温度を示す。I 地域～VI 地域の全ての地域で表面温度

は露点温度より高いため結露は発生しない。省エネルギー基準の室内条件は温度 15℃，相対湿度

50%であり露点温度（4.7℃）の設定が低い。特に，表面結露が懸念される I 地域でも，壁内表面

温度は露点温度より高い。ISO 13788 と比較すると表面温度と露点温度の差は省エネルギー基準の

方が大きい。このことは，省エネルギー基準の方が外気温湿度を厳しく設定しているが室内湿度

を低く見積もっているため，結露判定では危険側（結露しない）の判定となる。 

 

 

表 2.8 定常および非定常計算による表面結露の判定結果 

計算方法 定常計算 非定常計算 

計算期間 冬季 年間 

計算条件 
外気条件：最寒月の日最低気温の平均値 

室内条件：15℃, 70% 

外気条件：拡張アメダス気象データ 

室内条件：年間周期定常 

評価基準 壁体表面温度 T si ≧ 露点温度 T si,mi n 通年に亘り表面相対湿度 RHs ＜ 98% 

評価項目 Tsi,min （℃） Tsi （℃） 結露 
冬季 

結露 
最高 RHs（%） 

I 地域 4.7 14.1 なし 78 なし 

II 地域 4.7 14.0 なし 76 なし 

III 地域 4.7 14.1 なし 75 なし 

IV 地域 4.7 14.2 なし 75 なし 

V 地域 4.7 14.4 なし 74 なし 

VI 地域 4.7 14.9 なし 71 なし 

 

 

 

 
図 2.9 壁内表面温度と露点温度の比較（定常計算） 
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図 2.10 に，冬季の非定常計算による室内側表面の相対湿度の時間累積図を示す。表 2.8 より，

全ての地域で室内側壁体表面の相対湿度は最高でも 78%と低いため結露は発生しない。また，寒

冷地である I 地域，II 地域ともに壁内表面の相対湿度が 98%になる時間累積率は 0%であり，表面

結露は発生しない判定となる。 

 

図 2.10 壁体表面湿度の時間累積率 

 

 

 

2.3 内部結露の防露判定 

2.3.1 壁体モデルおよび計算条件 

図 2.11 に内部結露計算に使用した壁体モデルを示す。内部結露の計算には内装材裏面に防湿シ

ートを設けた壁体（図 2.11（a））と防湿シートを設けない壁体（図 2.11（b））を用いて計算した。 

 

 

 
（a）防湿シートなし （b）防湿シートあり 

図 2.11 内部結露計算で使用した壁体モデル  
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表 2.9 に内部結露の計算条件および判定基準を示す。ISO 13788 は年間結露蓄積量，省エネルギ

ー基準は水蒸気圧と飽和水蒸気圧の大小関係（定常計算）および壁体内部の相対湿度（非定常計

算）により結露判定を行う。なお，省エネルギー基準の現行基準では夏季の判定は除外されてい

る。したがって，冬季については現行基準を，夏季については旧基準 11)を用いて壁体の防露性能

評価を行う。 

 

 

 

表 2.9 内部結露の計算条件および判定基準 

（a）ISO 13788 

計算方法 定常計算 

計算期間 年間 

計算地域 I 地域～VI 地域 

外気条件 月平均外気温湿度 

室内条件 外気湿度を基準として室内発湿量を加算 

評価基準（結露防止） 年間結露蓄積量＝0 

 

（b）省エネルギー基準（定常伝熱計算） 

計算方法 
定常計算 

現行基準 旧基準 

計算期間 冬季 夏季 

計算地域 I 地域～VI 地域 I 地域～VI 地域 

外気条件 
最寒月平均温度，相対湿度 70% 相当外気温度 45℃，相対湿度 40% 

（外気に通じる通気層は相対湿度 40%） 

室内条件 温度 10℃，相対湿度 70％ 温度 26℃，相対湿度 60％ 

評価基準（結露防止） 水蒸気圧 P ＜ 飽和水蒸気圧 Ps 水蒸気圧 P ＜ 飽和水蒸気圧 Ps 

 

（c）省エネルギー基準（非定常伝熱計算） 

計算方法 非定常計算 

現行基準 旧基準 

計算期間 冬季 夏季 

計算地域 I 地域～VI 地域 I 地域～VI 地域 

外気条件 拡張アメダス気象データ 拡張アメダス気象データ 

室内条件 

年間周期定常 

空気温度：最高 27℃，最低 13℃ 

相対湿度：70%一定 

年間周期定常 

空気温度：最高 27℃，最低 18℃ 

相対湿度：60%一定 

評価基準（結露防止） 壁体内部の相対湿度 RHs ＜ 98% 壁体内部の相対湿度 RHs ＜ 98% 
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2.3.2 計算結果 

（1）ISO 13788 

表 2.10 に，結露蓄積量による内部結露の判定結果を示す。また，図 2.12 に防湿シートがない場

合の壁体内部（外側）の月毎の結露量および蒸発量を示す。防湿シートを設けない場合，I 地域と

II 地域はそれぞれ 10 月と 11 月から結露が発生し，冬季に発生した結露水は年間を通しても完全

に蒸発しない。III 地域～V 地域においては冬季に結露は発生するが，次第に蒸発して夏季には乾

燥している。一方で，防湿シートを設けた場合は I 地域で僅かに結露発生するが，すぐに蒸発し

ている。ISO 基準では，結露による年間の蓄積水分を判定基準とし，冬季に結露が発生しても年

間を通して乾燥すれば許容されることから，カビ・腐朽など躯体の耐久性に対しては極めて危険

側の判定となる。 

 

表 2.10 結露蓄積量による内部結露の判定結果 

（a）防湿シートなし 

計算期間 年間 

計算条件 外気条件：月平均外気温湿度，室内条件：外気湿度を基準として室内発湿量を加算 

評価基準 水蒸気圧 P ＜ 飽和水蒸気圧 Ps，年間結露蓄積量＝0 

結露部位 壁体内部 

項目 月 
結露量 

[kg/m2
・月] 

蓄積量 
[kg/m2] 

結露 項目 月 
結露量

[kg/m2
・月] 

蓄積量

[kg/m2] 
結露 

I 地域 

10 0.79 0.79 

あり 

年間水分

蓄積 

III 地域 

11 0.54 0.54 

あり 

期間水分

蓄積 

11 3.19 3.98 12 2.60 3.14 

12 5.63 9.61 1 3.64 6.78 

1 6.57 16.18 2 3.22 10.00 

2 5.66 21.83 3 2.20 12.21 

3 4.61 26.44 4 -1.10 11.11 

4 1.89 28.33 5 -3.03 8.08 

5 -0.47 27.86 6 -2.88 5.21 

6 -2.26 25.60 7 -3.93 1.28 

7 -2.69 22.91 8 -8.00 0.00 

8 -3.44 19.47 

IV 地域 

12 1.58 1.58 

あり 

期間水分

蓄積 

9 -0.46 19.01 1 2.57 4.15 

II 地域 

11 1.40 1.40 

あり 

年間水分

蓄積 

2 2.31 6.46 

12 3.18 4.58 3 1.03 7.49 

1 4.55 9.13 4 -2.11 5.38 

2 3.51 12.64 5 -3.23 2.14 

3 2.91 15.54 6 -3.78 0.00 

4 -0.16 15.39 

V 地域 

12 0.16 0.16 
あり 

期間水分

蓄積 

5 -2.67 12.72 1 0.86 1.02 

6 -3.00 9.72 2 0.08 1.10 

7 -3.12 6.61 3 -3.38 0.00 

8 -2.83 3.77 

VI 地域 — — 0.00 なし 9 -2.00 1.78 

10 -1.22 0.56 
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（b）防湿シートあり 

計算期間 年間 

計算条件 
外気条件：月平均外気温湿度 

室内条件：外気湿度を基準として室内発湿量を加算 

評価基準 
水蒸気圧 P ＜ 飽和水蒸気圧 Ps 

年間結露蓄積量＝0 

結露部位 壁体内部 

項目 月 
結露量 

[kg/m2
・月] 

蓄積量 
[kg/m2] 

結露 

I 地域 

1 0.18 0.18 
あり 

期間水分蓄積 
2 -0.08 0.09 

3 -0.72 0.00 

II 地域 — 0.00 0.00 なし 

III 地域 — 0.00 0.00 なし 

IV 地域 — 0.00 0.00 なし 

V 地域 — 0.00 0.00 なし 

VI 地域 — 0.00 0.00 なし 

 

 

 

 

図 2.12 各月の結露量および蒸発量（防湿シートなし） 
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（2）省エネルギー基準 

表 2.11 に，壁体内部の水蒸気圧および飽和水蒸気圧による内部結露の定常計算結果を示す。ま

た，図 2.13～図 2.16 に各条件下における冬季と夏季の壁体内部の水蒸気圧分布を示す。 

防湿シートなしの場合，冬季に I 地域～VI 地域で壁体内部外側（グラスウールと合板の境界）

において水蒸気圧は飽和水蒸気圧を上回っており，内部結露が発生している（図 2.13 参照）。夏

季の内部結露は発生していない（図 2.15 参照）。 

防湿シートありの場合，冬季はいずれの地域でも内部結露は防止されているが（図 2.14 参照），

夏季において壁体内部（室内側）で僅かに水蒸気圧は飽和水蒸気圧より高くなり結露が発生して

いる（図 2.16 参照）。 

 

 

表 2.11 水蒸気圧による内部結露の判定結果（定常計算） 

（a）防湿シートなし 

計算期間 冬季 夏季 

計算条件 
外気条件：最寒月の月平均温度,相対湿度 50% 

室内条件：15℃, 50% 

外気条件：相当外気温度 45℃,相対湿度 40% 

室内条件：26℃, 60% 

評価基準 水蒸気圧 P ＜ 飽和水蒸気圧 Ps 水蒸気圧 P ＜ 飽和水蒸気圧 Ps 

結露部位 壁体内部外側 壁体内部室内側 

項目 P [Pa] P [Pa] 結露 P [Pa] P [Pa] 結露 

I 地域 866 266 あり 2514 3548 なし 

II 地域 841 490 あり 

2510 3598 

なし 

III 地域 569 843 あり なし 

IV 地域 845 672 あり なし 

V 地域 852 947 なし なし 

VI 地域 869 1590 なし なし 

 

（b）防湿シートあり 

計算期間 冬季 夏季 

計算条件 
外気条件：最寒月の月平均温度,相対湿度 50% 

室内条件：15℃, 50% 

外気条件：相当外気温度 45℃,相対湿度 40% 

室内条件：26℃, 60% 

評価基準 水蒸気圧 P ＜ 飽和水蒸気圧 Ps 水蒸気圧 P ＜ 飽和水蒸気圧 Ps 

結露部位 壁体内部外側 壁体内部室内側 

項目 P [Pa] Ps [Pa] 結露 P [Pa] Ps [Pa] 結露 

I 地域 176 266 なし 3637 3548 あり 

II 地域 328 490 なし 

3600 3598 

あり 

III 地域 569 383 なし あり 

IV 地域 457 671 なし あり 

V 地域 655 947 なし あり 

VI 地域 1126 1590 なし あり 
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図 2.13 各地域における冬季の壁体内部の水蒸気圧分布（防湿シートなし） 
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図 2.14 各地域における冬季の壁体内部の水蒸気圧分布（防湿シートあり） 
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図 2.15 夏季の壁体内部の水蒸気圧分布（防湿シートなし） 

 

 

 

 

図 2.16 夏季の壁体内部の水蒸気圧分布（防湿シートあり） 
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表 2.12 に，内部結露の非定常計算結果を示す。また，図 2.17 と図 2.18 に防湿シートありとな

しの壁体内部湿度の時間累積率を示す。 

防湿シートなしの場合，冬季には I 地域～III 地域において結露が発生している。冬季の壁体内

部湿度が 98%以上の時間累積率は III 地域でも 20%以上となり，内部結露の危険性を示している。

夏季には，いずれの地域でも最高相対湿度は 62%以下となり，内部結露は発生しない。 

一方，防湿シートありの場合，冬季の壁体内部湿度は最高でも 78%以下となり結露発生を防ぐ

ことができるが，夏季においてはすべての地域で最高相対湿度が 100%となり夏季湿害の危険性が

ある。非定常計算の場合，温度上昇にともない躯体材料からの放湿も考慮されるため，防湿シー

トがあると結露が発生する場合がある。 

 

表 2.12 壁体内部湿度による内部結露の判定結果 

（a）防湿シートなし 

計算期間 冬季 夏季 

計算条件 外気条件：拡張アメダス気象データ，室内条件：年間周期定常 

評価基準 内部相対湿度 RH ＜ 98% 

結露部位 壁体内部外側 壁体内部室内側 

項目 
CR*98%以上 

（最高 RH） 
CR*90％以上 結露 

CR*98%以上 

（最高 RH） 
CR*90％以上 結露 

I 地域 100.0（100） 100.0 あり 0.0（61） 0.0 なし 

II 地域 39.3（100） 100.0 あり 0.0（62） 0.0 なし 

III 地域 17.6（100） 91.9 あり 0.0（61） 0.0 なし 

VI 地域 0.0（93） 20.5 なし 0.0（61） 0.0 なし 

V 地域 0.0（86） 0.0 なし 0.0（61） 0.0 なし 

VI 地域 0.0（76） 0.0 なし 0.0（61） 0.0 なし 

 

（b）防湿シートあり 

計算期間 冬季 夏季 

計算条件 外気条件：拡張アメダス気象データ，室内条件：年間周期定常 

評価基準 内部相対湿度 RH ＜ 98％ 

結露部位 壁体内部外側 壁体内部室内側 

項目 
CR*98％以上 

（最高 RH） 
CR*90％以上 結露 

CR*98％以上 

（最高 RH） 
CR*90％以上 結露 

I 地域 0.0（83） 0.0 なし 0.7（100） 1.7 あり 

II 地域 0.0（79） 0.0 なし 4.1（100） 7.3 あり 

III 地域 0.0（79） 0.0 なし 3.5（100） 7.0 あり 

VI 地域 0.0（72） 0.0 なし 5.1（100） 11.0 あり 

V 地域 0.0（78） 0.0 なし 10.5（100） 19.1 あり 

VI 地域 0.0（80） 0.0 なし 16.2（100） 27.8 あり 

*CR：時間累積率[%] 
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（a）冬季 （b）夏季 

図 2.17 壁体内部湿度の時間累積率（防湿シートなし） 

 

 

 

  

（a）冬季 （b）夏季 

図 2.18 壁体内部湿度の時間累積率（防湿シートあり） 
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3. 窓枠熱橋の 2 次元熱・水分複合移動による防露計算 

 

建築外被は材料（製品）・構法・施行精度の向上により飛躍的に断熱気密されており，省エネル

ギー基準などの施行により壁体や窓ガラスにおける表面および内部結露は概ね防止されている 12)。

しかし，窓枠の断熱気密性能はその他部位に比べて劣るため，熱橋および冬季結露の原因となる

ことが多い。省エネルギー基準の「結露の発生を防止する特別の構造方法に関する試験」におい

ては，建築外被の結露判定基準を設けているが熱橋部位については考慮していない 4), 5)。熱橋と

なる部位の熱・水分複合移動計算には，2 次元流れを考える必要があり，その計算は煩雑となる。

そこで，本検討では前節の計算で用いた建築外被の 1 次元解析ソフト Hygrabe を 2 次元に拡張し

た数値計算ソフトにより熱橋部位の温湿度計算を行う。 

最近では，熱伝導しやすいアルミ構造に替わり，断熱性能を向上させたアルミ樹脂複合構造（ア

ルミサッシの室内側に空気層を設けるように樹脂仕上げ材を付加した構造）や樹脂構造の断熱サ

ッシが開発されている 13)。本節では，環境試験室実験および数値シミュレーションにより，これ

ら断熱サッシによる熱橋および結露の抑制効果について検討する。 

 

 

3.1 窓枠熱橋の温湿度測定 

3.1.1 実験装置 

図 2.19 と表 2.13 に，環境試験室実験の模式図および実験概要を示す。Low-E 複層ガラスを使用

したアルミ樹脂複合構造および樹脂構造の窓試験体（外枠寸法：縦 100cm×横 80cm）を作成し，

小型模型室（外形寸法：縦 130cm×横 110cm×奥 70cm）に設置した。小型模型室の内装材裏面と

窓外枠を取付ける構造躯体側面は，ポリエチレンシートを用いて連続して防湿されている。小型

模型室内の温湿度は，ファンによる空気攪拌とヒーターおよび加湿空気（バブリング装置からの

飽和湿り空気と乾燥空気供給ユニットからの絶乾空気を混合ユニットで流量調節した湿り空気）

により均一に任意調節できる。小型模型室を環境試験室内に設置することにより，屋内と屋外の

温湿度環境を模擬した。小型模型室と環境試験室の温湿度をそれぞれ 20℃・50%，0℃・40%で一

定に保ち，壁体および窓の温湿度が定常に達するまで測定した。測定項目は，各部位の温度（熱

電対），小型模型室および環境試験室，壁体内部の温湿度（小型温湿度計）である。 
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図 2.19 環境試験室実験の模式図 

 

 

表 2.13 実験概要 

模型箱 寸法 縦 130cm×横 110cm×奥 70cm 

窓試験体 

寸法 縦 100cm×横 80cm 

窓ガラス Low-e 複層ガラス 

窓枠 
アルミ樹脂サッシ 

樹脂サッシ 

温湿度設定 
環境試験室 20℃，55% 

模型箱 0℃，45% 
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3.1.2 実験結果 

図 2.20 に，アルミ樹脂複合サッシと樹脂サッシを使用した場合の各部温湿度の測定結果を示す。

アルミ樹脂複合構造のサッシ内側温度は 13.5℃，樹脂構造は 16.0℃である。窓およびサッシの内

表面の温度を比較すると，アルミ樹脂複合構造は 3.5℃も低いのに対して，樹脂構造では両者の温

度はほぼ同じである。いずれの構造も窓外枠の温度は窓サッシに比べて低いが，アルミ樹脂複合

構造（7.3℃）は樹脂構造（11.3℃）より 4℃も低下している。その影響で壁内表面（壁端から 5cm）

にも 0.8℃の差が生じている。一方，窓外枠と躯体の隙間（空気層）の相対湿度は，アルミ樹脂複

合構造は約 94%と高いのに対して，測定位置は異なるものの樹脂構造は約 78%である。 

 

 

 
（a）アルミ樹脂複合サッシ 

 
（b）樹脂サッシ 

 

図 2.20 各部の温湿度 
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3.2 数値シミュレーションの計算精度 

3.2.1 数値シミュレーションソフト Hygrabe-2D 

窓枠などの熱橋部位においては，熱・水分伝導の 2 次元計算，窓面の日射透過・吸収・反射，

空気層内の熱･水分収支の詳細計算が必要である。図 2.21 に，躯体内部の 2 次元熱・水分移動の

モデル図を示す。本計算の伝熱理論の多くは 1 次元温湿度解析ソフト Hygrabe6)を踏襲しており，

これを 2 次元計算に拡張している。熱・水分複合移動には，P-model を使用している 7),8)。P-model

の概要については，第 2 章 2.1.2 に示している。 

 

 
図 2.21 2 次元移動モデル 

 

式(2.19)～式(2.22)に，窓面の日射透過・吸収・反射（j 層（遮断物を含む）からなる窓ガラスの，

総合透過率߬ଵଶ⋯௝，総合反射率ߩଵଶ⋯௝，j 層の総合吸収率ߙଵଶ⋯ఫ̅，i 層の総合吸収率ߙଵଶ⋯ప⋯̅௝，第 1 層の

総合吸収率ߙଵഥଶ⋯௝）の一般式を示す。窓面の日射透過率，吸収率は，ガラスと日射遮蔽物の間で繰

り返される透過，吸収，反射を考慮して，最終的に透過・吸収される見かけの値（無限級数の和）

で与える（図 2.22 参照）。 

 

߬ଵଶ⋯௝ ൌ
߬ଵଶ⋯௝ିଵ ௝߬

1 െ ௝ߩ௝ିଵ⋯ଶଵߩ
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1 െ ௜ାଵ⋯௝ߩ௜ߩ ی
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(2.21) 

dx

i

j

dy

熱流

水分流

対流

放射
i,j i+1,j

i,j-1

i,j+1

i-1,j
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ଵഥଶ⋯ఫ̅ߙ ൌ ௜ߙ ቆ1 ൅
߬ଵߩଶଷ⋯௝

1 െ ଶଷ⋯௝ߩଵߩ
ቇ (2.22) 

 

窓面にブラインドのある場合は，スラットの幅・間隔，スラット両面の日射吸収率に応じて，

直達日射・拡散日射・地表面反射日射のそれぞれに対する見かけの透過率と吸収率を求め，ブラ

インドも窓を構成する層として式(2.19)～式(2.22)に代入する 14)。なお，空気層（ガラス間）の伝

導と対流による熱移動 qcは，ISO 10292 規格に準じた無次元整理式を用いて計算する。 

 

௖ݍ ൌ ௖ሺߙ ଵܶ െ ଶܶሻ (2.23) 

௖ߙ ൌ ݑܰ
ߣ
ݏ
ൌ 0.035ሺݎܩ ∙ ሻ଴.ଷ଼ݎܲ

ߣ
ݏ
 (2.24) 

ݎܩ ൌ
ଶߩܶ∆ଷݏ9.81

௠ܶߟଶ
, ݎܲ ≡ 0.71 (2.25) 

 

 

図 2.22 窓面の透過日射 

 

  

1 2……i……j-2 j-1     j
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3.2.2 測定値と計算値の比較 

前項の実験と同条件で計算を行い，その測定値と計算値を比較することにより数値シミュレー

ションの計算精度を確認する。図 2.23 に，壁体内部および両構造サッシの温湿度分布を示す。ま

た，図 2.24 に部位毎の測定値と計算値（括弧内）を示す。壁内部と窓サッシに対して 2 次元計算

することで，全体の温湿度分布を算出できる。また，部位毎の温湿度を比較してみると，アルミ

樹脂複合サッシおよび樹脂サッシいずれも，計算値と測定値の温湿度はよく一致している。 

 

 

 

  

温度 相対湿度 

（a）アルミ樹脂複合サッシ 

 

 

 

温度 相対湿度 

（b）樹脂サッシ 

 

図 2.23 壁体内部および両構造サッシの温湿度分布 
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（a）アルミ樹脂複合サッシ 

 

 
（b）アルミ樹脂複合サッシ 

 

図 2.24 測定値と計算値の比較  
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3.3 壁体内およびサッシの温湿度解析 

3.3.1 計算内容および条件 

窓および壁体の熱・水分移動を計算により，窓サッシ熱橋の壁体温湿度に及ぼす影響について

検討する。表 2.14 に，計算条件を示す。省エネルギー基準の第 II 地域～第 V 地域（盛岡，仙台，

東京，福岡）を対象として，数値シミュレーションによりアルミ樹脂複合サッシと樹脂サッシ（窓・

壁体の構成は図 2.20 と同じであるが，窓外枠を取付ける構造躯体側面は防湿していない）を使用

した北側外壁の内部温湿度（窓外枠と構造躯体の隙間）を比較する。なお，気象条件には各地域

の拡張アメダス気象データ（標準年）を使用した。室内条件として，温度は式(2.26)で与え，室内

湿度は 60%一定とした 11)。 

 

表 2.14 計算条件 

計算地域 II 地域～V 地域（盛岡，仙台，東京，福岡） 

試験体 
アルミ樹脂複合サッシ 

樹脂サッシ 

気象条件 拡張アメダス気象データ（標準年） 

室内条件 

・温度 

 ௥ܶ ൌ 4.5 cos
௥ܦሺߨ48 െ 212ሻ

8760
 

௥ܶ：室温[℃]，ܦ௥：1 月 1 日を起点とした延べ日数 

・相対湿度 

60%一定 

 

(2.26) 
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3.3.2 計算結果 

図 2.25 に，盛岡（II 地域）の内部温湿度（窓外枠と構造躯体の隙間）の年変動を示す。熱橋部

位の温度は 1 月と 2 月で最も低くなり，相対湿度は 2 月から 3 月にかけて高くなる。室内空気か

ら躯体への水分流は時間遅れのため，温度が低くなる冬季（11 月中旬）から徐々に熱橋部位は高

湿になる。 

図 2.26 に，II 地域～V 地域の内部温湿度の年間頻度分布を示す。樹脂サッシは，温度分布の範

囲が狭く 1 年を通して 0℃以下となる割合はほとんどない。一方，アルミ樹脂サッシは樹脂サッ

シより低温となり，-10～35℃の広い範囲で分布している。また，寒冷地域（II 地域）のアルミ樹

脂サッシの相対湿度は 100%となる頻度が 45%となるのに対して，樹脂サッシは 85%程度に抑え

られている。 

 

 

 

 

（a）温度 

 

 

 

（b）相対湿度 

図 2.25 寒冷地域（盛岡）の窓枠の熱橋部位の温湿度年変動  

-20

-10

0

10

20

30

40
室内空気 アルミ樹脂複合サッシ 樹脂サッシ 外気

温
度

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月1月

[℃
]

0

20

40

60

80

100

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

[％
] 室内空気 アルミ樹脂複合サッシ 樹脂サッシ 外気

相
対

湿
度



平成 25 年度 博士論文 

-48- 

 

   
（a）盛岡（II 地域） 

   
（b）仙台（III 地域） 

   
（c）東京（IV 地域） 

   
（d）福岡（V 地域） 

 

図 2.26 内部温湿度の年間頻度分布 
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図 2.27 に，各地域における 1 月～2 月の気温と内部温湿度（窓外枠と構造躯体の隙間）の時間

累積率を示す。気温の低い盛岡と仙台は内部温度も低く，両地域で 5℃以下になる割合はアルミ

樹脂複合サッシでは 95%，87%，樹脂サッシでは 78%，42%にもなる。両地域では内部湿度が高

くなり，特にアルミ樹脂複合サッシはほぼ飽和状態となる。樹脂サッシの内部湿度は RH90%以上

となるものの，飽和には至らずアルミ樹脂複合サッシに比べ低い。東京でもアルミ樹脂複合サッ

シはRH90%以上を示す割合が57%と高いのに対して，樹脂サッシはRH88%以下に保たれている。

福岡ではアルミ樹脂複合サッシでも概ね RH90%以下となるが，樹脂サッシは RH85%以下にさら

に低下している。 

 

 

 

（a）温度 （b）相対湿度 

図 2.27 冬季の内部温湿度の時間累積率 
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4. むすび 

 

本章では，建築外被および熱橋部位の結露性状と温湿度変動を解析するために，熱・水分複合

移動を考慮した温湿度解析ソフト「Hygrabe」を開発した。また，防露評価基準である国際基準の

「ISO 13788」と国内基準の「省エネルギー基準」の計算方法について整理し，Hygrabe およびこ

れら評価方法を使用して標準壁体（防湿シートあり / なし）の各地域における結露判定を行った。

さらに，2 次元熱・水分伝導を考慮した Hygrabe-2D による窓外枠の熱橋計算により，サッシ構造

の違い（アルミ樹脂複合サッシと樹脂サッシ）が壁体内部温湿度へ及ぼす影響について検討した。

得られた結果を以下に列記する。 

 

1) 冬季の表面結露を判定する場合，ISO 基準は露点温度を室内水蒸気圧の 1.25 倍と仮定してい

る。一方，省エネルギー基準は露点温度を 4.7℃と低く設定している。そのため， ISO 基準よ

り省エネルギー基準の方が室内湿度の設定条件が低く，結露判定を危険側（結露しない）に

見積もる。 

2) 内部結露は，ISO 基準では年間結露蓄積量により結露判定し，省エネルギー基準では壁体内部

境界の水蒸気圧により判定する。しかし，ISO 基準は室内発湿を設定する際に外気温度を基準

としており，外気温度が 20℃以上になる蒸暑地域には不向きなこと，結露しても年間を通し

て蒸発すれば許容されることから，壁体内部のカビの発生および躯体の耐久性能などを考慮

すると危険な判定となる場合がある。省エネルギー基準は，定常計算で結露しない場合でも

非定常計算すると結露する場合がある。また，現行基準では除外されている夏季の判定を旧

基準により評価すると，壁体仕様により夏季に内部結露する場合がある。 

3) ISO 13788 および省エネルギー基準は 1 次元定常計算に基づいており，熱橋部位の結露や躯体

材料の非定常な熱・水分移動（温度上昇による材料からの放湿）が原因となる夏季内部結露

の計算には対応していない。したがって，躯体材料の吸放熱と吸放湿を考慮した Hygrabe に

よる非定常計算することで，年間を通した実際的な防露評価ができることを明らかにした。 

4) 熱・水分複合移動モデル P-model を使用して，建築外被の温湿度解析ソフト Hygrabe-2D を開

発した。窓と熱橋部位，壁体などの温湿度分布を精度よく計算でき，建築外被の各仕様に応

じた防露評価および温湿度を非定常に計算できることを示した。 

5) 既存の評価基準では防露判定できない熱橋部位について，Hygrabe-2D により窓外枠と壁体の

温湿度を解析した。その結果，サッシと構造躯体の間での温度低下や高湿化により湿害の危

険性があることを明らかにした。また，サッシ構造の違いについても検討し，アルミ樹脂複

合サッシは樹脂サッシより内部温度が著しく低下すること，相対湿度が寒冷地域では 90%を

超えることなどを明示した。樹脂サッシは温暖地域においては常に低湿になり，寒冷地域で

も高湿化を抑制した。 
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記号 

 

ܿ௟௪ ：相変化時の比熱 [J/(kg·K)] 

 空気の容積比熱 [J/(m3･K)]： ߛܿ

 材料の比熱 [J/(kg·K)]： ܥ

௥ ：1ܦ 月 1 日を起点とした延べ日数 [日] 

݃ ：重力加速度 [=9.8m/s2] 

݃௖ ：結露量あるいは蒸発量 [g] 

௜݃௡，݃௢௨௧ ：流入，流出する水分量 [g] 

 [ - ] グラスホフ（Grashof）数： ݎܩ

݄௢,௪ೖ೒ ：基準エンタルピー [J/kg] 

݆௟௪ ：相変化時の比重 [kg/m3] 

݊௩ ：境界面の内向き法線ベクトル [ - ] 

 [ - ] ヌセルト（Nusselt）数： ݑܰ

 空隙内の圧力 [Pa]： ݌

 ௕ ：壁内水蒸気圧 [Pa]݌

 ௖ ：毛管吸引力 [Pa]݌

 ௘ ：外側水蒸気圧 [Pa]݌

 ௜ ：室内水蒸気圧 [Pa]݌

௢ ：基準圧力 [1݌ 気圧 (=1.01325×105Pa) ] 

௦ ：温度T݌ の飽和水蒸気圧 [Pa] 

 ௪ ：湿り空気の水蒸気圧 [Pa]݌

 [ - ] プラントル（Prandtle）数： ݎܲ

 ௦ ：放射受熱量 [W]ݍ

 ௖ ：細孔半径 [m]ݎ

 ௩ ：相変化熱（気相水分と液相水分のエンタルピー差） [J/kg]ݎ

ܴ௦௜ ：熱伝達抵抗 [(m2·K)/W] 

ܴ௪ೖ೒ ：単位重量当たりの気体定数 [=461.50 J/(kg･K)] 

s ：空気層厚 [m] 

 ௢,௪ೖ೒ ：基準エントロピー [J/(kg･K)]ݏ

ௗ,௖ݏ
ᇱ  ：境界と境界の相当透湿抵抗 [m2·s·Pa/g] 

்,ௗݏ
ᇱ  ：壁体全体の相当透湿抵抗 [m2·s·Pa/g] 

ܵ ：面積 [m2] 

t ：時間 [s] 

ܶ ：絶対温度 [K] 

௔ܶ ：空気温度 [K] 

௘ܶ ：外気温度 [K] 

௜ܶ ：室内温度 [K] 
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mT  ：2 面のガラス平均温度 [K] 

௢ܶ ：基準温度 [摂氏 0℃ (=273.15K) ] 

௥ܶ ：室温 [K] 

௦ܶ ：境界面の温度 [K] 

௦ܶ௜,௠௜௡ ：許容最低表面温度 [K] 

ଵܶ, ଶܶ ：ガラス温度 [K] 

∆ܶ ：2 面のガラス温度差 [K] 

U ：熱貫流率 [W/(m2·K)] 

௩ܸ௢௟ ：空気層の容積 [m3] 

௩ܸ௘௡ ：空気層と外気の通気量 [m3/s] 

௪ܸതതത ：モル体積を水の分子量で除した値 [m3/kg] 

Z ：基準位置からの高さ [m] 

 ௖ ：温度差に対する対流熱伝達率 [W/(m2·K)]ߙ

ఓᇱߙ  ：水分ポテンシャル差に対する水分伝達率 [kg/(m2·s·(J/kg))] 

 ௦௧ ：液水の表面張力 [J/m2]ߛ

 ௪ ：湿り空気中の水蒸気密度 [kg/m3]ߛ

 ௢ ：空気中の水蒸気拡散係数 [m2/s]ߜ

 粘性係数 [kg·s/m2]： ߟ

 熱伝導率 [W/(m·K)]： ߣ

௚ᇱߣ  ：水分ポテンシャル勾配に対する気相水分伝導率 [kg/(m·s·(J/kg))] 

௟ߣ
ᇱ ：水分ポテンシャル勾配に対する液相水分伝導率 [kg/(m·s·(J/kg))] 

 不飽和水分ポテンシャル [J/kg]： ߤ

 ௪ ：水分ポテンシャル [J/kg]ߤ

௪௢ߤ  ：飽和水分ポテンシャル [J/kg] 

 ௪,௔ ：空気の水分ポテンシャル [J/kg]ߤ

 ௪,௦ ：境界面の水分ポテンシャル [J/kg]ߤ

 比重 [kg/m3]： ߩ

 ௟௪ ：液相水分の比重 [kg/m3]ߩ

߶ ：含水率 [m3/m3] 

߲߶ ⁄ߤ߲  ：水分容量 [m3/(m3·J/kg)] 

微分演算子（ൌ： ׏ ߲ ⁄ݔ߲ ൅ ߲ ⁄ݕ߲ ൅ ߲ ⁄ݖ߲ ） [ - ] 
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注釈 

 

注1) 室内湿度は，用途別（居住者数，居間，台所など）に定められている水蒸気量を加算して

1.1 倍したものを使用する。 

注2) 室内と壁体内表面の水蒸気圧は等しいと仮定して，式(2.27)より許容飽和水蒸気圧を計算す

る。 

௦௔௧݌ ൌ  ௜/0.8 (2.27)݌

ここで，݌௦௔௧は許容飽和水蒸気圧，݌௜は室内水蒸気圧である。 

注3) 壁体内外表面の水蒸気圧は，室内および外気の水蒸気圧݌௜，݌௘と等しいと仮定する。 

注4) 水蒸気圧が飽和水蒸気圧より高い場合（結露）は，水蒸気圧は飽和水蒸気圧と等しいと仮定

する。 

௕݌ ൌ  ௕,௦௔௧݌

注5) 結露量より蒸発量が多い場合，結露蓄積量は 0 [kg/m2]とする。 
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第 3 章 建築全体の熱・水分・空気複合移動解析と温湿度環境評価 

 

1. はじめに 

 

建築施工技術や空調機器効率の向上により，最近の住宅は室内熱環境の改善および暖冷房負荷

の低減を目指して断熱気密化されている。また，次世代省エネルギー基準および住宅性能表示制

度の施行，ならびに温室効果ガス排出量の削減を目的とした京都議定書の発効により，住宅の断

熱気密は省エネルギー対策としてますます促進されている。しかし，暖房時に室内は乾燥しがち

で，目・鼻腔・咽喉の乾燥，インフルエンザウイルスの繁殖，アレルギー症状（アトピー性皮膚

炎等）など，低湿環境に起因する健康障害が報告されている 1)。住宅室内は冬季暖房時には乾燥

し，夏季には高湿化することが頻繁であるにも係わらず，住宅を対象とした室内温湿度の指針は

ない。一方で，商業用施設やオフィス等の特定建築物を対象とした建築物環境衛生管理基準 2)で

は，室内温湿度を 17℃～28℃，40%～70%に規定している。 

本章では，建築全体の熱・水分・空気の複合移動を考慮した熱環境解析ソフト THERB を開発

する。THERB は，建築躯体の吸放湿計算が可能であり，実現象に即した室内温湿度を再現できる。

本検討では，赤松などの木材を内装材に使用した住宅を例に，その温湿度特性（蓄熱・調湿）を

利用して室内の恒温恒湿性能を高めた断熱気密住宅の居住環境について解析する。まず，湿度応

答法と温度応答法を用いて木材（赤松）の吸放湿性能について試験する。次に，戸建住宅の実測

調査および数値シミュレーションにより，内装材として赤松や石膏ボードを使用した断熱気密住

宅の室内温湿度環境および温熱環境について検討する。 

 

 

 

図 3.1 壁体の吸放湿 
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2. 吸放湿性能試験 

 

湿度応答法（JIS A 1470-1）と温度応答法（JIS A 1470-2）に則り，厚板赤松の吸放湿性能試験を

行う 3), 4)。 

 

2.1 試験方法 

図 3.2 と図 3.3 に，湿度応答法の試験概要と環境試験室の温湿度条件を示す。湿度応答法は，風

防を設けた環境試験室に試験材料を暴露し，温度一定条件の下で湿度を周期的に変化させて，試

験材料の重量変化を測定することで湿度励振に対する吸放湿性能（単位面積当たりの 3・6・12 時

間の吸湿量注 1））を評価する方法である。JIS A 1470-1 は，相対湿度を基準にして 3 つの励振条件

（低湿域 30%～55%，中湿域 50%～75%，高湿域 70%～95%）を規定しているが，ここでは常湿

条件を想定して中湿域で試験を行った。環境試験室の温度は 23.0℃一定である。相対湿度を 12 時

間毎に 50%と 75%にステップ変化させ，試験材料の重量を電子天秤により測定した。試験材料の

寸法は，縦 250mm×横 250mm×厚 30mm である。試験材料は側面と裏面をアルミ箔で断湿し，試

験開始前に恒量となるまで養生している。 

図 3.4 と図 3.5 に，温度応答法の試験概要と環境試験室および模型箱の温湿度条件を示す。温度

応答法は，断湿された模型箱の中に試験材料を設置し，模型箱周囲（環境試験室）の温度を周期

的に変化させることで模型箱に温度励振を与え，模型箱内の容積絶対湿度の変化を測定して温度

励振に対する試験材料の吸放湿性能（容積絶対湿度と温度の変化量の割合から算出される温度応

答吸放湿量注 2））を評価する方法である。模型箱は内径 300mm×300mm×300mm のアルミ製で，

気密・断湿された構造である。試験材料を設置する床部位のみフォームポリスチレン 100mm（ア

ルミ箔仕上げ）で断熱されている。試験材料の寸法は，縦 100mm×横 100mm×厚 30mm である。

試験材料は側面と裏面をアルミ箔で断湿し，試験開始前に模型箱内および試験材料が恒量となる

まで養生している。環境試験室の温度は，24 時間を 1 サイクルとして，正弦波で 22.5℃を中心に

15℃の振幅で変動させる。4 サイクル目の測定値を結果として用いる。 
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図 3.2 湿度応答法の試験概要 図 3.3 湿度応答法の試験条件 

 

 

 

 

 

     

図 3.4 温度応答法の試験概要 図 3.5 温度応答法の試験条件 
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2.2 試験結果 

図 3.6と表 3.1に，湿度応答法の測定結果（環境試験室の温湿度および厚板赤松の吸放湿量）

を示す。温度 23.0℃，相対湿度 50%で恒量となるまで養生し，湿度のみ 12 時間毎に 50%RH と

75%RH にステップ変化させた。吸湿量に比べ放湿量が少ないため厚板赤松の保水量は徐々に増加

している。50%RH から 75%RH にステップ変化したときの 3，6，12 時間の吸湿量は順に 8.3～

10.1g/m2，10.5～13.6g/m2，15.8～18.7g/m2 で，調湿性能評価基準では等級 1 未満となる。 

図 3.7 と表 3.2 に，温度応答法の測定結果（模型箱内の温湿度および温度応答吸放湿量「m 値」）

を示す。模型箱を開放して温度 22.5℃，相対湿度 50%で試験材料が恒量となるまで養生し，その

後に模型箱を密閉して温度のみ 24 時間サイクルで変動させた。4 サイクル目における各時刻（1

分間隔）の温度ߠ℃，容積絶対湿度ߥ	g/m3と，それらの日平均値̅ߥ̅，℃ߠ	g/mଷとの差（絶対値）の

日積算は，それぞれ 653.80℃，218.20 g/m3 である。これらの比を材料面積で除して，さらに模型

箱の容積を掛けたm値は 0.90 g/(m2･℃)であり，調湿性能評価基準では等級 3となる。厚板赤松は，

温度変化に対する調湿性能に優れることが分かる。 

 

 

 

 

図 3.6 湿度応答法の境界条件および測定結果 

 

 

表 3.1 湿度応答法による厚板赤松の吸放湿量（g/m2） 

 1 日目 2 日目 3 日目 4 日目 

吸湿量 15.776 18.672 17.216 17.680 

放湿量 15.120 13.504 15.232 14.688 

残留水分量 0.656 5.168 1.984 2.992 
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図 3.7 温度応答法の境界条件および測定結果 

 

 

表 3.2 温度応答法による厚板赤松の吸放湿量 

試料 

平均値 
෍หߠ െ ݒ|ห ෍ߠ̅ െ  |ݒ̅

温度応答 

吸放湿量* 温度 容積絶対湿度 

℃ g/m3 ℃ g/m3  g/ሺmଶ ∙ Ԩ) 

赤松 22.44 9.93 653.80 218.20 0.90 

*m 値 温度応答吸放湿量 

  

10

15
20

25

30

35

0

20
40

60

80

100

1日目 2日目 3日目 4日目

4
6
8

10
12
14
16

0 6 12 18 0 6 12 18 0 6 12 18 0 6 12 18 0
4
6
8

10
12
14
16

環境試験室

10

模型箱

温
度

[ ℃
]

相
対

湿
度

[%
]

容
積

絶
対

湿
度

  
  

  
[g

/m
3
]



平成 25 年度 博士論文 

-60- 

3. 戸建住宅の室内環境評価 

 

3.1 住宅概要および測定内容 

兵庫県明石市に建設された戸建住宅（夫妻と幼児 2 人が生活）と加古川市に建設された戸建モ

デルハウスの温湿度環境について，それぞれ 2008 年 7 月と 2008 年 9 月から 2009 年 10 月まで実

測調査した。写真 3.1 と写真 3.2 に，実測住宅の外観と内観を示す。また，図 3.8 と図 3.9 および

表 3.3 に，各棟の平面図と建物仕様を示す。以下では，明石市の住宅を A 棟，加古川市の住宅を

B 棟と称す。両棟はいずれも外断熱工法と基礎断熱工法を採用し，次世代省エネルギー基準に準

拠している。窓は，A 棟は樹脂製サッシの Low-E 複層ガラス，B 棟は樹脂製サッシの Low-E トリ

プルガラス（2 面 Low-E 膜）である。室内の恒温性と恒湿性を考慮して，内装はほぼ全面を赤松

（壁・屋根：30mm 厚，床：30mm 厚の 2 枚重ね）で仕上げている。また，吹抜けおよび階段スペ

ースによる 1 階と 2 階間の空気循環により，建物内の温湿度を均一化している。なお，換気方式

は，A 棟は第 1 種機械換気（外気は床下を経由して室内に給気される），B 棟は第 3 種機械換気（外

気は室内に直接給気される）である。両棟とも，ルームエアコンと蓄熱型暖房機を備えている。

A 棟は昼間も主婦 1 人と幼児 2 人が在室し，日常的な生活にともなう発熱・発湿がある（洗濯物

の室内干しは行わない）。B 棟はモデルハウスのため常時の在室者はいない。両棟ともに加湿器や

除湿器はなく，室内を 24 時間換気している。 

 

 
（a）A 棟（南側）        （a）A 棟（1 階 LDK） 

  
（b）B 棟（北東側）    （b）B 棟（2 階フリースペース） 

写真 3.1 実測住宅の外観       写真 3.2 実測住宅の内観  
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（a）1 階           （b）2 階 

図 3.8 A 棟の平面図 

 

（a）1 階            （b）2 階 

図 3.9 B 棟の平面図  
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表 3.4 に測定期間を示す。A 棟は 2008 年 7 月 14 日から，B 棟は 2008 年 9 月 13 日から測定開始

した。以下の解析では，空調機器の使用および気象条件の違いにより，中間季（空調なし），梅雨

季（降雨の多い期間），夏季（冷房あり），冬季（暖房あり）に分けている。気象観測機，温湿度

レコーダー，熱電対を使用して，各棟において外界気象（外気温湿度，日射量，風向・風速），LDK，

主寝室，洋間，ロフトの空気温湿度（中央床上 1.2m），吹抜けの空気温湿度（1 階床上 3.2m）な

どを測定している。 

 

表 3.3 実測住宅の建築仕様 

 A 棟 B 棟 

所在地 

兵庫県明石市 

北緯  34°42′ 

東経 134°52′ 

兵庫県加古川市 

北緯  34°75′ 

東経 134°87′ 

規模 

木造 2 階建て 木造 2 階建て 

敷地面積 

1 階床面積 

2 階床面積 

延床面積 

：151.01m2 

： 56.19m2 

： 50.50m2 

：106.68m2 

敷地面積 

1 階床面積 

2 階床面積 

延床面積 

：216.98m2 

： 58.00m2 

： 49.50m2 

：112.00m2 

構法 木造軸組 

断熱・遮熱 

外壁・屋根：外断熱 

基礎：基礎断熱工法 

窓：Low-e 複層ガラス 

外壁・屋根：外断熱 

基礎：基礎断熱工法 

窓：Low-e トリプル 

ガラス（2 面 Low-E 幕） 

内装仕様 赤松（壁 30mm，床・天井 60mm） 

換気設備 
第 1 種換気 

24 時間換気システム 

第 3 種換気 

24 時間換気システム 

熱損失係数 2.381 W/(m2·K) 1.988 W/(m2·K) 

相当隙間 

面積 
3.0 cm2／m2 3.0 cm2／m2 

 

表 3.4 測定期間 

 A 棟 B 棟 

中間季 

（空調なし） 

2008 年 09 月 15 日～11 月 30 日 

2009 年 04 月 01 日～06 月 19 日 

梅雨季 

（空調なし） 
2009 年 06 月 20 日～08 月 02 日 

夏季 

（間欠冷房） 

2008 年 07 月 14 日～09 月 14 日 

2009 年 08 月 03 日～09 月 18 日 

2009 年 08 月 03 日～0 

9 月 18 日 

冬季 

（終日暖房） 
2008 年 12 月 01 日～2009 年 03 月 31 日 
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3.2 実測結果 

3.2.1 通年に亘る温湿度変動 

図 3.10 に，測定開始（2008 年 7 月）から測定終了（2009 年 10 月）までの外気および A 棟と B

棟における 1 階 LDK と 2 階主寝室の温湿度の経年変化を示す。両棟の温湿度は，外気に比べ日較

差が小さく緩やかに変動している。特に，外気相対湿度は 30%～100%の広い範囲に分布している

のに対し，両棟の相対湿度はいずれも中湿域に分布している。なお，生活行為にともなう内部発

湿の違いから，絶対湿度は A 棟（居住者あり）の方が B 棟（居住者なし）より高いことが多い。

両棟の差は，特に主寝室において 7 月～8 月に顕著で，外気と比較して A 棟は高い値となるのに

対して B 棟は低い値である。ただし，両棟の相対湿度は，年間に亘りそれぞれ 40%～70%，45%

～75%の範囲を推移している。一方，両棟の室内温度は，それぞれ 16℃～32℃と 16℃～30℃の範

囲に分布している。 

 

 
（a）LDK 

 
（b）主寝室 

図 3.10 室内温湿度の経年変化  
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図 3.11 と図 3.12 に，両棟の 1 階（LDK）と 2 階（A 棟は主寝室とロフト，B 棟は主寝室と洋間）

の日平均温度の相関図を示す。両棟ともに，室間の温度分布はあまり見られない。 

 

 

 
図 3.11 A 棟の LDK と主寝室およびロフトの室温の相関 

 
 

 
図 3.12 B 棟の LDK と主寝室および洋間の室温の相関 
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図 3.13 に，通年に亘る LDK の温湿度分布を示す。ASHRAE555)の温熱快適域の範囲注 3)に A 棟

と B 棟の温湿度が含まれる割合はそれぞれ 26.3%，36.8%である。一方，商業用施設やオフィス等

を対象とした建築物環境衛生管理基準の範囲（温度 17℃～28℃，相対湿度 40%～70%）には，人

が生活している A 棟は約 65%，居住者がいない B 棟は約 89%が含まれており，親自然型 6)まで範

囲を広げた場合はほとんどの場合で許容されている。室内相対湿度は，最高で約 70%，最低で約

40%となり，夏季の高湿化や冬季の過乾燥については木材の調湿性能により抑制されていると考

えられる。 

 

 

 

（a）A 棟 

 

（b）B 棟 

図 3.13  通年に亘る LDK の温湿度分布  
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3.2.2 梅雨季・夏季の高湿化の抑制 

図 3.14 に，梅雨季における A 棟と B 棟の室内温湿度の経時変化（2009 年 7 月 20 日から 3 日間）

を示す。また，図 3.15 および図 3.16 に，室内相対湿度と絶対湿度の時間累積率（2009 年 6 月 20

日から 8 月 2 日）を示す。室内温湿度は外気に比べて緩やかに変動しており，特に温度と相対湿

度には日較差がほとんど見られない。なお，A 棟と B 棟の絶対湿度を比較すると，生活にともな

う発湿の有無の違いのため A 棟の方が B 棟より高い値となり変動が著しいが，相対湿度は両棟と

も季間を通してほぼ 60%～70%の範囲に分布している。厚板赤松（内装材）の調湿により，梅雨

季でも室内の高湿化が抑制され，快適な湿度範囲に制御されている。 

A 棟は，夏季には 1 階（LDK）と 2 階（オープン納戸）に設置された空調機で間欠冷房してい

る。主に，昼間は 1 階，夜間は 2 階の空調機を使用している。B 棟は，2 階（階段室上部）に設置

された空調機で全館間欠空調を行っている。 

図 3.17 に，夏季における A 棟と B 棟の室内温湿度の経時変化（A 棟は 2008 年 8 月 20 日，B 棟

は 2009 年 8 月 31 日からそれぞれ 3 日間）を示す。また，図 3.18 および図 3.19 に，室内相対湿度

と絶対湿度の時間累積率（A 棟は 2008 年 7 月 14 日から 9 月 14 日，B 棟は 2009 年 8 月 3 日から 9

月 18 日）を示す。人が生活している A 棟は，モデルハウスの B 棟と比較すると湿度変動が大き

いが，それでも相対湿度は 50%～65%の中湿域に分布している。A 棟は，空調した時間には除湿

されて湿度低下しているが，空調していない時間でも高湿になることはない。なお，A 棟主寝室

は，就寝時の発湿のため他室より高湿となるものの相対湿度は 70%以下に抑えられている。冷房

除湿と厚板赤松（内装材）の調湿により，夏季でも室内の高湿化が抑制されている。 
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（a）A 棟 

 

 

（b）B 棟 

図 3.14 梅雨季の室内温湿度の経時変化 
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（a）A 棟 （b）B 棟 

図 3.15 梅雨季の室内相対湿度の時間累積率 

 

 

  

（a）A 棟 （b）B 棟 

図 3.16 梅雨季の室内絶対湿度の時間累積率 
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（a）A 棟 

 

 

（b）B 棟 

図 3.17 夏季の室内温湿度の経時変化 
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（a）A 棟 （b）B 棟 

図 3.18 夏季の室内相対湿度の時間累積率 

  
（a）A 棟 （b）B 棟 

図 3.19 夏季の室内絶対湿度の時間累積率 

 

 

3.2.3 冬季暖房時の過乾燥の緩和 

冬季は，両棟とも 1 階（LDK）に設置された蓄熱型暖房機を用いて終日全館暖房している。な

お，A 棟では蓄熱型暖房機に加えて，1 階の空調機（ルームエアコン）も補助暖房機として併用

している。 

図 3.20 に，冬季における A 棟と B 棟の室内温湿度の経時変化（2008 年 12 月 29 日から 3 日間）

を示す。また，図 3.21 および図 3.22 に，室内相対湿度と絶対湿度の時間累積率（2008 年 12 月 1

日から 2009 年 3 月 31 日）を示す。室内相対湿度は，暖房している LDK は他室より低いものの，

両棟とも快適な湿度環境にある。A 棟は 45%～60%，B 棟は 40%～50%の中湿域に維持され，終

日暖房にも拘らず過乾燥が緩和されている。なお，両棟とも絶対湿度にはほとんど室間分布が見

られない。  
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（a）A 棟 

 

 

（b）B 棟 

図 3.20 冬季の室内温湿度の経時変化 
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（a）A 棟 （b）B 棟 

図 3.21 冬季の室内相対湿度の時間累積率 

 

 

  

（a）A 棟 （b）B 棟 

図 3.22 冬季の室内絶対湿度の時間累積率 
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4. 数値シミュレーションの計算精度 

 

4.1 数値シミュレーションソフト THERB 

THERB（Simulation software of the hygrothermal environment of the residential buildings）は，多数

室を対象とした温湿度（空気温湿度と躯体温湿度）・体感指標（PMV，SET*など）・熱負荷の動的

計算ソフト 7)であり，躯体の伝導と対流計算には，熱・水分移動複合移動モデル「P-model」8), 9)

を適用している注 4)。THERB はマルチゾーンモデルであり，室（空間）は建物の入力モデルに応

じて居室（小屋裏，床下，階間懐，階段室を含む）あるいは空気層（並行平板に挟まれたスペー

ス）として任意に分割できる。 

THERB の特徴を以下に列記する。 

1. 躯体を含む建築全体の熱・水分・空気移動の連成計算 

2. 温湿度および PMV による空調制御 

3. 対流による熱・水分伝達の時変性 

4. 無次元整理式を用いた部位ごとの熱・水分伝達率（自然・強制対流）の計算 

5. 内外表面における厳密な日照・日影部位の幾何学計算 

6. Multi-layer window model による窓面透過日射量の計算 

7. 室内表面における透過日射量の多重反射 

8. 放射熱伝達の非線形性 

9. 室内表面間の長波放射熱授受 

10. Network airflow model による自然・強制換気の計算 

なお，躯体の熱・水分伝導については，熱・水分複合移動モデル P-model を採用して 1 次元流

れを考慮している（計算方法については第 2 章 2.1.2 を参照）。 

 
図 3.23 建築の熱・水分・空気の複合移動  
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4.1.1 空間の熱・水分収支 

図 3.24 に，空間の熱・水分収支の概念図を示す。室内温湿度は，躯体内部の熱・水分伝導，対

流による熱・水分伝達，換気による熱・水分移動，室内の発熱・発湿を連成させた室空間の熱・

水分収支から求められる。 

 

 

図 3.24 空間の熱・水分収支 

 

式(3.1)，式(3.2)に，室の熱・水分収支式を示す。 

・熱収支 

௩ܸ௢௟ ∙ തതതߛܿ
݀ܶ
ݐ݀

ൌ෍ ௝ܵ ∙ ௖,௝൫ߙ ௦ܶ,௝ െ ܶ൯
௝

൅ ௩ܸ௘௡ ∙ ሺߛܿ ௢ܶ െ ܶሻ ൅  ௛ (3.1)ݍ

 

・水分収支 

௩ܸ௢௟
௪,௔ߛ݀ ∙ ߤ

ݐ݀
ൌ෍ ௝ܵ ∙ ௪,௝ߤᇱఓ,௝൫ߙ െ ௪,௔൯ߤ

௝

൅ ௩ܸ௘௡൫ߛ௪,௢ ∙ ∗௢ߤ െ ௪,௔ߛ ∙ ௔൯ߤ ൅  ௪ (3.2)ݍ

 

室内湿度はデフォルトでは P-model による壁体の吸放湿計算と連成しているが，換気のみ考慮

した簡易計算（壁体の水分容量を室空気に加算して吸放湿の影響を近似）も可能である。室内湿

度は式(3.2)の水分収支から求められる。瞬時一様拡散を仮定して，対流による熱・水分伝達（右

辺第 1 項），換気による熱・水分移動（右辺第 2 項）から成る。簡易計算では，式(3.2)の右辺第 1

項を無視する。家具等の吸放湿を勘案する場合は，ߛ௪,௔に仮想の水分容量を加算する。 
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4.1.2 建築各部位の対流熱伝達率 

THERB では，表 3.5 に示すような建築各部位における対流熱伝達率の無次元整理式 10)により，

計算ステップ毎に建築各部位（内外表面と空気層の各部位）の対流熱伝達率を推定している。強

制対流熱伝達率の計算に必要な主流速度は，外表面については外界の風向・風速から計算し，内

表面（窓を開けた状態）については通気流量を対象室の等価面積で除した値で代表する方法が考

えられる。自然対流熱伝達率については，内表面（窓を閉めた状態）を対象として鉛直面と水平

面に分けて算出できる。対流熱伝達率は，ヌセルト数 Nu から式(3.3)により求められる。なお，水

分伝達率は熱伝達と物質伝達のアナロジから導かれる。 

௖ߙ ൌ
ݑܰ ∙ ߣ
݈

 (3.3) 

 

水分伝達率ߙ௖ᇱは，熱伝達と物質伝達のアナロジ（ルイスの関係）から次式で求められる。 

ఓᇱߙ ൌ 9.7 ൈ 10ିଵଵ ∙  ௖ (3.4)ߙ

 

表 3.5 建築各部位における対流熱伝達の無次元整理式 

部位 無次元数 

外表面 Nu=0.037Re0.8Pr1/3 

内表面（鉛直） 
Nu=0.241（Gri･Pr）0.4 

Gri=gβΔTal
3/ν2 

内表面（水平） 

Nu=C･Raf
m 

Raf= Gri･Pr 

f=（Ts+T∞）/2 

上向き熱流 C=0.58， m=1/5 

下向き熱流 
C=0.54， m=1/4（Raf : 2E4～8E6） 

C=0.15，m=1/3 （Raf : 8E6～1E11） 

空気層（通気） Nu=0.023Re0.8Pr0.4 

空気層（密閉） 
Nu=0.035（Grc･Pr）0.38 

Grc= gΔTsl
3/Tmν

2 
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4.1.3 放射熱伝達率 

長波放射熱伝達は，建物外表面については夜間放射量および外気温度を用いる標準的な方法で

あるが，地盤温度計算と連成させて地表面との相互放射も計算できる。建物内表面については一

般的な方法（放射熱伝達率を用いた室内空気と壁表面，あるいは単純な壁表面間相互の熱授受）

ではなく，長波吸収係数 11)（ある室内表面からの放射熱が多重反射により最終的に他の室内表面

に吸収される割合）を使用して計算される（図 3.25 参照）。また，空気層については並行平板間

の相互放射熱伝達を仮定している。放射熱伝達を壁表面間相互の熱授受として計算するので，室

温および設定温度は空気温度（対流熱伝達，換気による熱損失，内部発熱に依存する）を意味す

る。 

 
図 3.25 長波放射の室内多重反射 

 

4.1.4 日射熱取得 

入射日射量は，直達日射と拡散日射（地表面反射日射を含む）に分けてそれぞれ方位別・部位別に

計算する。直達日射については，壁面の分割部位（建物入力モデルに依存）と窓面のそれぞれで庇・

軒・袖壁による日影面積を計算し，各部位への実際の入射日射量を求める（図 3.26 参照）。拡散日射に

ついては，デフォルト設定では一般的な Isotropic モデル（拡散日射量は各方位いずれも等しいと仮定）

を使用するが，Anisotropic モデル（太陽位置を基準にして拡散日射量の分布を方位別に計算する Perez

のモデル）を使用することも可能である。いずれの拡散モデルを使用しても，分割部位別に庇・軒・

袖壁の影響が考慮される。 

 

図 3.26 庇・軒・袖壁による日影と入射日射 
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窓面の日射透過率と吸収率は，入射角度とガラス厚に依存してガラスと日射遮蔽物の間の多重反射

（複層ガラスの場合はガラス間の多重反射を含む）を計算し（図 3.27 参照），最終的に透過・吸収され

る見かけの値が使用される 12)。窓面からの透過日射による室内表面各部位の受熱量は，直達日射と拡

散日射のそれぞれについて短波吸収係数（室内表面間の多重反射の結果として最終的に吸収される割

合）を用いて計算される。このとき，直達日射については室内表面の日照面（位置と面積）を計算し

（建物入力モデルの分割部位において日照面と日影面が混在するとき入射日射量は日照面積を基に分

割部位への一様な入射量として近似される），日照面からの反射日射は完全拡散光を仮定する。拡散日

射（地表面反射を含む）については窓面を光源とする完全拡散光を仮定する（図 3.28 参照）。 

 

図 3.27 多層窓ガラスの日射透過 

 

（a）直達日射 （b）拡散日射 

図 3.28 直達日射と拡散日射の室内多重反射 
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対流
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4.1.5 換気計算 

機械換気，風力換気，浮力換気（図 3.29 参照）による建物換気量（通気量）は，時間毎に一定

量を設定する方法と Network Airflow モデル（圧力差を基にした流量計算モデル）で計算する方法

がある。Network Airflow モデル（図 3.30 参照）は，連続の式と式(3.5)～式(3.7)に示す開口と隙間

流量の式に基づいている。 

෍ܳ௜

ூ

௜ୀଵ

ൌ 0 (3.5) 

ܳ௜ ൌ ௜ඨܣ௜ߙ
2
ߛ
|௜݌∆| ≡  ௜| (3.6)݌∆|௜ඥܣ௜ߙ1.29

ܳ௜ ൌ ௜݌∆௜ܮ௜ߙ
ଵ/௡ (3.7) 

݊ ≡ 1.5（1 から 2 の定数） 

 

また，独立した通気層については，無次元化したエネルギー方程式，運動方程式，連続の式よ

り，通気層の無次元長さと修正レイリー数の関数として無次元流量を導き，実際の通気量を算出

することも可能である。 

 

 

（a）機械換気 （b）風力換気 （c）浮力換気 

図 3.29 機械換気と自然換気 

 

 

（a）浮力換気 （b）自然換気または強制換気 

図 3.30 Network Air-flow モデル 
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4.1.6 計算のフロー 

図 3.31 に，THERB の計算フローを示す。入力データは，起動データ（入力・出力データのフ

ァイル名，緯度・経度，方位角，計算時間などの設定），壁体構成データ（1 次元壁体の材料構成

データ），面構成データ（座標 2 点から成る各要素の 2 次元データ），室構成データ（室の構成を

表す 3 次元データ），換気データ（外気導入や室間での相互換気の換気量の設定），スケジュール

データ（空調スケジュールや内部発熱・発湿の設定），気象データ（外界気象条件の設定）である。

スケジュールデータの内部発熱量と発湿量は，SCHEDULE Ver.2.014)を使用して生活に伴う居住者

の熱・水分発生量を算出して入力している。壁体構成データに壁や床，天井などの材料物性値（熱

伝導率，比熱，比重，水分伝導率，水分容量，日射吸収率，長波放射率，透湿抵抗など），面構成

データと室構成データに建築 3 次元モデル（x-y-z 座標），気象データに外界気象条件，換気デー

タとスケジュールデータに生活者のスケジュールを各条件に合わせて入力することにより，各種

仕様や建築システムに応じた計算が可能となる。 

内表面，躯体内部，外表面それぞれについて，対流および放射熱伝達率と水分伝達率，窓ガラ

スがある場合には日射透過率・吸収率，日照・日影計算などを計算し，各要素と空間の熱・水分

収支を求めている。 

 

 

 

図 3.31 計算のフロー  
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4.2 湿度応答法と温度応答法の数値計算 

吸放湿性能試験で行った湿度応答法と温度応答法について計算値と実測値を比較することで，

THERB の計算精度および厚板赤松の温湿度特性について検討する。計算に使用した入力条件は試

験条件と同じである。湿度応答法は，試験材料の周囲空気（環境試験室）を温度 23.0℃一定の下

で相対湿度のみ 12 時間毎に 50%と 75%にステップ変化させた。温度応答法は，断湿された模型箱

の中に試験材料を設置し（初期温湿度 22.5℃，50%），模型箱周囲（環境試験室）の温度を，24

時間を 1 サイクルとして正弦波で 22.5℃を中心に 15℃の振幅で周期的に変動させた。いずれの試

験も中湿域を対象とし，材料（厚板赤松）の周囲と裏面は断湿されているため，厚板赤松の熱・

水分複合移動は気相水分流のみを考慮した一次元計算とした。湿度応答法については，周囲空気

の湿度励振に対する厚板赤松の温湿度変化（吸放湿にともなう水分重量の変化）を計算した。温

度応答法については，周囲空気の温度励振に対する模型箱全体の温湿度（厚板赤松の温湿度を含

む）を計算した。表 3.6 と図 3.32 に，計算に用いた赤松および石膏ボードの温湿度物性値 13)を示

す。いずれの試験も中湿域を対象としているため，各物性値（比熱，比重，熱伝導率，水分容量，

水分伝導率）は一定とした。なお，密閉箱内表面の対流熱伝達率および水分伝達率は，それぞれ

0.4 W/(m2•K)～2.3 W/(m2•K)，3.9×10-11 kg/(m2•s•Pa)～2.2×10-10 kg/(m2•s•Pa)となる。 

 

 

表 3.6 温湿度に係わる物性値 

試料 
熱伝導率 

W/(m2·K) 

比熱 

J/(kg·K) 

比重 

kg/m3 

水分伝導率 

kg/(m·s·Pa) 

水分容量 

kJ/kg 

赤松 0.120 1880.0 420.0 1.19×10-10 3.06×10-4 

石膏ボード 0.241 870.0 700.0 2.13×10-11 3.34×10-5 

 

 

図 3.32 平衡含水率および水分容量（φ-μ関係） 
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図 3.33 と図 3.34 に，湿度応答法と温度応答法の計算値と実測値を示す。湿度応答法については

吸放湿にともなう厚板赤松の水分重量変化，温度応答法については模型箱内の空気温湿度を示す。

湿度応答法は放湿過程において計算値と実測値に誤差がみられる。計算に使用した物性値は文献

からの引用値であるため，この誤差は水分伝導率，水分容量（平衡含水率），吸放湿のヒステリシ

スなどに起因すると考えられる。しかし，4 日間の吸湿量の積算誤差は 6.7%，放湿量の積算誤差

は 8.2%であり，概ね計算値は実測値を捕捉している。一方，温度応答法については，計算値と実

測値はよく一致している。 

 

 

図 3.33 湿度応答法の計算値と測定値 

 

 

図 3.34 温度応答法の計算値と測定値 
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4.3 実測住宅の数値計算 

実測住宅 B 棟を対象として，室内温湿度の計算値と実測値を比較することにより，THERB の

計算精度について検証する。計算には 3 週間の助走期間を設け，計算開始時の外気温湿度を建築

各部の温湿度の初期値とした。図 3.35 に，計算対象日の外界気象条件（空調していない中間季 10

月 14 日～18 日）を示す。なお，計算に使用した気象データは，1 時間間隔の観測値である。 

図 3.36 に，室内温湿度（1 階 LDK と 2 階主寝室）の計算値（厚板赤松の吸放湿の有無による違

い）と実測値を示す。吸放湿を考慮した場合には，空気温度，相対湿度，絶対湿度のいずれも，

計算値は実測値とよく一致している。一方，吸放湿を考慮しない場合は，両者には特に相対湿度

と絶対湿度に大きな誤差が生じている。また，吸放湿の有無により空気温度にも違いがあり，吸

放湿を無視した場合には吸脱着熱が考慮されず誤差が大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.35 外界気象条件（10 月 14 日～18 日） 
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（a）吸放湿あり 

 

 

（b）吸放湿なし 

図 3.36 実測住宅の室内温湿度の計算値と測定値  
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5 数値シミュレーションによる室内環境評価 

 

5.1 建築モデルおよび条件 

実測住宅 B 棟を対象に，内装材を厚板赤松（壁・屋根は 30mm，床は 30mm の 2 枚重ね）ある

いは石膏ボード 9mm（床はフローリング 15mm+合板 12mm，室内側床表面は仮漆仕上げにより防

湿）にした場合の室内温湿度を計算し，内装材の蓄熱容量の違いや吸放湿の有無が室内の恒温性

と恒湿性に及ぼす影響ついて検討する。表 3.7 に，建築仕様および計算条件を示す。気象データ

には，明石市の拡張アメダス気象データ（標準年）を用いた。空調設定温湿度は，夏季 27℃・60%，

冬季 22℃（湿度は成り行き）とした。世帯構成は大人 2 人（会社員と主婦），子供 2 人（小学生 1

人，中学生 1 人）で，在室者スケジュールおよび室内の発熱量と発湿量は，スケジュール作成ソ

フト Schedule Ver.2.014)を用いて設定した。なお，家具等の吸放湿を勘案するため，室内空気に仮

想の水分容量 16.7 kg/(m3•kg/kg’)＝8.94×10-4 kg/(m3•J/kg)を付加した。 

 

 

 

表 3.7 建築仕様および計算条件 

建築仕様 木造戸建住宅（B 棟） 

断熱・遮熱 
外壁・屋根：外断熱 

窓：Low-e トリプルガラス 

内装材 

壁･天井･屋根：赤松 30mm，床：赤松 60mm 

または 

壁･天井：石膏 9mm，床：フローリング 15mm 

吸放湿計算 
あり 

なし 

計算期間 1 年間 

助走期間 3 ヶ月 

空調条

件 

夏季 

7 月～9 月 

終日冷房：27℃・60% 

（階段スペースから全館を空調） 

冬季 

12 月～3 月 

終日暖房：22℃・湿度成り行き 

（1 階 LDK から全館を空調） 

計算地域 Ⅳ地域（兵庫県明石市） 

気象条件 拡張アメダス気象データ（明石） 

換気量 0.5 回/ h 

スケジュール Schedule Ver.2.0 を使用して作成 

居住者 
大人 2 人（会社員と主婦）， 

子供 2 人（小学生と中学生） 

発熱量（平均値） 床面積当たり 266.7 kJ/(m2·day) 

発湿量（平均値） 床面積当たり 33.7 g/(m2·day) 
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5.2 室内温湿度 

5.2.1 通年に亘る温湿度変動 

図 3.37 に，LDK の室内温湿度の経年変化を示す。赤松仕様（吸放湿あり）の相対湿度は 50%

～70%の中湿域を通年に亘り推移している。一方，赤松仕様（吸放湿なし）および石膏仕様（以

下，石膏仕様は吸放湿あり・なしの両方）は暖房時に乾燥しがちで，相対湿度は 40％程度まで低

下している。また，外気が高湿となる梅雨季には，赤松仕様（吸放湿なし）と石膏仕様は 80%以

上になる日があるのに対し，赤松仕様（吸放湿あり）は 75%以下の範囲に保たれている。石膏仕

様では吸放湿の有無に関わらず絶対湿度および相対湿度の変動が大きいが，赤松仕様では吸放湿

の影響が著しく，吸放湿を考慮することで湿度変動が緩慢になる。室内温度は，熱容量の違いに

より赤松仕様の方が石膏仕様より緩やかに変動し，日較差が小さい。吸放湿を考慮した赤松仕様

は，石膏仕様に比べて室内温湿度の変動が小さく，蓄熱と調湿による恒温恒湿性が現れている。 

 

 

 

 

 

 

図 3.37 室内温湿度（LDK）の経年変化 
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5.2.2 梅雨季の高湿化の抑制 

図 3.38 および図 3.39 に，梅雨季の外界気象条件と室内温湿度（LDK）の経時変化（6 月 28 日

から 3 日間）を示す。また，図 3.40 に室内湿度の頻度分布（降雨量の多い 6 月 15 日から 6 月 30

日）を示す。蓄熱の影響により赤松仕様の方が石膏仕様に比べ室内温度の日較差が最大で約 1.0℃

小さくなる。また，赤松仕様（吸放湿あり）の相対湿度は，赤松仕様（吸放湿なし）および石膏

仕様に比べて緩やかに変動している。赤松仕様（吸放湿あり）は概ね 55%～75%の範囲，赤松仕

様（吸放湿なし）と石膏仕様は 50%～90%の範囲に分布している。赤松仕様（吸放湿なし）と石

膏仕様は 80%以上の高湿状態が頻繁に発生するのに対し，赤松仕様（吸放湿あり）は常に 75%以

下に保たれている。また，絶対湿度について比較しても，赤松仕様（吸放湿あり）は赤松仕様（吸

放湿なし）と石膏仕様に比べて概ね低い範囲に分布している。赤松の蓄熱と調湿性能により，梅

雨季の高湿化が抑制されていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.38 梅雨季の外界気象条件（6 月 28 日～30 日） 
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図 3.39 梅雨季の室内温湿度の経時変化 

 
（a）相対湿度 

 
（b）絶対湿度 

図 3.40 梅雨季の室内湿度の頻度分布  
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5.2.3 冬季暖房時の過乾燥の緩和 

図 3.41 および図 3.42 に，冬季の外界気象条件と室内温湿度（LDK）の経時変化（1 月 4 日から

3 日間）を示す。また，図 3.43 に室内湿度の頻度分布（12 月 1 日から 3 月 31 日）を示す。室内

湿度は，赤松仕様と石膏仕様のいずれも緩やかに変動している。ただし，赤松仕様（吸放湿あり）

の方が赤松仕様（吸放湿なし）と石膏仕様より常時 5%～12%程度高い値を推移している。頻度分

布を比較すると，赤松仕様（吸放湿なし）と石膏仕様は，45%～50%にピークが見られるのに対し

て，赤松仕様（吸放湿あり）は 50%～55%の分布が多い。また，赤松仕様（吸放湿あり）の絶対

湿度は，赤松仕様（吸放湿なし）と石膏仕様より高い範囲に分布しており，赤松の調湿性能によ

り冬季の乾燥が緩和されている。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.41 冬季の外界気象条件（1 月 4 日～6 日） 
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図 3.42 冬季の室内温湿度の経時変化 

 

（a）相対湿度 

 
（b）絶対湿度 

図 3.43 冬季の室内湿度の頻度分布  
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5.2.4 内装材の違いによる温熱環境 

夏季（6 月 1 日～9 月 30 日）に，LDK の設定温度を 28℃，湿度は制御しない空調条件において，

室内湿度の違いによる温熱感（標準有効温度 SET*）を比較する。内装材には石膏ボードあるいは

赤松を使用しており，各材料の調湿性能による室内湿度と SET*を計算する。図 3.44 と図 3.45 に，

石膏ボードおよび赤松を使用した場合の室内相対湿度の頻度分布および SET*の時間累積率を示

す。室内相対湿度が 85%以上になる頻度は，赤松より石膏の方が多い。28℃環境下において SET*

が 29.5℃以上となる割合は，赤松は 17.6%であるのに対して石膏は 26%にもなる。 

断熱気密住宅のような均一な熱環境下においては，人体の温熱感指標として SET*を用いて環境

評価を詳細に行うことにより，湿度の影響を評価できる。 

 

 

 

図 3.44 28℃空調時の室内相対湿度の頻度分布 

 

 
図 3.45 28℃空調時の SET*の時間累積率 
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6. むすび 

本章では，壁体の熱・水分複合移動モデルを含む建築全体の熱環境解析ソフト THERB を開発

した。また，厚板赤松を内装材（壁・屋根は 30mm，床は 30mm の 2 枚重ね）に使用した戸建て

住宅を例に，蓄熱と調湿の機能を利用して室内の恒温恒湿性能を高めた断熱気密住宅の温湿度環

境について検討した。得られた結果を以下に列記する。 

 

1) 湿度応答法（JIS A 1470-1）と温度応答法（JIS A 1470-2）の調湿性能評価基準に則り，厚板赤

松の吸放湿特性について測定した。厚板赤松の性能はそれぞれ等級 1 未満，等級 3 となり，

温度変化に対する調湿性能に優れることを明らかにした。 

2) 厚板赤松を内装材に使用した戸建住宅（兵庫県明石市と加古川市に建設）において室内温湿

度を通年に亘り測定した。温度は 16℃～32℃，湿度は 40%～70%の範囲を緩やかに変動し，

恒温性と恒湿性に優れることを示した。 

3) 熱・水分・空気の連成を考慮した汎用的な熱環境・熱負荷解析ソフト THERB は，熱力学エ

ネルギーに基づく建築躯体の熱・水分移動計算，無次元整理式による部位ごとの熱・水分伝

達の時変性，内外表面における厳密な日照・日影部位の幾何学計算，窓面透過日射と室内表

面間の多重反射・吸収計算，放射熱伝達の非線形性と室内表面間の長波放射熱授受，自然・

強制換気計算，などの特徴を有するため，従来の断熱気密化による居住環境および省エネル

ギー性の改善という一元論ではなく，自然エネルギーや蓄熱・調湿性能を利用したパッシブ・

ヒーティング＆クーリング技術などの幅広い検討が可能となることを示した。 

4) 湿度応答法，温度応答法，戸建住宅のそれぞれに対して実測値と THERB の計算値を比較し

た。いずれの実験においても，計算値は実測値をよく捕捉しており，THERB の高い計算精度

を確認した。 

5) 数値シミュレーションにより，内装材を厚板赤松または石膏とした住宅の室内温湿度を比較

した。赤松仕様は，蓄熱と調湿の作用により，石膏仕様に比べ室内温湿度の変動が緩やかに

なる。ただし，赤松仕様でも吸放湿のない条件では，室内湿度変動は緩和されない。吸放湿

のある条件では，室内湿度を梅雨季 75%以下，冬季暖房時 50%以上に保つことが可能で，梅

雨季の高湿化および暖房時の過乾燥を緩和できることを明らかにした。 

6) 吸放湿計算を考慮した数値シミュレーションにより，夏季の室内湿度の違いによる温熱環境

を評価した。断熱気密住宅のような均一熱環境下では，人体の温熱感指標である SET*を用い

ることで室内湿度の影響を検討できる。 
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記号 

 

 開口面積 [m2]： ܣ

ܽ ：隙間特性値 [ - ] 

݃ ：重力加速度 [=9.8m/s2] 

Gr	 ：グラスホフ（Grashof）数	 ሾ	‐	ሿ	

l ：代表長さ [m] 

 隙間長さ [m]： ܮ

Nu ：ヌセルト（Nusselt）数 ሾ	‐	ሿ 

 圧力差 [Pa]： ݌∆

Pr ：プラントル（Prandtle）数 ሾ	‐	ሿ 

	௛ݍ ：室内発熱量 [W] 

	௪ݍ ：室内発湿量 [kg/s] 

ܳ ：空気流量 [m3] 

௝ܵ ：室内表面 j の面積 [m2] 

Ra ：レイリー（Rayleigh）数 ሾ	‐	ሿ 

	時間 [s]： ݐ

T	 ：室内空気温度 [K] 

Tm ：平均表面温度 [K] 

To ：外気温度 [K] 

௦ܶ,௝ ：表面温度 [K] 

ΔTa ：表面と空気の温度差 [K] 

ΔTs ：表面間の温度差 [K] 

௩ܸ௘௡ ：換気量 [m3/s] 

௩ܸ௢௟ ：室容積 [m3] 

 [ - ] 流量係数： ߙ

 ௖ ：対流熱伝達率 [W/(m2·K)]ߙ

 ఓ ：水分伝達率 [kg/(m2·s·J/kg)]′ߙ

β ：膨張係数 [1/K] 

 空気の比重量 [kg/m3]： ߛ

 ௪ ：湿り空気の水蒸気密度 [kg/(m3·J/kg)]ߛ

 ௔ ：室内空気の不飽和水分ポテンシャル [J/kg]ߤ

 ௪,௔ ：室内空気の水分ポテンシャル [J/kg]ߤ

௪,௝ ：室内表面ߤ j の水分ポテンシャル [J/kg] 

∗௢ߤ  ：外気の不飽和水分ポテンシャル [J/kg] 

 流体の熱伝導率 [W/(m·K)]： ߣ

ν ：動粘性係数 [m2/s] 

 തതത ：家具や衣類を含む室の見かけの容積比熱 [J/(m3·K)]ߛܿ

 空気の容積比熱 [J/(m3·K)]： ߛܿ
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注釈 

 

注1) 湿度応答法（JIS A 1470-1）は，温度一定条件の下で湿度を 24 時間周期で変化させ，3，6，

12 時間の単位面積当たりの吸湿量を測定して調湿性能を評価する。中湿域（相対湿度 50%

～75%）に対しては，表 3.8 のとおり等級 1～等級 3 の調湿性能基準を定めている。等級 3

が最も調湿性能に優れる。 

表 3.8 湿度応答法の調湿性能基準 

等級 
吸湿量 [g/m2] 

3 時間 6 時間 12 時間 

3 36 50 71 

2 25 35 50 

1 15 20 29 

 

注2) 温度応答法（JIS A 1470-2）は，次式で定義する温度応答吸放湿量（m 値）により調湿性能

を評価する。 

݉ ൌ
ߥ|∑ െ |ߥ̅

∑หߠ െ หߠ̅
ൈ
ܸ
ܣ

 (3.8) 

݉： 試験材料の温度応答吸放湿量 [g/(m2･℃)] 

ܸ： 模型箱の空間容積 [m3] 

 試験材料の吸放湿面積 [m2] ：ܣ

ν： 4 サイクル目の模型箱内の各時刻の容積絶対湿度 [g/m3] 

4 ：ߥ̅ サイクル目の模型箱内の平均容積絶対湿度 [g/m3] 

4 ：ߠ サイクル目の模型箱内の各時刻の温度 [℃] 

4 ：ߠ̅ サイクル目の模型箱内の平均温度 [℃] 

表 3.9 に，温度応答法による等級 1～等級 3 の調湿性能基準を示す。等級 3 が最も調湿性能に優

れる。 

表 3.9 温度応答法の調湿性能基準 

等級 調湿力 [g/(m2･℃)] 

3 0.9 

2 0.7 

1 0.4 

 

 

注3) ASHRAE55-2010 の温熱快適域は，代謝量 1.0～1.3met，着衣量 0.5～1.0clo の条件下におい

て，不満足者率が 20%未満となる範囲である。この中には，全身温冷感による不満足者 10%

と局所の熱的不快による不満足者 10%が見込まれている。絶対湿度の上限値は 12g/kg(DA)

であるが，熱的快適性の観点から下限値の設定はない。 
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注4) P-model はエネルギーと水分の保存則から成る非平衡熱力学モデルであり，水分流の駆動力

として外力などの影響（熱力学的な応力ポテンシャル）を考慮した熱力学エネルギー（水

分ポテンシャル）を用いることに特徴がある。これにより，水分伝導（躯体内部の水分移

動）と水分伝達（空間と躯体の間の水分移動）に係わる温度・濃度・圧力等の駆動力は統

一化されて同次元で表現される。水分流は水分ポテンシャル勾配のみに支配されるため現

象を理解しやすい。 
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第 4 章 建築系と人体系を連成した室内の温熱環境予測 

 

1. はじめに 

 

近年の住宅は，エネルギーと資源の有効利用，および環境保全を目的として省エネルギー化が

推奨される一方で，空調機器や換気設備の普及により健康性や快適性などの居住性能も追求され

ている。在室者の温熱感の向上と省エネルギー化を達成するための手法として，放射冷暖房（放

射パネルや床暖房）やパーソナル空調（タスクアンビエント方式）などのアクティブ手法，通風

や太陽熱などを利用したパッシブ手法などが提案されている。いずれの方法も建築および人体の

不均一性を活用したものであり，これら手法の熱環境およびエネルギー性能を評価するには人体

の温熱感を考慮した居住性能について定量的に把握する必要がある。これまでに，人体の温熱感

の評価には PMV や SET*が広く用いられているが，この指標は均一な熱環境を想定しており，人

体の収支点を単質点としたモデルとしているため，不均一環境下での検討は困難である。従来の

研究では，不均一環境および室内湿度の影響に関する検討について被験者およびサーマルマネキ

ンを使用した実験的研究 1)~9)や，人体内部の熱収支が解析可能な人体モデルと数値流体解析 CFD

（Computational Fluid Dynamics）を連成した一定条件下の定常解析 10)～18)がなされている。しかし，

実験や定常解析では，非定常に変化する入力条件（気象や室内温湿度などの経時変化）に応じた

建築熱環境およびエネルギー性能，人体の温熱感について評価出来ない。 

本章は，熱・水分・空気の複合移動を考慮した建築系（THERB）に人体系（SET*，COMSET*

など）の伝熱モデルを連成し，建築の温熱環境を評価することを目的としている。まず，採用し

た人体熱数値計算モデル COM の概要と，建築系－人体系の連成手法について説明する。また，

既往研究の結果および通常の SET*と建築系－人体系連成ソフトの計算値を比較して，人体熱数値

計算モデルの計算精度を検証する。さらに，冬季の放射暖房による不均一熱環境，梅雨季の自然

換気による蒸暑環境が人体温熱感に及ぼす影響など，人体に影響を及ぼすパラメータについて要

因解析する。 

 

 
（a）蒸暑・熱放射の影響 （b）不均一熱環境 

図 4.1 人体の温熱感を考慮した熱環境の評価  
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2. 人体熱収支モデル COMSET*の概要 

 

人体熱収支モデル COM は，詳細な四肢血流モデルを含む，人体熱数値計算モデルである 19)。

図 4.2 と表 4.1 に，COM の各部位の分割方法および体表面積を示す。また，図 4.3 に四肢および

四肢以外の熱交換モデルを示す。人体を Core 層と Skin 層からなる 17 の Segment に分類すること

で，59 点の血流や皮膚の温度分布を精度良く予測することが可能である注 1)。 

各部の熱平衡式は式(4.1)～式(4.5)となる注 2), 注 3)。 

 

・Core 層の熱平衡式 

௖௥ܥ
݀ ௖ܶ௥

ݐ݀
ൌ ௖௥ܯ ൅ ܿߩ ௖ܸ௥ሺ ௔ܶ௥ െ ௖ܶ௥ሻ െ ሺܭ ௖ܶ௥ െ ௦ܶ௞ሻ ൅ ௩ሺܭ ௔ܶ௥ െ ௖ܶ௥ሻ

൅ ௩ሺܭ ௩ܶ௘ െ ௖ܶ௥ሻ െ ܳ௥௘௦ 

(4.1) 

 

・Skin 層の熱平衡式 

௦௞ܥ
݀ ௦ܶ௞

ݐ݀
ൌ ௦௞ܯ ൅ ܿߩ ௦ܸ௞ሺ ௔ܶ௥ െ ௦ܶ௞ሻ െ ሺܭ ௖ܶ௥ െ ௦ܶ௞ሻ െ ܳ௠௧ െ ௦௞ܧ െ ܳ௧ (4.2) 

 

・Arterial Flow の熱平衡式 

௔௥ܥ
݀ ௔ܶ௥

ݐ݀
ൌ ܿߩ ௔ܸ௥∗ሺ ௔ܶ௥∗ െ ௔ܶ௥ሻ െ ௩ሺܭ ௔ܶ௥ െ ௖ܶ௥ሻ െ ௔௥ሺܭ ௔ܶ௥ െ ௩ܶ௘ሻ (4.3) 

 

・Venous Flow の熱平衡式 

௩௘ܥ
݀ ௩ܶ௘

ݐ݀
ൌ ܿߩ ௖ܸ௥ሺ ௖ܶ௥ െ ௩ܶ௘ሻ െ ܿߩ ௦ܸ௞ሺ ௦ܶ௞ െ ௩ܶ௘ሻ െ ܿߩ ௩ܸ௘∗ሺ ௩ܶ௘∗ െ ௩ܶ௘ሻ

െ ௩ሺܭ ௩ܶ௘ െ ௖ܶ௥ሻ െ ஺௏ሺܭ ௔ܶ௥ െ ௩ܶ௘ሻ 

(4.4) 

 

・Central Blood Flow の熱平衡式 

௖௕ܥ
݀ ௖ܶ௕

ݐ݀
ൌ ෍ ሼܿߩ ௖ܸ௥ሺ ௖ܶ௥ െ ௖ܶ௕ሻ ൅ ܿߩ ௦ܸ௞ሺ ௦ܶ௞ െ ௖ܶ௕ሻሽ

四肢を除く各ௌ௘௚௠௘௡௧

൅ ෍ ሼܿߩ ௩ܸ௘ሺ ௩ܶ௘ െ ௖ܶ௕ሻሽ

左右のௌℎ௢௨௟ௗ௘௥

および்௛௜௚௛

 
(4.5) 
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表 4.1 人体各部位の体表面積 

 
図 4.2 COM の分割 

 

 
（a）四肢 

 

（b）四肢以外 

図 4.3 人体各部位の熱交換 

  

Segment 体表面積[m2] 

Head 0.110 
Neck 0.029 
Chest 0.175 
Back 0.161 
Pelvis 0.221 

L.Shoulder 0.096 
L.Arm 0.063 

L.Hand 0.050 
R.Shoulder 0.096 

R.Arm 0.063 
R.Hand 0.050 
L.Thigh 0.209 
L.Leg 0.112 
L.Foot 0.056 

R.Thigh 0.209 
R.Leg 0.112 
R.Foot 0.056 
全身 1.870 
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本章では，人体各 Segment を角柱モデルとして，各 Segment の四面が壁体内表面を見る形態係

数とその表面温度から人体への長波放射熱を求めている。 

図 4.4 に，従来モデルおよび提案モデルの接触熱伝導を考慮した人体部位の熱収支を示す。従

来の COM は接触による熱伝導を考慮したとしても，皮膚層全体に一定熱量を均一に与えている。

提案モデルでは，非接触部位と接触部位を分割して新たに収支点を作成し，非接触部位では対流

と放射による熱授受を計算し，接触部位は建築躯体との伝導を考慮する注 4)。人体と接触部位の熱

収支を同時に解くことで，人体接触部から躯体への熱伝導も非定常に連成して COMSET*の計算

に反映させている。 

 

 

接触なし 接触あり 

 

 

（1）従来モデル 

 

 

 

（2）提案モデル 

図 4.4 接触熱伝導を考慮した人体部位の熱収支 

  

着⾐
⽪膚層
動脈⾎液
プール

コア層
静脈⾎液
プール
表⾯静脈⾎液
プール

（四肢部位のみ）
熱量Q
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3. 建築系と人体系の連成方法 

 

図 4.5 に，建築系の THERB と人体系の COMSET*の連成のフローを示す。まず，建築の各室の

空気温湿度，躯体内部温湿度，内外表面温湿度，冷暖房熱負荷（空調時）は THERB により計算

される。空気温湿度と躯体内温度，内表面温度が人体系モデルへの入力条件となり，内表面温度

と人体各 Segment が内表面を見る形態係数により各 Segment の放射温度を求める。また，接触熱

伝導がある場合は，躯体内部と新たに作成した Skin 層の収支点を同時に計算して，建築躯体およ

び人体への熱流を計算している。接触がない場合は，Skin 層は 1 つの収支点として対流と放射熱

伝達のみを考える。 

 

 

 

 

 

 

図 4.5 建築系と人体系の連成フロー 
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4. 定常状態における人体温熱環境評価 

 

4.1 人体熱収支モデルの精度検証 

既往の研究結果 20)と計算結果を比較することにより建築系－人体系連成ソフトの計算精度を検

証する。 

4.1.1 計算条件 

表 4.1 および図 4.6 に，計算条件と建築モデルを示す。建築モデルは，幅 4m×奥行 4m×高 3m

の単数室であり，壁と床，天井は完全断熱とする。計算条件は，対流式暖房（以下，エアコン暖

房）の立位，床放射式暖房（以下，床暖房）の座位の場合を想定した。計算期間は 1 月 1 日～1

月 31 日の 1 ヶ月間とする。人体着衣量は，長袖，長ズボン着用を想定して 0.85clo である。 

既往研究は，エアコン暖房あるいは床暖房した実験室において，被験者の温冷感申告のアンケ

ート結果を用いて回帰法や Griffiths 法から快適温度を求めている。既往研究では，空調方式（エ

アコン暖房と床暖房）の違いおよび人体の姿勢（椅子座と投げ足姿勢）の違いによる影響を検討

している。 

 

 

 

表 4.1 計算条件 

対象室広さ 幅 4m，奥行き 4ｍ，高 3m の単数室 

断熱性能 壁，床，天井を完全断熱 

空調条件 エアコン，床暖房 

人体 
姿勢 

エアコン時：立位 

床暖房時：座位 

着衣量 全身平均 約 0.85clo 

 

 

 

図 4.6 建築モデル 

  

4m

3m
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4.1.2 既往研究と計算値の比較 

図 4.7 に，既往研究の室温と 2 次回帰式注 5)により求められた快適感の相関図を示す。最も快適

な室温は，エアコンの椅子座は 26.2℃，床暖房の投げ足姿勢は 22.6℃となった。床暖房すると室

温を約 3.6℃低くしてもエアコンと同様の温熱感を得られると考えられる。 

 

 

 

 

 

（a）エアコン（椅子座） 

 

 

（b）床暖房（投げ足） 

図 4.7 室温と快適感の関係 

 

*参考文献 15）より抜粋 
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図 4.8 と図 4.9 に，温熱感を等しい状態にした場合の室内温度の比較（既往研究と計算値）と人

体温熱感 COMSET*，室内温度の 3 日間の経時変化を示す。既往研究において，エアコン暖房時

の快適温度は 26.2℃であった。床暖房計算では，26.2℃に制御したエアコン暖房時の平均

COMSET*と同じになるように温水を ON/OFF 制御した。 

COMSET*は，エアコン暖房（立位）と床暖房（座位）ともに空調時の平均は 24.5℃である。エ

アコンおよび床暖房時の温熱感は同じであるのにも係わらず，エアコン暖房の室温 26.2℃，床暖

房の室温は 23℃付近を推移している。床暖房時の室内平均温度は，既往研究 22.6℃，計算値 22.9℃

であり，建築系と人体系を連成した数値シミュレーションソフトは既往研究の値をよく再現して

いると言える。 

 

図 4.8 既往研究と計算値の比較 

 

 
図 4.9 COMSET*と室内空気温度の経時変化 
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4.2 熱環境評価指標 SET*と COMSET*の比較 

4.2.1 計算条件 

表 4.2 に，計算条件を示す。室内空気温度を 10℃～30℃まで 2℃毎に上昇させ，相対湿度がそ

れぞれ 40%（低湿），60%（中湿），80%（高湿）のときの評価指標（SET*と COMSET*）を求め

る。均一熱環境下では，空気温度と周壁面の温度は同じである。一方，不均一熱環境下において

は，床のみを常時 30℃一定として周壁面は空気温度と同じ値で制御する。人体の周囲流速は 0.1m/s，

着衣量は 0.85clo（長袖，長ズボンを着用），代謝量は 58.2 W/m2（椅子座安静を仮定）として計算

し，COMSET*算出時の人体の姿勢は立位とした。 

 

 

表 4.2 計算条件 

 均一熱環境 不均一熱環境 

空気 
温度 10℃～30℃（2℃毎に上昇） 

相対湿度 40%（低湿），60%（中湿），80%（高湿） 

周壁 表面温度 空気温度と同じ値 
床のみ常時 30℃， 

その他部位は空気温度と同じ値

人体 

流速 0.10 m/s 

着衣量 0.85 clo 

代謝量 1 met（58.2 W/m2） 

姿勢（COMSET*） 立位 

 

 

 

4.2.2 計算結果 

図 4.10 に，均一熱環境下（床・壁・天井温度がいずれも 10～30℃）および不均一放射環境下（床は

30℃，壁・天井は 10℃～30℃）における SET*と COMSET*の計算値を示す。均一熱環境下では，SET*

と COMSET*は 27℃以下の低湿域から中湿域においてはほぼ同様の値を示している。しかし，27℃以

上の高湿域になると，SET*より COMSET*の方が高く，湿度の影響が大きくなる。一方，床温を 30℃

とした場合の不均一熱環境下においては，26℃以上では床からの熱放射の影響が相対的に低下するた

め均一熱環境と同様の傾向を示すが，24℃以下では温度が低くなるにつれて床からの熱放射の影響が

顕著になり，足元の熱放射を現象に則り再現する COMSET*の方がより高い値を示す。 

図 4.11 と図 4.12 に，空気温度と周壁面温度を 20℃，相対湿度 50%のときの人体各部位の熱損失量

および表面温度を示す。不均一熱環境の場合の床温度は 30℃である。COMSET*は，均一熱環境下 20.4℃，

不均一熱環境下 21.8℃である。不均一熱環境は床からの熱放射の影響により平均放射温度が上昇する

ため，均一熱環境より熱損失量が抑えられている。特に，床から近い脚や足についてその差は大きく

なっている。人体各部位の表面温度は，不均一熱環境において床からの受熱の影響により全体的に上

昇傾向にある。 
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（a）均一熱環境 （b）不均一熱環境 

図 4.10 SET*と COMSET*の比較 

 

 
図 4.11 人体各部位からの熱損失量 

 

図 4.12 人体各部位の表面温度 
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4.3 接触熱伝導および姿勢の違いを考慮した人体温熱感 

図 4.13 および図 4.14 に，接触熱伝導の有無および姿勢の違いによる人体の評価指標（COMSET*

と SET*）を示す。また，図 4.15 に不均一熱環境下における人体各部位の放射温度を示す。周壁

面および空気温度を 20℃とした均一熱環境と床温度のみを 30℃とした不均一熱環境において，立

位と座位それぞれについて接触熱伝導の有無を考慮した COMSET*と通常の SET*を比較する。床

温度を 30℃に保つために温水パイプの温度は 52℃とした。室内の相対湿度は 50%である。 

均一熱環境下では，COMSET*は接触熱伝導の有無に関わらず SET*とほとんど同じ値であり，

20℃程度となっている。一方，不均一熱環境下では COMSET*の方が SET*より高い値となる。接

触熱伝導を考慮した場合，立位は接触面が少ないため僅かに高い程度であるが，座位では SET*

と比較すると 9.2℃も高くなる。COMSET*の計算において接触熱伝導を考慮しない場合の姿勢の

違いを比較すると，座位の方が床からの暖放射の影響により全身の放射温度が高くなる。したが

って，COMSET*は立位より座位の方が高くなる。なお，COMSET*の接触熱伝導の有無による差

は立位で 0.8℃，座位では 7.7℃にもなる。 

 

 
（a）均一熱環境 

 

 
（b）不均一熱環境 

図 4.13 接触熱伝導の有無による COMSET*の違い 
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図 4.14 接触熱伝導および姿勢の違いによる人体の温熱感評価指標 

 

 

 

図 4.15 不均一熱環境における人体各部位の平均放射温度 
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5. 非定常状態における人体温熱環境評価 

 

5.1 建築モデルおよび条件 

表 4.3 と図 4.16 に，計算条件および計算に使用した建築モデルを示す。建築モデルは，南面に

幅 4m，高さ 1m の窓を有する幅 4m，奥行き 4m，高さ 3m の単数室である。 

夏季（梅雨季）の室内湿度環境および冬季の不均一熱放射の影響について検討するため，人体

熱収支モデル COMSET*を連成した THERB により建築の温熱環境評価を行う。計算期間は，梅雨

季（6 月 11 日～7 月 31 日）と冬季（1 月 10 日～2 月 10 日）である。外気温度の低い梅雨季に自

然換気をした場合と，冬季に床暖房あるいはエアコンを使用して空調した場合の温熱感について

評価する。なお，湿度と熱放射の影響についてのみ検討するため，建築と人体の接触熱伝導は無

視しており，在室者の姿勢は立位，人体の代謝量は 58.2 W/m2，着衣量は 0.85 clo とした。 

 

表 4.3 計算条件 

 梅雨季 冬季 

検討パラメータ 室内湿度 不均一熱放射 

計算期間 6 月 11 日～7 月 31 日 1 月 10 日～2 月 10 日 

計算地域 大阪，鹿児島 大阪 

気象データ 拡張アメダス気象データ（標準年） 

自然換気 あり なし 

空調制御 なし 
エアコン 床暖房時の温湿度に制御

床暖房 空調時間：19 時～6 時 

床暖房 
温水温度 

－ 
60 ℃ 

流速 0.15 m/s 

人体 
代謝量 1met（58.2 W/m2） 

着衣量 0.85 clo（長袖，長ズボンを着用） 

 

 
図 4.16 建築モデル  

4ｍ

3
ｍ

窓
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5.2 夏季の自然換気による温熱環境への影響 

図 4.17 および図 4.18 に，大阪と鹿児島のクリモグラフ（拡張アメダス気象データ・標準年）と

梅雨季（6 月 11 日～7 月 31 日）に自然換気をした場合の外気と室内相対湿度の時間累積率を示す。

高湿となる梅雨季に自然換気をすることで，両地域ともに室内相対湿度が 70%以上となる割合は

70%以上にもなる。 

図 4.19 に，梅雨季の自然換気による室内温度と評価指標（SET*と COMSET*）の頻度分布を示

す。ここでは，室内温湿度が 28℃，70%以上の場合を抽出した。SET*より COMSET*の方が高温

域の割合が多い。その傾向は大阪より高温多湿となる鹿児島において顕著である。詳細な建築モ

デルと COM などの人体熱収支モデルを連成させることで，室内湿度が人体の温熱感に及ぼす影

響が評価されている。 

 

 
図 4.17 大阪および鹿児島のクリモグラフ 

 

 

図 4.18 外気および室内湿度の時間累積率（6 月 11 日～7 月 31 日） 
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（a）大阪 

 

 

（b）鹿児島 

 

図 4.19 梅雨季の自然換気による室内温度と人体温熱感指標の頻度分布 

（6 月 11 日～7 月 31 日） 
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5.3 冬季の床暖房による不均一熱放射の影響 

図 4.20 に，計算に使用した空調方式を示す。暖房時のエアコンの室内温湿度の設定値は，床暖

房をしたときに得られた値に合わせている。室内温湿度を同じ値にすることで，床および周壁か

らの熱放射の影響のみが異なることになる。 

図 4.21 に，空調方式（床暖房とエアコン）の違いによる評価指標（SET*と COIMSET*）と空気

温湿度および床表面温度を示す。評価指標は，エアコンよりも床暖房の方が高い。空気温度が同

じでもエアコンは床暖房より壁内表面温度が低くなる。したがって，周壁面からの冷放射により

評価指標は低くなる。床暖房とエアコンの評価指標の差は最大で SET*は 1.1℃，COMSET*は 1.9℃

になる。SET*と COMSET*を比較すると，両者の違いは床暖房で大きくなり，COMSET*の方が約

0.8℃高い。SET*は空間中央において 1 つの収支点で計算している。これに対して，COMSET*は

人体を 17 の Segment に分割して各部に熱収支を設け計算している。そのため，COMSET*は床か

らの暖放射を受けやすい部位があり，床暖房の効果が顕著になったと考えられる。 

 

 
図 4.20 空調方式の違いによる室内環境 

 

図 4.21 空調方式の違いによる人体温熱感への影響  
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図 4.22 と図 4.23 に，在室位置の違いによる評価指標（SET*と COMSET*）および室内温湿度と

窓表面温度を示す。人体の在室位置は南窓から 0.5m（窓近傍），2.0m（中央）である。評価指標

は，南窓の位置から 2.0m 離れた位置の方が高い。また，0.5m と 2.0m 地点の評価指標の差を比較

すると，COMSET*よりも SET*の方が僅かに大きい。SET*は建物高さの中央に収支点があり，窓

の冷放射を受け易い。計算に使用した建築モデルは腰壁があるため，COMSET*は窓の冷放射の影

響の少ない人体部位が存在する。つまり，詳細な建築モデルと COMSET*などの人体熱収支モデ

ルを連成させることで，実在環境下での不均一な温熱環境を評価できる。 

 

 

 

図 4.22 在室位置の違いによる人体温熱感指標への影響 

 

 

 

（a）SET* （b）COMSET* 

図 4.23 窓からの冷放射による影響  

20

22

24

26

1月25日 1月26日 1月27日
0

10

20

30

40

50

室内温度 COMSET*
0.5m

SET*

2.0m 2.0m

評
価

指
標

  
[℃

]

内表面温度（窓）

0.5m

温
度

　
[℃

]

16

18

20

22

24

室内湿度

相
対

湿
度

　
[%

]



平成 25 年度 博士論文 

-112- 

6. むすび 

本章では，建築系「THERB」と人体系「SET*，COMSET*」の熱・水分・空気の伝熱モデルを

連成し，室内温湿度，不均一熱放射および局部的な人体の接触熱伝導が人体温熱感に及ぼす影響

について検討した。また，エアコン暖房と床暖房について温熱感に関する既往の研究と人体熱収

支モデル「COM」の計算結果を比較して人体モデルの妥当性について検証し，定常あるいは非定

常に変化する建築環境の熱的快適性を評価できるようにした。得られた結果を以下に列記する。 

 

1) 非定常に床との接触熱伝導を考慮できない従来モデルから，床接触面の収支点を新たに作成

した人体モデルに改良した。床への接触面と非接触面についてそれぞれ熱・水分収支式を作

成することで，姿勢の違いによる接触熱伝導の影響も考慮した実際的な温熱感を評価できる

人体熱数値計算モデル COM を提案した。 

2) エアコン暖房と床暖房の温熱感ついて調査した既往の研究と人体熱収支モデル COM の計算

結果を比較した。温熱感が等しい場合のエアコン暖房と床暖房の室内温度の計算値は既往研

究の調査結果とほとんど同じであり，人体モデルの計算精度を確認した。 

3) SET*と COMSET*は，均一熱環境の中低湿域（80%以下）ではほとんど同様の傾向を示すが，

高温高湿域（28℃，80%以上）においては COMSET*の方が湿度に対する感度が高く，蒸し暑

さをより敏感に評価した。 

4) 床暖房を想定して床温度を 30℃にした不均一熱環境では，周囲温度が低くなると床からの放

熱の影響が相対的に増大するため，足元の不均一な熱放射の影響を忠実に再現できる多質点

系モデル COMSET*の方が単質点系モデル SET*より高くなることを示した。 

5) 接触面の熱伝導は，非接触面の対流・放射熱伝達に比べて単位面積あたりの熱流が大きいた

め，接触面積の広い座位姿勢では，接触熱伝導の有無により COMSET*に約 8℃もの差が生じ，

床暖房の効果が顕著に表れることを明らかにした。 

6) 建築系と人体系の伝熱モデルを連成することで，室内温湿度の影響，不均一熱放射の影響，

姿勢の違いによる接触熱伝導の影響などについて非定常に評価できるようにした。 
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記号 

 

C	 ：それぞれの熱容量 [kJ/K]	

Esk ：皮膚からの蒸発熱損失量 [W] 

K ：Core層とSkin 層の間の有効熱コンダクタンス [W/K] 

KAV ：Arterial Flow と Venous Flow 間の有効熱コンダクタンス [W/K] 

Kv ：Arterial/Venous Flow とCore層の間の有効熱コンダクタンス [W/K] 

M ：産熱量 [W] 

Qres ：呼吸による熱損失量 [W] 

Qt ：皮膚からの対流・放射熱損失量 [W] 

t ：時間 [h] 

T ：温度 [K] 

V ：血流量 [L/h] 

 血液の体積比熱（密度と比熱の積） [J/m2·K]： ܿߩ

 

 

添字 

ar ：Arterial Flow 

ar* ：血流の前 Segment の Arterial Flow 

cb ：Central Blood Flow 

cr ：Core 層 

sk ：Skin 層 

ve	 ：Venous Flow	

ve* ：血流の前 Segment の Venous Flow 
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注釈 

 

注1) 人体熱収支モデル COM は，SET*で想定される体系にも近い，Stolwijk のモデルの体系を参

考として設定している。Stolwijk のモデルは Head を表す 1 つの要素と Torso，Arms，Hands，

Legs，Feet の各 Segment を表す 5 要素からなる。 

注2) 式(4.1)~式(4.5)の常微分方程式の解法はオイラー法を用いた。 

注3) Segment 間の温度差が小さいため，隣り合う Segment 間の伝導による熱移動は血流による熱

輸送に比較し小さいと考えられる。そこで，Segment 間の熱移動は血流による移動のみを考

慮している。 

注4) 接触面積は，人体の姿勢毎に既往研究 21)により求められた面積を採用している。各部位の

熱コンダクタンスについては，COM で設定されている値により計算される。 

注5) 既往研究において，2 次回帰により以下の式を導いている。 

・エアコン暖房（椅子座） 

OC ൌ െ0.031 ௜ܶ
ଶ ൅ 1.647 ௜ܶ െ 22.041 (݊ ൌ 179, ܴଶ ൌ 0.54, ݌ ൏ 0.001) 

・床暖房（投げ足） 

OC ൌ െ0.140 ௜ܶ
ଶ ൅ 6.338 ௜ܶ െ 71.596 (݊ ൌ 159, ܴଶ ൌ 0.48, ௜݌ ൌ 0.002, ଶ݌ ൏ 0.001) 

ここで，n：サンプル数，p：有意水準，R2：決定係数， Ti：室温[℃]である。 
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第 5 章 人体温熱感に基づく建築熱環境・省エネルギー解析 

 

1. はじめに 

 

省エネルギー基準は 2012 年 12 月に改正され，新築住宅に対しては 2020 年を目途に新基準に適

合するよう義務付けられる方針である 1)。省エネルギー基準では，断熱を主体とした「外被性能」

だけでなく，空調や給湯，照明などの「設備性能」，太陽光発電などの「創エネ性能」が評価対象

に加わり，住宅全体の一次エネルギー消費量を評価尺度とした省エネルギー基準達成率により住

宅の省エネルギー性能を評価している。基準達成率とは，個々の住宅の一次エネルギー消費量が，

省エネルギーの目標とすべき基準一次エネルギー消費量をどの程度下回るかという指標注 1), 注 2)で

ある。現在，断熱性能と住宅設備の効率性を総合的に評価する一次エネルギー消費量の計算には，

「住宅事業建築主の判断の基準」において定義されているが，この基準は住宅の形状が考慮され

ていないことや床暖房時における放射や接触熱伝導による人体温熱感の影響は勘案されていない。

したがって，省エネルギー基準では建築モデルの違いによるクーリング&ヒーティング効果や人

体の温熱感などを含めた熱環境およびエネルギー評価は困難である。 

本章は，建築系（THERB）と人体系（SET*や COMSET*など）を連成することにより，人体の

温熱感を基準とした室内環境について検討する。ここでは，不均一熱環境となる温水床暖房を例

として，床暖房したときの不均一熱放射や接触熱伝導の影響を考慮した評価を行う。まず，温水

床暖房システムによる室内熱環境への影響を検討するために，詳細な床暖房計算に必要な伝熱モ

デル（配管部分の 2 次元熱流，対流熱伝達の時変性，放射熱伝達の多重反射と非線形性）を考慮

できるように THERB のアルゴリズムを拡張する。次に，環境試験室による床暖房実験の測定値

と数値シミュレーションによる計算値を比較して，床暖房計算を可能とした THERB の計算精度

を検証する。さらに，不均一熱環境や人体の接触熱伝導を考慮した建築系－人体系連成ソフトを

用いて，人体温熱感により室内を制御した場合の温熱環境および床暖房の省エネルギー性につい

て検討する。 

 

 

1.1 省エネルギー基準による床暖房の熱負荷計算方法 

床暖房の投入熱量ܳは式(5.1)により求める 2)。 

ܳ ൌ
௔௜௥ݍ ൈ ܴ
௣௡௟ܥ

 (5.1) 

 

床暖房をした場合，床表面温度が高くなり人体の温熱感が向上するため，エアコン暖房より空

気温度を低く設定することができる。省エネルギー基準では，熱負荷計算の簡易化のためエアコ

ン暖房の熱負荷に“対流型暖房に対する放射型暖房の負荷低減率 R”を乗じることで，床暖房の

熱負荷を計算している。ただし，負荷低減率 R はいずれの条件においても 0.9 としている。また，

床暖房の投入熱量は上面放熱率ܥ௣௡௟を除して求めている。上面放熱率ܥ௣௡௟とは，パネル上部と下部

の空間の空気温度が同じとした条件下において，パネルへ投入した全熱量に対するパネル上面へ
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放熱される熱量の割合のことである注 3)。ここで，負荷低減率 R は 0.9，上面放熱率ܥ௣௡௟は最大値

で 0.9 であり，式(5.1)のܴ ⁄௣௡௟ܥ は 1.0 が上限値となる。ܥ௣௡௟の値は，床の断熱仕様に応じて 0.9 以

下となるため，ܴ ⁄௣௡௟ܥ は 1.0 以上となる。つまり，床暖房することにより式(5.1)の投入熱量ܳは，

対流式暖房時の熱負荷ݍ௔௜௥以上の値となることから，エアコン暖房の方が床暖房よりエネルギー効

率が高いことになる。 

 

 

2. 床暖房計算の方法 

 

床暖房は，床からの接触熱伝導と不均一熱放射により温熱感が向上するため，空気加熱による

空調より室内をマイルド暖房できると言われている 3)~10)が，その効果を定量的に検証した例はほ

とんど見当たらない。 

床暖房をした場合の室内熱環境の計算は，床温が上昇する過程で発達する対流熱伝達の時変性，

温度上昇した内表面における長波放射熱伝達の多重反射や非線形性，床暖房による 2 次元流れな

どを詳細に考慮する必要がある。本節では，床暖房環境を忠実に再現するために必要な伝熱モデ

ルについて説明する。 

 

2.1 対流熱伝達率の時変性 

床暖房した場合の対流熱伝達率は，床表面温度の上昇に伴い発達し，定常状態に近づくにつれ

てその変化は小さくなる。計算ステップ毎に対流熱伝達率を推定して更新することは容易ではな

いが，例えば境界層理論あるいは実験則に基づく無次元整理式を用いれば，対流熱伝達率を算出

できる。自然対流熱伝達率は，内表面に対しては水平面と鉛直面に分けて，それぞれ式(5.2)～式

(5.6)に示す無次元整理式 11)から計算される。なお，THERB では建築各部位（内外表面と空気層の

各部位）および強制対流と自然対流のそれぞれに対して対流熱伝達率を計算している 12)。 

 水平面 

ݑܰ ൌ ܥ ∙ ܴܽ௙
௠ (5.2) 

ܴܽ௙ ൌ ௜ݎܩ ∙  (5.3) ݎܲ

݂ ൌ ሺ ௦ܶ ൅ ஶܶሻ/2 (5.4) 

 鉛直面 

ݑܰ ൌ 0.241ሺݎܩ௜ ∙  ሻ (5.5)ݎܲ

௜ݎܩ ൌ ∆ߚ݃ ௔݈ܶଷ/ݒଶ (5.6) 

 

式(5.2)の係数ܥと指数݉は以下の通りである。 

・上向き熱流 

ܥ ൌ 0.58, ݉ ൌ 1/5 

・下向き熱流 

ܥ ൌ 0.54,										݉ ൌ 1/4 ൫ܴܽ௙:  6൯ܧ8~4ܧ2

ܥ ൌ 0.15,										݉ ൌ 1/3 ൫ܴܽ௙:  11൯ܧ1~6ܧ8
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対流熱伝達率ߙ௖は，ヌセルト数ܰݑから式(5.7)で求められる。 

௖ߙ ൌ
ݑܰ ∙ ߣ
݈

 (5.7) 

 

2.2 室内表面間の相互放射 

以下に，Gebhart の吸収係数 13)を使用した室内表面間の相互放射熱授受の計算方法を示す。表面

l からの長波放射が表面 j に吸収される正味の割合は，長波放射吸収係数βl,jを用いて式(5.8)で定

義される。 

௟,௝ߚ ൌ ௝ߝ௟,௝ܨ ൅෍ܨ௞,௞ሺ1 െ ௞,௝ߚ௞ሻߝ

௃

௞ୀଵ

 (5.8) 

 

したがって，表面 j から放出される正味の放射量は式(5.9)で与えられる。 

ܮܧ ௝ܴ ൌ ߪ௝ߝ ௝ܶ
ସ െ෍ߚ௞,௝ߝ௞

௃

௞ୀଵ

ߪ ௞ܶ
ସܵ௞/ ௝ܵ (5.9) 

 

式(5.9)は，式(5.10)と式(5.11)に示すエネルギー保存則および相反定理を使うと式(5.12)に変形でき

る。 

෍ߚ௝,௞

௃

௞ୀଵ

ൌ 1 (5.10) 

௞,௝ߚ௞ܵ௞ߝ ൌ ௝ߝ ௝ܵߚ௝,௞ (5.11) 

ܮܧ ௝ܴ ൌ ௝,௞൫ߚ෍ߪ௝ߝ ௝ܶ
ସ െ ௞ܶ

ସ൯

௃

௞ୀଵ

ൌ ෍ߚ௝,௞ߙ௥,௝௞

௃

௞ୀଵ

൫ ௝ܶ െ ௞ܶ൯ (5.12) 

 

௥,௝௞は表面ߙ j から表面 k への放射熱伝達率であり，式(5.13)で近似される。 

௥,௝௞ߙ ൌ ൛൫ߪ௝ߝ4 ௝ܶ ൅ ௞ܶ൯/2ൟ
ଷ
 (5.13) 

 

長波吸収係数を応用すれば，放射暖冷房による発熱を対流成分による室内空気への直接の熱伝

達と，長波放射成分による室内表面への放射熱伝達に分けることができる。長波放射成分を建築

入力モデルの指定する分割部位からの一様拡散と仮定すると，表面 j の吸収量 ALRjは式(5.14)で表

される。 

ܮܣ ௝ܴ ൌ෍ߚ௖,௝ܫܮ௖ܵ௖/ ௝ܵ ൅෍ߚ௙,௝ܫܮ௙ ௙ܵ/ ௝ܵ

ி

௙ୀଵ

஼

௖ୀଵ

ൌ ௝ߝ ቌ෍ߚ௝,௖ܫܮ௖/ߝ௖ ൅෍ߚ௝,௙ܫܮ௙/ߝ௙

ி

௙ୀଵ

஼

௖ୀଵ

ቍ (5.14) 
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したがって，表面 j の正味の放射量 NLRj は式(5.15)で求められる。 

ܮܰ ௝ܴ ൌ ܮܧ ௝ܴ െ ܮܣ ௝ܴ (5.15) 

 

 
図 5.1 床暖房による長波放射の室内多重反射 

 

2.3 放射暖房システム 

図 5.2 に，温水床暖房の床内部構成を示す。一般的に，温水床暖房は配管と配管の間にフィン

（アルミ箔）を設置することにより，床表面温度の均一化を図っている。本計算では，フィン部

分の 2 次元熱流計算にフィン効率 14)を採用する。フィン効率とは，フィン表面から伝達される温

水温度がフィンの全表面温度とした場合の伝達熱量に対して，実際のフィン表面から伝達される

熱量の割合を示したものである。THERB では，配管部分と配管内温水をそれぞれ熱収支部位と仮

定して計算し，熱・水分伝導の基礎式にフィン効率を導入している。つまり，フィン効率は供給

温水層の基礎方程式と，供給温水からピッチ部分までの熱平衡式に導入される。式(5.16)～式(5.23)

にフィン効率の計算式と温水式床暖房の床伝熱計算式を示す。 

 

 
図 5.2 温水床暖房の床内部構成  

k
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 フィン効率 

௙ߟ ൌ
1
ݓ
൤ܦ ൅ ሺݓ െ ሻܦ

tanh݉ܦ
ܦ݉

൨ (5.16) 

ܦ݉ ൌ ඨ
௙ܥ ∙ ܲ
௙ߣ ∙ ݐ

 (5.17) ܦ

 配管内温水から配管表面までの熱貫流率 

௣ܭ ൌ
௙ܣ

௙ܮ ∙ ܴ௕
 (5.18) 

ܴ௕ ൌ
ܦ

௪ߣ ∙ ݑܰ
 (5.19) 

ݑܰ ൌ
0.0395 ∙ ܴ݁଴.଻ହ ∙ ݎܲ

1. ൅൫1.99 ∙ ܴ݁ି଴.ଵଶହ ∙ ሺܲݎ െ 1.0ሻ൯
 (5.20) 

 供給温水の熱平衡式 

௪ܥ ∙ ௪ߩ ∙ ௪ܸ
߲ܶ
ݐ߲

ൌ ௙ߟ ∙ ௣ܭ ∙ ሺ ௠ܶ െ ௪ܶሻ ∙ ௙ܮ ൅ ܳ௦ (5.21) 

ܳ௦ ൌ ௙ݍ ∙ ௪ܥ ∙ ௪ߩ ∙ ሺ ௪ܶ௦ െ ௪ܶሻ (5.22) 

െ
߲ܶ
ݐ߲

ൌ ௙ߟ ∙ ௣ܭ ∙ ሺ ௠ܶ െ ௪ܶሻ ൌ
1
ܴ௠

∙ ሺ ௠ܶ െ ௠ܶିଵሻ ൅
1

ܴ௠ାଵ
∙ ሺ ௠ܶ െ ௠ܶାଵሻ (5.23) 
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3. 環境試験室における温水床暖房の室内環境 

 

3.1 実験および計算の概要 

図 5.3 および表 5.1 に，実験棟の図面および実験条件と測定点を示す。実験は環境試験室内に設

置された，1 階建ての実大の実験棟を用いて行う。その 1 室を床暖房室とした。対象室の広さは

幅 3600mm，奥行き 3600mm，高さ 2600mm，床面積 12.96m2（8 畳）であり，温水マットの敷設

率は約 70%とする。断熱性能は新省エネルギー基準（平成 4 年基準）相当である。環境試験室内

の温度は 5℃一定とし，実験棟の対象室において床暖房を 8 時間稼働させた際の各温度と温水流

量を測定する。測定項目は対象室・隣室・廊下・床下の空気温度，床表面温度，温水温度（往き

戻り）と流量である。空気温度は対象室 150 点，隣室中央 1 点，廊下 1 点，床下 1 点を測定する。

床表面温度は，温水マット敷設位置の対角線上 5 点，温水往き系統 2 本は熱源機から 1,500mm，

戻り系統は熱源機から 300mm の位置で測定する。熱源機器は，ガス温水式床暖房を用いる。 

表 5.2 に床暖房の制御方法を示す。測定時間は床暖房の運転開始から 8 時間であり，Case 1：対

象室温度 21℃に達した時点で室温を維持するように温水流を ON/OFF にして制御する手動運転，

Case 2：ON 時間を 12 分間，OFF 時間を 8 分間とした間欠運転，Case 3：連続運転の 3 パターンと

する。なお実験開始から 1 時間はホットダッシュのため，温水往き温度は 80℃，それ以降は 60℃

に設定している。 

 

 

表 5.1 実験棟の概要および測定点 

断熱性能 新省エネルギー基準（平成 4 年基準） 

対象室広さ 12.96m2（8 畳） 

床暖房敷設面積 約 70% 

測定点 

温度 
空気 

対象室（150 点），隣室（1 点）， 

廊下（1 点），床下（1 点） 

表面 床面（5 点） 

温水 
温度 往き（熱源機から 1,500mm の位置で 2 点） 

戻り（熱源機から 300mm の位置で 2 点） 流量 

 

 

表 5.2 制御方法 

Case 1 手動運転 

室温が 21℃に達した時点で 

室温を維持するように温水流を ON/OFF 制御 

（対象室温度が 20～22℃になるよう調整） 

Case 2 間欠運転 温水を 12 分 ON，8 分 OFF 制御 

Case 3 終日運転 温水を 8 時間連続運転 
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（a）平面図 

 

 
（b）断面図 

 

図 5.3 実験棟の概要  
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表 5.3 に計算条件を示す。計算は，実験条件を再現するために廊下，隣室，床下の温度は 10 分

毎の測定値，温水の温度と流速については 1 分毎の測定値を入力している。床暖房利用環境下に

おける測定値と計算値を比較して，床暖房計算も可能とした熱環境解析 THERB の計算精度を検

証する。 

 

 

表 5.3 計算条件 

配管径 0.0098 m 

配管ピッチ 0.075 m 

入力条件 

温水温度 1 分毎の測定値 

温水流量 0.221 m/s（1L/min） 

部屋温度 

廊下 

10 分毎の測定値 隣室 

床下 

制御方法 

Case 1 

Case 2 

Case 3 

 

 

 

 

3.2 計算値と測定値の比較 

図 5.4～図 5.8 に，各制御方法の対象室温度と床表面温度，温水温度および熱負荷の 8 時間の経

時変化と，熱負荷の 1 時間毎の積算値を示す。床暖房時には空間の鉛直方向に温度分布が生じる

ため，150 点の測定空気温度を体積荷重平均して計算したバルク温度と，高さ 650m 地点の平均値

を代表室温とした。 

室内温度を比較すると，いずれの制御方法においても測定値と計算値はほぼ同じ値を示してお

り，床表面温度（5 点平均値），温水戻り温度の測定値も計算値と概ね一致している。なお，温水

戻り温度について Case 1，Case 2 の温水流 ON 時に，測定値が計算値よりも低い値を示している。

これは，温水マットから温水戻り温度の測定点まで距離があり，温水流 OFF 時にマット内で温度

の低下した温水が，ON 時に漸く測定点に到達するためである。これに伴い，温水温度と流速の

測定値より算出する熱負荷は，温水流 ON 時に測定値が計算値よりも大きい値となっているが，1

時間毎の熱負荷積算値をみると，ホットダッシュ時およびそれ以降の熱負荷の測定値と計算値の

誤差はわずかである。いずれの条件に対しても，計算誤差はごく僅かであり，計算値は高い精度

で測定値を捕捉していると言える。  
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（a）Case 1 

 

（b）Case 2 

 

 
（c）Case 3 

 

図 5.4 対象室温度
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（a）Case 1 

 

（b）Case 2 

 

（c）Case 3 

 

図 5.5 床表面温度  
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（a）Case 1 

 

（b）Case 2 

 

（c）Case 3 

 

図 5.6 温水温度  
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（a）Case 1 

 

 
（b）Case 2 

 

（c）Case 3 

 

図 5.7 熱負荷  
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（a）Case 1 

 

（b）Case 2 

 

（c）Case 3 

 

図 5.8 熱負荷の積算値  
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4.  対流・放射熱伝達を考慮した数値シミュレーション 

 

4.1 計算条件および内容 

建築系の数値シミュレーションソフト THERB と総合的快適指標（予測平均温冷感）PMV ある

いは人体熱収支モデル COMSET*を連成させ，床暖房した時の人体の温熱感を指標として床暖房

利用環境の熱負荷を算出する。 

表 5.4 と図 5.9，図 5.10 に計算条件および対象建築の平面図と断面図 1)を示す。対象建築は，IBEC

で使用されている省エネルギー標準住宅と同じモデルを用いる。断熱性能は，新省エネルギー基

準（平成 4 年省エネ基準）相当とする。対象地域は省エネルギー基準により指定されている IV b

地域（一例として，岡山）として，計算期間は 1 月である。検討対象室は LD として，床暖房し

た場合とエアコン暖房した場合の熱負荷を比較する。床暖房パネルの敷設面積は 16.8m2（居間床

面積の約 70%）である。空調スケジュールは全館連続運転とし，人体の姿勢は室中央点において

エアコン時は立位（接触なし），床暖房時は立位（接触なし/あり）と座位（接触あり）である。

床暖房の制御方法は，エアコン空調時の COMSET*（エアコン利用時は PMV≧-0.5 になるように

設定）と同じになるように，温水を ON/OFF する。 

 

 

表 5.4 計算条件 

対象建築 省エネ標準住宅モデル（IV b 地域・岡山） 

断熱性能 新省エネルギー基準（平成 4 年省エネ基準） 

気象データ 
拡張アメダス気象データ 

（一例として，岡山，標準年） 

計算期間 1 月 

計算時間間隔 5 分 

空調スペース 
居間 エアコン or 床暖房 

その他居室 エアコン 

空調スケジュール 全館連続運転 

床暖房敷設面積 16.8m2（居間床面積の約 70%） 

姿勢 

エアコン 立位（接触なし） 

床暖房 

立位（接触なし） 

立位（接触あり） 

座位（接触なし） 

床暖房の制御方法 
エアコン暖房時に PMV=-0.5 となる 

COMSET*の値を目標値として設定 
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（a）1 階 

 

（b）2 階 

 

図 5.9 平面図 
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（a）西面 

 
（b）東面 

 

図 5.10 断面図 
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4.2 室内温熱環境の評価 

図 5.11 と図 5.12 に，COMSET*および SET*，LDK の室内温度と床内部温度の 3 日間（1 月 20

日～1 月 22 日）の経時変化を示す。空調時の COMSET*は同じ値であるのにも拘らず，室内温度

はエアコンが最も高く，床暖房の立位，座位の順番に低くなる。床暖房立位（接触なし）の床内

部温度は，エアコン時より最大で約 15℃高い。SET*は床温の上昇による影響は少ないが，

COMSET*は床暖房時に SET*より高くなる。SET*は単質点系モデルであるが，COMSET*は人体

を 17 の Segment に分割した多質点系モデルである。したがって，COMSET*は床からの暖放射を

受けやすい部位があり，室温が低くてもエアコン暖房と同じ値にできる。さらに，床暖房した場

合の姿勢の違い（接触あり）を比較すると，座位は上半身も床からの放射を受けやすく，また接

触部位の面積が大きいため，床からの受熱量が増加することにより室温を低く設定できる。 

 

 
図 5.11 COMSET*制御 

 
図 5.12 SET*および室内温度と床内部温度の変動（3 日間）  
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4.3 省エネルギー性能評価 

図 5.13 に，空調方式および姿勢の違いによる LDK の熱負荷の経時変化を示す（床暖房につい

ては 10 分間隔の出力の 1 時間の積算値）。また，図 5.14 に LDK の 1 月の期間暖房負荷の積算値

を示す。床暖房負荷は，エアコン暖房と比較して立位（接触なし/あり）と座位（接触あり）でそ

れぞれ約 0.9GJ，約 1.2GJ，約 2.2GJ 減少している。床暖房による人体の温熱感は，エアコンによ

る暖房とは明らかに異なるため，床暖房の熱負荷計算には接触熱伝導や人体各部位の長波放射の

影響を考慮する必要があり，その場合には一般的な空調暖房負荷より，省エネルギーを達成でき

る可能性がある。本建築モデルでは，接触熱伝導を考慮して人体の温熱感で暖房制御することで，

床暖房の熱負荷はエアコンより約 58.6%も削減された。 

省エネルギー基準で定められている“対流型暖房に対する床暖房の熱負荷低減率 R”は 0.9 であ

るが（第 5 章 1.1 参照），接触熱伝導を考慮した人体モデルを使用して温水床暖房を制御すると，

熱負荷低減率 R は立位で 0.68，座位で 0.41 となった。姿勢の違いはあるものの，床暖房には省エ

ネルギー性が見込めることが分かる。 

 

 
図 5.13 熱負荷 

 

 
図 5.14 期間熱負荷（1 月）  
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5. むすび 

本章では，温水床暖房システムによる室内熱環境への影響を予測するために，温水配管からの

2 次元熱伝導，床温度の上昇にともない発達する対流熱伝達の時変性，放射熱伝達の非線形性を

考慮できるように THERB のアルゴリズムを拡張した。また，建築系（THERB）と人体系（COMSET*）

の連成シミュレーションにより，人体の接触熱伝導を考慮した詳細な熱環境の予測を可能し，床

暖房による温熱感への影響，温熱感を指標として空調制御した場合の熱環境およびエネルギー性

能について検討した。得られた主な結果を以下に列記する。 

 

1) 省エネルギー基準の床暖房計算では，対流型暖房に対する放射型暖房の比により表現される

負荷低減率 R を 0.9 と設定しており，人体の温熱感を簡易に考慮している。ただし，床下へ

の熱損失により室内への放熱量も削減されると仮定するため，パネル上面放熱率をܥ௣௟௡ ≦ 0.9

としてܴ ⁄௣௟௡ܥ は 1.0 以上となる。つまり，床暖房の投入熱量ܳは，対流型暖房の熱負荷ݍ௔௜௥以

上の値となることから，床暖房による熱負荷の削減効果は期待できない。 

2) 床表面温度の上昇にともなう自然対流熱伝達の時変性，吸収係数による室内表面間の相互放

射熱授受，フィン効率による配管部分の 2 次元熱伝導など，詳細な伝熱モデルを THERB に

組み込むことで，床暖房計算を可能とした。 

3) 環境試験室内における実大家屋の床暖房実験を行い，床暖房開始直後の躯体および空気の温

度変化や熱負荷を測定し，THERB の計算値と比較した。床暖房の立ち上がりを早くするホ

ットダッシュ運転，On-Off の時間制御運転，常時稼働運転したいずれの運転条件に対しても

測定値と計算値の誤差はわずかであり，床暖房計算が可能な THERB の計算精度を確認した。 

4) 建築系と人体系の伝熱モデルを連成させることにより，床暖房環境における建築躯体と人体

との接触熱伝導と長波放射受熱の不均一性を考慮した人体温熱感の評価を可能とした。 

5) 接触熱伝導および人体の姿勢，不均一熱放射などを考慮した人体温熱感を指標として床暖房

環境を制御すると，同じ温熱感であれば床暖房の方がエアコン暖房より室温を低下できるた

め，熱負荷を大幅に削減できる可能性があることを明らかにした。 
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記号 

 

 ௙ ：配管の断面積 [m2]ܣ

 ௙ ：フィン表面からの熱コンダクタンス [W/(m2·K)]ܥ

 [ - ] ௣௡௟ ：床暖房パネルの上面放熱率ܥ

 ௪ ：水の比熱 [J/(kg·K)]ܥ

 配管の直径 [m]： ܦ

௟,௝ ：表面ܨ l が表面 j を見る形態係数 [ - ] 

݃ ：重力加速度 [=9.8m/s2] 

Gr ：グラスホフ（Grashof）数 [ - ] 

 ௣ ：配管内乱流熱伝達率 [W/(m2·K)]ܭ

 ௙ ：配管の長さ [m]ܮ

,௖ܫܮ  [ - ] ௙ ：照明および器具と人体からの長波放射成分ܪܮ

l ：代表長さ [m] 

Nu ：ヌセルト（Nusselt）数 [ - ] 

P ：配管の周長 [m] 

Pr ：プラントル（Prandtle）数 [ - ] 

 ௔௜௥ ：対流型暖房の供給熱量 [W]ݍ

 ௙ ：温水の供給流量 [m3/s]ݍ

ܳ ：床暖房（温水）の供給熱量 [W] 

R ：対流型暖房に対する放射型暖房の負荷低減率 [=0.9] 

Ra ：レイリー（Rayleigh）数 [ - ] 

ܴ௕ ：管内表面から管外表面までの単位長さ当たりの熱抵抗 [m2/(W·K)] 

ܴ݁ ：レイノルズ（Reynolds）数 [ - ] 

ܵ ：表面の面積 [m2] 

 配管の厚み [m]： ݐ

௦ܶ ：表面温度 [K] 

௠ܶ ：各材料の温度 [K] 

௪ܶ ：管内の温度 [K] 

௪ܶ௦ ：供給温水の温度 [K] 

∆ ௔ܶ ：表面と空気の温度差 [K] 

௪ܸ ：管内の水量 [m3] 

 配管ピッチ [m]： ݓ

 ௖ ：対流熱伝達率 [W/(m2·K)]ߙ

 膨張係数 [1/K]： ߚ

 [ - ] 表面の長波放射率： ߝ

 [ - ] ௙ ：フィン効率ߟ

 流体の熱伝導率 [W/(m·K)]： ߣ
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 ௙ ：配管の熱伝導率 [W/(m·K)]ߣ

 ௪ ：水の熱伝導率 [W/(m·K)]ߣ

ν ：動粘性係数 [m2/s] 

 ௪ ：水の比重 [kg/m3]ߩ

 

 

注釈 

 

注1) 基準達成率は以下の式により求められる。基準達成率の基準は 100%以上である。 

 

 

ここで，Eh は暖房設備，Ec は冷房設備，Ev は換気設備，El は照明設備，Ew は給湯設備，Es

はエネルギー利用効率化設備およびコージェネレーションによるエネルギー消費削減量である。 

 

注2) 基準一次エネルギー消費量とは，「住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主

等及び特定建築物の所有者の判断の基準」，「住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関す

る設計，施工及び維持保全の指針」に基づく断熱性能および日射遮蔽性能を有する外被に，

標準的な暖冷房設備，照明設備，給湯設備を設置した場合の一次エネルギー消費量の合計

から 10％削減した値である。つまり，平成 11 年基準（次世代省エネルギー基準）の断熱

性能と標準的な設備を有する住宅の一次エネルギー消費量の 0.9 倍とした値であり，性能

と設備を含めた総合的な建築エネルギー評価の指標である。 

 

注3) 上面放熱率は表 5.5 により決定される。パネル上下の空気温度を同じと見なすため，上面

放熱率は床部材の熱抵抗値（床下の断熱材の種類と厚さ）に応じて一意的に定まる。 

 

表 5.5 パネル上面放熱率 

床下側断熱材の熱抵抗値 K [m2/W] パネル上面放熱率 

0.44 未満 0.70 

0.44 以上 0.66 未満 0.75 

0.66 以上 1.00 未満 0.80 

1.00 以上 0.62 未満 0.85 

1.62 以上 0.90 

 

基準達成率ሾ%ሿ＝
基準一次エネルギー消費量ൣܬܩ/世帯・年൧

特定の一次エネルギー消費量ൣܬܩ/世帯・年൧
ൈ 100    		

ൌ
ሺ݄ܧோ ൅ ோܿܧ ൅ ோݒܧ ൅ ோ݈ܧ ൅ ோሻݓܧ ൈ 0.9

݄ܧ ൅ ܿܧ ൅ ݒܧ ൅ ݈ܧ ൅ ݓܧ െ ݏܧ
ൈ 100 

(5.24)
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第 6 章 総括  

 

1. 結論  

本研究では，建築に係る熱と水分と空気の複合移動を非平衡熱力学に基づき詳細に数

理モデル化することにより，建築外被の温湿度および建築全体の熱環境の予測精度を格

段に向上した数値シミュレーションソフトを開発した。また，それらを使用して熱橋部

位を含む外壁および窓枠の防露性能，および躯体の吸放湿が室内の恒温恒湿性能に及ぼ

す影響について評価した。さらに，建築系と人体系の伝熱モデルを連成することにより，

室内温湿度，不均一熱環境，人体の姿勢および接触熱伝導が温熱感に及ぼす影響を予測

するとともに，人体の温熱感を基に空調制御した場合の建築熱環境や省エネルギー効果

について解析した。  

以下に，各章ごとに得られた知見をまとめて総括とする。  

第 1 章では，研究の目的，既往の研究とその課題，本論文の構成と概要について述べ

た。  

第 2 章では，1 次元あるいは 2 次元の非定常熱・水分複合移動計算に基づく建築外被

の温湿度解析ソフト「Hygrabe」を開発した。Hygrabe は，熱と水分の保存則から成る非

平衡熱力学モデルである。Hygrabe および既存の防露評価方法を使用して，外壁および

熱橋部位の温湿度を予測し，表面・内部結露の判定結果について比較検討した。  

外壁の防露評価方法には，冬季の表面結露と内部結露の判定を目的とした国際基準

「 ISO 13788」と国内基準「省エネルギー基準」がある。いずれも 1 次元定常計算に基づ

くため，熱橋部位の結露や躯体材料の非定常な熱・水分移動（温度上昇による材料から

の放湿）が原因となる夏季内部結露には対応していない。両者の計算理論は同じである

が，室内温湿度の設定条件や結露（あるいは湿害）の判定条件が異なる。 ISO 13788 は

室内湿度を高く設定するため結露判定は安全側になるが，結露しても年間を通して蒸発

すれば許容されることから，カビや耐久性などの湿害に対しては危険側に判定する場合

がある。これに対して，省エネルギー基準は相対湿度 98%未満を防露条件とし，僅かな

結露も発生しないように判定している。ただし，躯体材料の吸放熱と吸放湿を考慮した

Hygrabe による非定常計算と比較すると，いずれも安全側の結果となる。この理由は，

躯体材料は熱・水分容量を有し，時間遅れをともない熱・水分流を生じるので，蓄熱蓄

湿が結露防止のバッファーとなるためである。  

これらの冬季結露の有無に関する評価結果は概ね同じであるが，Hygrabe の計算では

夏季内部結露の危険性が示唆された。 ISO 13788 と省エネルギー基準は夏季内部結露の

判定は不可能であり，冬季結露は防止できても夏季結露が発生する危険性があることか

ら，日本のような期間蒸暑地域では通年に亘る湿害評価のために非定常計算を導入する

必要があることを明らかにした。  

また，冬季は熱橋に結露発生することが多いが，1 次元計算の ISO 13788 と省エネル

ギー基準では判定できない。結露発生し易い窓枠熱橋を対象として測定値と計算値を比

較することで，Hygrabe は熱橋部位の温湿度分布も精度よく予測できることを示した。
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さらに，樹脂サッシとアルミ樹脂複合サッシを例に温湿度変動を解析して，サッシ構造

の違いにより防露可能な地域が異なることを明示し，地域に適する躯体構成について検

討するには，多次元の熱・水分複合移動解析を要することを示した。  

第 3 章では，壁体の熱・水分複合移動を含む建築全体の温湿度変動を正確に予測する

ため，建築伝熱現象を忠実に再現可能で熱・水分・空気の連成を考慮した汎用的な熱環

境・熱負荷解析ソフト「THERB」を開発した。また，THERB を使用して，内装材に厚

板赤松を用いた戸建住宅の恒温恒湿性能について解析した。  

まず，調湿性能評価基準「湿度応答法（JIS A 1470-1）と温度応答法（JIS A 1470-2）」

に準拠した環境試験室実験とそれらの実験条件に基づいた数値計算を行い，厚板赤松の

吸放湿特性および数値計算に使用する熱・湿気物性値と計算精度について検討した。厚

板赤松は温度変化に対する調湿性能に優れること，THERB は吸放湿性状を精度よく再現

できることを明らかにした。次に，厚板赤松を内装材に使用して戸建住宅（明石市と加

古川市に各 1 棟）を建設し，通年に亘り室内温湿度を実測した。両棟ともに，室内温湿

度は 16℃～32℃，40%～75%の範囲を緩やかに変動し，恒温恒湿性能に優れることを示

した。実測住宅を対象として数値計算も行い，THERB の高い計算精度を確認した。さら

に，数値シミュレーションにより蓄熱と調湿に係わるパラメータ感度解析を行い，厚板

赤松の吸放熱と吸放湿が夏季の高湿化と冬季の過乾燥を緩和していること，高湿環境を

抑制することで温熱感が改善されること，などを明らかにした。  

THERB は，熱力学エネルギーに基づく建築躯体の熱・水分移動計算，無次元整理式に

よる部位ごとの熱・水分伝達の時変性，内外表面における厳密な日照・日影部位の幾何

学計算，Multi-layer window model による窓面透過日射と室内表面間の多重反射・吸収計

算，放射熱伝達の非線形性と室内表面間の長波放射熱授受，Network airflow model によ

る自然・強制換気計算，などの特徴を有するため，従来の断熱気密化による居住環境お

よび省エネルギー性の改善という一元論ではなく，自然エネルギーや蓄熱・調湿性能を

利用したパッシブ・ヒーティング＆クーリング技術などの幅広い検討が可能となる。  

第 4 章では，建築系「THERB」と人体系「SET*，COMSET*」の伝熱モデルを連成す

ることで，室内温湿度，周囲からの不均一な熱放射，局部的な人体の接触熱伝導が温熱

感に及ぼす影響について推定し，定常および非定常に変化する建築環境の熱的快適性を

評価できるようにした。  

エアコン暖房あるいは床暖房について温熱感に関する既往の調査結果と人体熱収支モ

デル「COM」の計算結果を比較して，両者には人が快適と感じる空気温湿度に大差ない

ことを確認し，COM による温熱感評価の妥当性について検証した。また， SET*と

COMSET*は，均一熱環境の中低湿域（80%以下）ではほぼ等しく空気温度と同じ値とな

るが，高温高湿域（28℃，80%以上）においては COMSET*の方が湿度（蒸し暑さ）に

対して敏感で高い値になることを示した。床暖房を想定した不均一熱環境では，周囲温

度が低くなると床からの熱放射の影響が顕著になるため，足元の熱放射現象を再現でき

る多質点系の COMSET*の方が単質点系の SET*より高い値になることを示した。さらに，

COM を改良して床への接触面と非接触面においてそれぞれ熱・水分収支を立てることで，
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不均一熱放射のみならず姿勢の違いによる接触熱伝導の影響も考慮した実際的な温熱感

を表現可能にした。接触面の熱伝導は，非接触面の対流・放射熱伝達に比べて単位面積

あたりの熱流が大きいため，接触面積の広い座位姿勢では，接触熱伝導の有無により

COMSET*に約 8℃もの差が生じ，床暖房の効果が顕著に表れることを明らかにした。  

第 5 章では，温水床暖房システムによる室内熱環境への影響を予測するため，THERB

のアルゴリズムを拡張し，温水配管からの 3 次元熱伝導，床温度の上昇にともない発達

する対流熱伝達の時変性，放射熱伝達の非線形性を考慮できるようにした。また，建築

系と人体系の連成シミュレーションにより，床暖房による温熱感への影響を解析し，熱

的快適性に基づいて暖房制御した場合の省エネルギー性について考察した。  

環境試験室において実大家屋を使用した温水床暖房実験を行い，床暖房開始直後の躯

体および空気の温度変化や熱負荷を測定し，THERB による計算結果と比較した。床暖房

の立ち上がりを早くするホットダッシュ運転，On-Off の時間制御運転，常時稼働運転で

実験を行い，THERB はいずれの運転条件に対しても温度および熱負荷の測定値を高い精

度で捕捉することを示した。フィン効率による 2 次元熱伝導，Grashof 数を関数とする無

次元自然対流熱伝達，Gebhart の吸収係数による室内表面間の相互放射熱授受などの計算

方法の妥当性について検証した。  

なお，省エネルギー基準では，床暖房の熱負荷はエアコン暖房に比べて低減される（負

荷低減率 R=0.9）と仮定しているが，床下への熱損失を考慮して室内への放熱量も削減

される（放熱率 C≦0.9）と仮定するため，床暖房による熱負荷の削減効果は期待できな

い（R/C≧1.0）。しかし，省エネルギー基準の標準住宅モデルを対象として数値シミュレ

ーションを行った結果，不均一熱放射や接触熱伝導を考慮して人体の温熱感に基づいて

室内を暖房制御した場合には，同じ温熱感であれば床暖房の方がエアコン暖房より室温

を低下できるため，熱負荷を大幅に削減できる可能性があることを明らかにした。  
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2. 今後の課題および展望  

本論文は，建築に係る詳細な伝熱モデルに基づき熱環境・熱負荷を予測できる建築系

と，不均一熱放射および接触熱伝導も考慮できる人体系を連成し，蓄熱や調湿などのパ

ッシブ手法，床暖房などのアクティブ手法について非定常に室内温熱環境の評価を行っ

たものである。  

人体熱収支計算モデルの検討では，四肢の血流を含む COM を採用したが，さらに詳

細計算するために人体末梢部位の AVA 血管を考慮した JOS に更新して連成計算する予

定である。人体の末梢部位の血管を考慮することにより，精緻な人体生理量を把握でき

ると考えられる。  

提案した建築の数値シミュレーションソフトは空間（ゾーン）あるいは壁表面の収支

点を単質点系としてとらえた Macro モデルであり，大空間における温湿度分布，躯体へ

の日射受熱による吸放湿の影響などについて検討できていない。これらの要因について

詳細検討するためには，Macro モデルから空間あるいは壁体表面を細分割化できる Meso

モデルへ拡張する必要がある（図 6.1 参照）。ここで，Meso モデルとすることでゾーン

間の移流量が問題となるが，THERB の計算結果を数値流体解析（CFD）の境界条件とす

ることにより連成計算を可能とする（図 6.2 参照）。  

今後，省エネルギーのための各種手法（全館空調システム，太陽熱利用，潜熱蓄熱材

の利用）の発展が望まれ，環境計画の際には建築および人体を詳細に再現し新たな手法

を採用した建築の温湿度環境を包括的に評価できるプログラムが求められるだろう。本

論文で開発した THERB および Hygrabe がその一端を担えれば幸いである。これからも

更なる精度向上を図るべく研究を進めていく予定である。  

 
（a）Macro モデル  （b）Meso モデル  

図 6.1 空間および躯体の熱・水分収支  

 
（a）Meso モデル  （b）Micro モデル（CFD）  

図 6.2 ゾーン間の移流量の計算方法  
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第1章 序論 
建築の熱環境・熱負荷解析ソフトの開発およびパーソ

ナルコンピュータの普及と高性能化により，非定常伝熱

理論を基に任意に変化する外界気象（離散値）を入力条

件として，空間および躯体の温湿度や熱負荷を動的に計

算することが可能となった。各ソフトは，普及型を目指

して操作性に重点を置いたものや，計算精度の向上を目

指して物理現象の再現を重視したものなど，その開発コ

ンセプトに応じて，最大熱負荷および期間熱負荷の計算，

空気調和設備の最適設計，建築の耐久性，健康性，省エ

ネルギー性などの予測評価を目的としている。日本建築

学会における最近の研究では，HASP / ACLD1）（空気調

和・衛生工学会），BEST2）（建築環境・省エネルギー機

構），SMASH3）（建築環境・省エネルギー機構），EESLISM4）

（工学院大学），LESCOM5）（東京理科大学），MARBLE6）

（積水ハウス），TRNSYS7）（Wisconsin 大学），TrP8）（九

州大学）などが使用されている。これらのソフトの多く

は，貫流熱負荷や透過日射熱負荷などの計算方法に，対

流と放射による熱伝達を総括した総合熱伝達や，標準と

する普通透明板ガラスに対する実際の日射取得熱量を割

合で表す日射遮蔽係数など，旧来の簡易な伝熱モデルを

採用している。また，建築系の伝熱のみが解析対象のた

め，躯体の吸放湿の影響は考えられていない。したがっ

て，従来の計算モデルでは，省エネルギー化のための新

たな手法として提案されている躯体蓄熱・調湿，放射暖

冷房や床吹出し空調，ダブルスキンなどのパッシブ/アク

ティブ手法について詳細に検討することは困難である。

また，これらのソフトは，熱負荷計算を目的として空調

時は室内を設定温湿度に制御するため，快適性や省エネ

ルギー性を評価するにしても人体の影響は無視しており，

在室者の温冷感に基づく室内環境制御は不可能である。 

本研究では，建築熱環境シミュレーションに必要な熱

伝導，熱対流，熱放射に関する伝熱理論（数理モデル）

について，建築物理に則った詳細計算法のアルゴリズム

を整理・検証し，建築全体の熱・水分・空気の複合移動，

空間および躯体の温湿度分布，人体熱収支モデルに基づ

く温熱指標を連成計算することで，不均一熱環境下にお

ける居住性能も予測可能な数値シミュレーションソフト

THERB を開発した。また，建築の高耐久化を目指して

建築外被や熱橋部位の温湿度挙動について検討するため，

建築外被の 1 次元および 2 次元温湿度解析ソフト

Hygrabe を開発した。これらソフトを使用して，外壁お

よび窓枠熱橋の防露評価，自然エネルギーや躯体の蓄

熱・調湿性能などを利用した建築の温湿度環境を予測す

る。さらに，建築系と人体系の伝熱モデルを連成させる

ことで，蒸暑環境および不均一熱環境の評価を行う。特

に，温水床暖房を例に接触熱伝導を考慮した人体の温熱

感に基づく熱環境と省エネルギー性能について検討する。 

第2章 建築外被の熱・水分複合移動解析と防露評価 
2.1 建築外被の非定常温湿度解析ツール 

建築外被の温湿度変動および防露性能を評価するため

に，1 次元あるいは 2 次元の非定常熱・水分複合移動計

算に基づく建築外被の温湿度解析ソフト「Hygrabe」を

開発した。本ソフトに採用した熱・水分複合移動モデル

「P-model」は，エネルギーと水分の保存則から成る非平

衡熱力学モデルであり，水分流の駆動力として応力の影

響を考慮した熱力学エネルギー（水分ポテンシャル）を

用いることに特徴がある 9）。これにより，水分伝導（躯

体内部の水分移動）と水分伝達（空間と躯体の間の水分

移動）に係わる温度・濃度・圧力等の駆動力は統一化さ

れて同次元で表現される。水分流は水分ポテンシャル勾

配のみに支配されるため現象を理解しやすい。 

式(1)と式(2)に，建築外被の熱・水分複合移動方程式を

示す。 

 熱収支 
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2.2 建築外被の1次元熱・水分複合移動による防露計算 

建築外被の防露計算方法には，表面結露と内部結露の

判定を目的とした国際基準「ISO 13788」および国内基準

「省エネルギー基準」がある 10），11）。これらの既存の防

露評価基準の計算条件および結果を比較している。 

2.2.1 定常伝熱計算による表面結露の防露判定 

表 1 に，ISO 13788 と省エネルギー基準の表面結露の

計算条件および判定基準を示す。ISO 基準の室内表面の

許容最低温度（露点温度）は室内温湿度の1.25倍と仮定

している。一方，省エネルギー基準は露点温度を4.7℃（温

度15℃，相対湿度50%）と低く設定している。 

図1に，IBECの標準壁体 12）を対象とした両基準にお

ける壁体表面温度と露点温度を示す。各基準ともに内表

面温度は露点温度より高くなる。ISO 基準より省エネル

ギー基準の方が室内湿度の設定条件が低く，結露判定を

危険側（結露しない）に見積もる傾向にある。 

2.2.2 定常伝熱計算による内部結露の防露判定 

表 2 に，ISO 13788 と省エネルギー基準の内部結露の

計算条件および判定基準を示す。ISO 基準は年間結露蓄

積量，省エネルギー基準は壁体内部境界の水蒸気圧によ

り結露判定する。 

図 2 に ISO 基準における壁体内部の結露蓄積量，図 3

に省エネルギー基準における壁体内部の水蒸気圧分布（I

地域）を示す。両基準ともに IBECの標準壁体を対象と 



表1 定常伝熱計算による表面結露の防露判定 

 ISO 13788 省エネルギー基準 

計算期間 年間 冬季 

計算地域 I地域～VI地域 I地域～VI地域 

外気条件 月平均外気温湿度 最寒月の日最低気温の平均値

室内条件 
外気温度を基準として 

室内発湿量を加算 
温度15℃，相対湿度50% 

評価基準 

結露防止 

最大設計温度係数 frsi,max ≦

壁体の温度係数 frsi 

壁体表面温度Tsi ≦ 

露点温度Tsi,min 

 
（1）ISO 13788 

 
（2）省エネルギー基準 

図1 各地域における壁体表面温度と露点温度 

 

している。ISO 基準は室内発湿を設定する際に外気温度

を基準としており，外気温度が20℃以上になる蒸暑地域

には不向きなこと，結露しても年間を通して蒸発すれば

許容されることから，壁体内部のカビの発生および躯体

の耐久性能などを考慮すると危険な判定となる場合があ

る。また，両基準ともに，躯体材料の非定常な熱・水分

移動が原因となる夏季内部結露の計算には対応していな

い。 

2.2.3 非定常伝熱計算による内部結露の防露判定 

表3に，非定常伝熱計算を用いた内部結露の判定基準

を示す。非定常伝熱計算では，年変動および日変動を考

慮した実際的な吸放熱や吸放湿を計算している。計算は

7月1日から開始し，結果が周期定常に達するまで行う。

室内の温度は年間周期変動，湿度は60%一定とする。 

図4に，壁体内部（冬：室外側，夏：室内側）の相対

湿度の時間累積率を示す。冬季に内部結露しない壁体仕

様（防湿シートあり）において，温暖地域では夏季の内 

表2 定常伝熱計算による内部結露の防露判定 

 ISO 13788 省エネルギー基準 

計算期間 年間 冬季 

計算地域 I地域～VI地域 I地域～VI地域 

外気条件 月平均外気温湿度 最寒月平均温度，相対湿度70%

室内条件
外気湿度を基準として 

室内発湿量を加算 
温度10℃，相対湿度70％ 

評価基準

結露防止
年間結露蓄積量＝0 

水蒸気圧P ＜ 

飽和水蒸気圧Ps 

 
図2 ISO 13788における壁体内部の結露蓄積量 

 

（1）防湿シートなし （2）防湿シートあり 
図3 省エネルギー基準における壁体内部の水蒸気圧分布 

 

部結露が発生している。多様な気候を有する日本におい

ては，温度上昇による材料からの放湿を考慮できる非定

常計算を要する。 

2.3 窓枠熱橋の2次元熱・水分複合移動による防露計算 

建築外被は材料（製品）・構法・施行精度の向上により

飛躍的に断熱気密されており，省エネルギー基準などの

施行により壁体や窓ガラスにおける表面および内部結露

は概ね防止されている 13）。しかし，窓枠の断熱気密性能

はその他部位に比べて劣るため，熱橋および冬季結露の

原因となることが多い。しかし，1 次元定常伝熱計算を

対象としている既存の防露評価基準（ISO 13788 と省エ

ネルギー基準）では，窓枠の防露判定はできない。そこ

で，非定常温湿度解析ソフトHygrabe を 2 次元に拡張す

ることにより，窓枠熱橋の温湿度変動を解析する。 

2.3.1 数値シミュレーションの計算精度 

図5と表4に，環境試験室実験の模式図および実験概

要を示す。Low-E複層ガラスを使用したアルミ樹脂複合 
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表3 非定常伝熱計算による内部結露の防露判定 

計算期間 年間 

計算地域 I地域～VI地域 

外気条件 拡張アメダス気象データ 

室内条件 

年間周期定常 
温度： 

௥ܶ ൌ 7.0 ݏ݋ܿ
௥ܦሺߨ2 െ 212ሻ

365
൅ 20.0 

相対湿度：60%一定 

評価基準結露防止 壁体内部の相対湿度 RH ＜ 98% 

 
（1）冬季 （2）夏季 

図4 壁体内部湿度の時間累積率（防湿シートあり） 

 

構造および樹脂構造の窓試験体（外枠寸法：縦100cm×

横 80cm）を作成し，小型模型室（外形寸法：縦 130cm

×横 110cm×奥 70cm）に設置した。小型模型室を環境

試験室内に設置することにより，屋内と屋外の温湿度環

境を模擬した。小型模型室と環境試験室の温湿度をそれ

ぞれ20℃・50%，0℃・40%で一定に保ち，壁体および窓

の温湿度が定常に達するまで測定した。図6に，環境試

験室における測定結果と実験と同条件で計算した計算結

果（括弧内）を示す。測定値と計算値の部位毎の温湿度

は，アルミ樹脂複合サッシおよび樹脂サッシいずれもよ

く一致している。 

2.3.2 壁体内およびサッシの温湿度解析 

図7に，アルミ樹脂複合サッシと樹脂サッシの各地域

における内部温湿度の時間累積率を示す。室内温度は，1

月1日を基準とした周期定常 11），室内湿度は60%一定と

する。気温の低い盛岡と仙台は内部温度も低く，両地域

で 5℃以下になる割合はアルミ樹脂複合サッシでは 95%，

87%，樹脂サッシでは 78%，42%にもなる。盛岡と仙台

は内部湿度が高く，特にアルミ樹脂複合サッシはほぼ飽

和状態となる。樹脂サッシの内部湿度は RH90%以上と

なるものの，飽和には至らずアルミ樹脂複合サッシに比

べ低い。東京でもアルミ樹脂複合サッシは RH90%以上

を示す割合が 57%と高いのに対して，樹脂サッシは

RH88%以下に保たれている。福岡ではアルミ樹脂複合サ

ッシでも概ね RH90%以下となるが，樹脂サッシは

RH80%以下にさらに低下している。サッシ構造の違いに

より防露可能な地域は異なることから，各地域に適した

躯体構成について検討するには，多次元の熱・水分複合

移動解析を要する。 

 
図5 環境試験室実験の模式図 

表4 実験概要 

模型箱 寸法 縦130cm×横110cm×奥70cm 

窓試験体 

寸法 縦100cm×横80cm 

窓ガラス Low-e複層ガラス 

窓枠 
アルミ樹脂サッシ 

樹脂サッシ 

温湿度設定 
環境試験室 20℃，50% 

模型箱 0℃，40% 

 
（1）アルミ樹脂複合サッシ 

 
（2）アルミ樹脂複合サッシ 

図6 測定値と計算値の比較 

 
（1）温度 （2）相対湿度 

図7 冬季の内部温湿度の時間累積率 
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第3章 建築全体の熱・水分・空気複合移動解析

と温湿度環境評価 
3.1 建築全体の熱環境解析ツール 

本研究で提案する熱環境解析ツール「THERB」は，多

数室を対象とした温湿度（空気温湿度と躯体温湿度）・体

感指標（PMV，SET*など）・熱負荷の動的計算ソフトで

あり，躯体の伝導計算には，熱・水分移動複合移動モデ

ル「P-model」を適用している（図8参照）。式(3)と式(4)

に，空間の熱・水分収支式を示す。 

 熱収支 

௩ܸ௢௟ ∙ തതതߛܿ
݀ܶ
ݐ݀

ൌ෍ ௝ܵ ∙ ௖,௝൫ߙ ௦ܶ,௝ െ ܶ൯
௝

൅ ௩ܸ௘௡

∙ ሺߛܿ ௢ܶ െ ܶሻ ൅  ௛ݍ
(3)

 水分収支 

௩ܸ௢௟
௪,௔ߛ݀ ∙ ߤ

ݐ݀
ൌ෍ ௝ܵ ∙ ௪,௝ߤᇱఓ,௝൫ߙ െ ௪,௔൯ߤ

௝

 

																									൅ ௩ܸ௘௡൫ߛ௪,௢ ∙ ∗௢ߤ െ ௪,௔ߛ ∙ ௔൯ߤ ൅  ௪ݍ
(4)

THERB はマルチゾーンモデルであり，室（空間）は

建物の入力モデルに応じて居室（小屋裏，床下，階間懐，

階段室を含む）あるいは空気層（並行平板に挟まれたス

ペース）として任意に分割できる。THERB の特徴を以

下に列記する。 

1. 躯体を含む建築全体の熱・水分・空気移動の連成計算 

2. 温湿度およびPMVによる空調制御 

3. 対流による熱・水分伝達の時変性 

4. 無次元整理式を用いた部位ごとの熱・水分伝達率（自

然・強制対流）の計算 

5. 内外表面における厳密な日照・日影部位の幾何学計算 

6. Multi-layer window modelによる窓面透過日射量の計算 

7. 室内表面における透過日射量の多重反射 

8. 放射熱伝達の非線形性 

9. 室内表面間の長波放射熱授受 

10. Network airflow modelによる自然・強制換気の計算 

 

 
図8 建築の熱・水分・空気の複合移動 

3.2 数値シミュレーションの計算精度 

厚板赤松を内装材に使用し，その温湿度特性（蓄熱・

調湿）を利用した実在の戸建住宅の熱環境を測定した結

果と THERB の計算結果を比較する。また，吸放湿性能

試験で行った湿度応答法と温度応答法について計算値と

実測値を比較することで，THERB の計算精度および厚

板赤松の温湿度特性について検討する。 

3.2.1 湿度応答法と温度応答法の数値計算 

図9～図12に，湿度応答法 14）および温度応答法 15）の

試験概要と環境試験室の温湿度条件を示す。湿度応答法

は，風防を設けた環境試験室に試験材料を暴露し，温度

一定条件の下で湿度を周期的に変化させて，試験材料の

重量変化を測定することで湿度励振に対する吸放湿性能

（単位面積当たりの3・6・12時間の吸湿量）を評価する

方法である。温度応答法は，断湿された模型箱の中に試

験材料を設置し，模型箱周囲（環境試験室）の温度を周

期的に変化させることで模型箱に温度励振を与え，模型

箱内の容積絶対湿度の変化を測定して温度励振に対する

試験材料の吸放湿性能（容積絶対湿度と温度の変化量の

割合から算出される温度応答吸放湿量）を評価する方法

である。 

計算に使用した入力条件は試験条件と同じである。い

ずれの試験も中湿域を対象とし，材料（厚板赤松）の周

囲と裏面は断湿されているため，厚板赤松の熱・水分複

合移動は気相水分流のみを考慮した1次元計算とした。

湿度応答法については，周囲空気の湿度励振に対する厚

板赤松の温湿度変化（吸放湿にともなう水分重量の変化）

を計算した。温度応答法については，周囲空気の温度励

振に対する模型箱全体の温湿度（厚板赤松の温湿度を含

む）を計算した。表5に，計算に用いた赤松および石膏

ボードの温湿度物性値 16）を示す。いずれの試験も中湿域

を対象としているため，各物性値（比熱，比重，熱伝導

率，水分容量，水分伝導率）は一定とした。 

 

 
図9 湿度応答法の試験概要   図10 湿度応答法の試験条件 

 
図11 温度応答法の試験概要  図12 温度応答法の試験条件 

0 6 12 18 24
40

50

60

70

80

0

10

20

30

40

相
対

湿
度

[%
]

温度

温
度

[ ℃
]

時間[h]

相対湿度

0 6 12 18 24
10

15

20

25

30

35

30

40

50

60

70

80

温
度

[ ℃
]

温度

相
対

湿
度

[%
]

時間[h]

相対湿度



表5 温湿度に係わる物性値 

試料 
熱伝導率 

W/(m2·K) 

比熱 

J/(kg·K) 

比重 

kg/m3 

水分伝導率 

kg/(m·s·Pa) 

水分容量 

kJ/kg 

赤松 0.120 1880.0 420.0 1.19×10-10 3.06×10-4 

石膏 

ボード 
0.241 870.0 700.0 2.13×10-11 3.34×10-5 

 
図13 湿度応答法の計算値と測定値 

 
図14 温度応答法の計算値と測定値 

 

図13と図14に，湿度応答法と温度応答法の計算値と

実測値を示す。湿度応答法については吸放湿にともなう

厚板赤松の水分重量変化，温度応答法については模型箱

内の空気温湿度を示す。湿度応答法は放湿過程において

計算値と実測値に誤差がみられる。計算に使用した物性

値は文献からの引用値であるため，この誤差は水分伝導

率，水分容量（平衡含水率），吸放湿のヒステリシスなど

に起因すると考えられる。しかし，4 日間の吸湿量の積

算誤差は 6.7%，放湿量の積算誤差は 8.2%であり，概ね

計算値は実測値を捕捉している。一方，温度応答法につ

いては，計算値と実測値はよく一致している。 

3.2.2 実測住宅の数値計算 

写真1，2と図15に，対象住宅の外観と内観および平面

図を示す。建築モデルは，兵庫県明石市に建設された木

造戸建住宅である。室内の恒温性と恒湿性を考慮して，

内装はほぼ全面を蓄熱と調湿に優れる赤松（壁・天井・

屋根：30mm 厚，床：30mm 厚の 2 枚重ね）で仕上げ，

窓には樹脂サッシ製 Low-E トリプルガラスを使用して

いる。外断熱構法と基礎断熱工法，および第3種機械換

気を採用し，次世代省エネルギー基準に準拠している。

計算には3週間の助走期間を設け，計算開始時の外気温

湿度を建築各部の温湿度の初期値とした。計算に使用し

た気象データは，1時間間隔の観測値である。 

 
写真1 外観 写真2 内観 

 
（1）1階 （2）2階 

図15 平面図 

 
（1）吸放湿あり 

 
（2）吸放湿なし 

図16 室内温湿度の計算値と測定値 

 

図16に中間季（10月14日～18日）における室内温湿

度（1 階 LD と 2 階主寝室）の実測値と計算値（吸放湿

の有無）を示す。吸放湿を考慮した場合は，空気温度，

相対湿度，絶対湿度のいずれも，計算値は実測値とよく

一致している。一方，吸放湿を考慮しない場合は，特に
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相対湿度と絶対湿度に大きな誤差が生じている。また，

吸放湿の有無により空気温度にも違いがあり，吸放湿を

無視した場合には吸脱着熱が考慮されず室温にも誤差を

生じている。 

 

第4章 建築系と人体系の熱収支モデルの連成 
4.1 人体熱収支モデルCOMSET*の概要 

建築系の数値計算ソフト THERB と人体系の伝熱モデ

ルCOM（Complex Thermal Environment Comfort Model）

を連成させることで，不均一熱環境下および局部的な接

触熱伝導を考慮した温熱環境の予測が可能になる。人体

熱収支モデルCOM（図17，図18参照）は，詳細な四肢

血流モデルを含む，人体熱数値計算モデルである 17）。人

体をCore層とSkin層からなる17のSegmentに分類する

ことで，59点の血流や皮膚の温度分布を精度良く予測で

きる。ここでは，人体各Segmentを角柱モデルとして，

各Segmentの四面が壁体内表面を見る形態係数とその表

面温度から人体への長波放射熱を求めた。なお，本来の

COM は接触による熱伝導は考慮していないが，新たに

伝導による収支点を作成し，人体と接触部位の熱収支を

同時に解くことで，人体接触部から躯体への熱伝導も非

定常に連成して COMSET*の計算に反映させた（図 19

参照）。 

4.2 定常状態における人体の温熱環境評価 

4.2.1 熱環境評価指標SET*とCOMSET*の比較 

図20に，均一熱環境下（床・壁・天井温度がいずれも 

 

 

図17 人体の分割 

 
図19 人体と接触部位（躯体）の熱収支 

10～30℃）および不均一放射環境下（床は30℃，壁・天

井は 10℃～30℃）における SET*と COMSET*の計算値

を示す。均一熱環境下では，SET*とCOMSET*は27℃以

下の低湿域から中湿域においてはほぼ同様の値を示して

いる。しかし，27℃以上の高湿域になると，SET*より

COMSET*の方が高く，湿度の影響が大きくなる。一方，

床温を 30℃とした場合の不均一熱環境下においては，

26℃以上では床からの熱放射の影響が相対的に低下する

ため均一熱環境と同様の傾向を示すが，24℃以下では温

度が低くなるにつれて床からの熱放射の影響が顕著にな

り，足元の熱放射を現象に則り再現する COMSET*の方

がより高い値を示す。 

4.2.2 接触熱伝導を考慮した温熱環境評価 

図21に，接触熱伝導の有無および姿勢の違いによる人

体の評価指標（COMSET*とSET*）を示す。周壁面およ

び空気温度を 20℃とした均一熱環境と床温度のみを

30℃とした不均一熱環境において，立位と座位それぞれ

について接触熱伝導の有無を考慮した COMSET*と通常

のSET*を比較する。室内の相対湿度は50%である。 

均一熱環境下では，COMSET*は接触熱伝導の有無に

関わらず SET*とほとんど同じ値であり，20℃程度とな

っている。一方，不均一熱環境下では COMSET*の方が

SET*より高い値となる。接触熱伝導を考慮した場合，立

位は接触面が少ないため僅かに高い程度であるが，座位

では SET*と比較すると 9.2℃も高くなる。なお，

COMSET*の計算において接触熱伝導の有無による差は

座位で7.7℃にもなる。 

 

 
（1）均一熱環境 （2）不均一熱環境 

図20 SET*とCOMSET*の比較 
 

 
図21 接触熱伝導を考慮した温熱評価 

10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30
10

15

20

25

30

35

40% 40%

評
価

指
標

　
[℃

]

R .H
60% 60%
80% 80%

CO MSET * SET*

平均放射温度　［℃］

14 16 18 20 22 24 26 28 30
10

15

20

25

30

35

40% 40%R.H
60% 60%
80% 80%

COMSET * SET*

評
価

指
標

　
[℃

]

平均放射温度　［℃］

均一熱環境 不均一熱環境
15

20

25

30

35

立位（接触なし）

立位（接触あり）

評
価

指
標

　
［
℃

］

SET*

COMSET*： 座位（接触なし）

座位（接触あり）

（1）四肢 

（2）四肢以外 
図18 血流による熱交換 



4.3 非定常状態における人体の温熱環境評価 

4.3.1 計算概要 

図 22 に，計算に使用した建築モデルを示す。建築モ

デルは，南面に幅4m，高さ1mの窓を有する幅4m，奥

行き4m，高さ3mの単数室である。夏季（梅雨季）の室

内湿度の違い，冬季の不均一熱放射が人体温熱感に及ぼ

す影響について検討する。計算期間は，梅雨季（6月11

日～7月31日）と冬季（1月10日～2月10日）である。

梅雨季に自然換気をした場合と，冬季に床暖房あるいは

エアコン暖房により空調した場合の温熱感について評

価する。暖房時のエアコンの室内温湿度の設定値は，床

暖房をしたときに得られた値に合わせている。室内温湿

度を同じ値にすることで，床および周壁からの熱放射の

影響のみが異なることになる。なお，湿度と熱放射の影

響についてのみ検討するため，建築と人体の接触熱伝導

は無視しており，在室者の姿勢は立位，人体の代謝量は

58.2 W/m2，着衣量は0.85 cloとした。 

4.3.2夏季の自然換気による温熱環境への影響 

図23および図24に，大阪と鹿児島のクリモグラフ（拡

張アメダス気象データ・標準年）と梅雨季（6月11日～

7月31日）に自然換気をした場合の外気と室内相対湿度

の時間累積率を示す。高湿となる梅雨季に自然換気をす

ることで，両地域ともに室内相対湿度が80%以上となる

割合は35%を超えている。 

図 25 に，梅雨季の自然換気による室内温度と評価指

標（SET*とCOMSET*）の頻度分布を示す。ここでは， 

 

  
図22 建築モデル 図23 大阪および鹿児島の 

 クリモグラフ 
 

 
図24 外気および室内湿度の時間累積率 

（6月11日～7月31日） 

室内温湿度が 28℃，80%以上の場合を抽出した。SET*

より COMSET*の方が高温域の割合が多い。その傾向は

大阪より高温多湿となる鹿児島において顕著である。詳

細な建築モデルと COM などの人体熱収支モデルを連成

させることで，室内湿度が人体の温熱感に及ぼす影響が

評価されている。 

4.3.3 冬季の床暖房による不均一熱放射の影響 

図26に，空調方式（床暖房とエアコン）の違いによる

評価指標（SET*と COIMSET*）と空気温湿度および床

表面温度を示す。評価指標は，エアコンよりも床暖房の

方が高い。空気温度が同じでもエアコンは床暖房より壁

内表面温度が低くなる。したがって，周壁面からの冷放

射により評価指標は低くなる。床暖房とエアコンの評価

指標の差は最大でSET*は1.1℃，COMSET*は1.9℃にな

る。SET*とCOMSET*を比較すると，両者の違いは床暖

房で大きくなり，COMSET*の方が約 0.8℃高い。SET*

は空間中央において1つの収支点で計算している。これ

に対して，COMSET*は人体を17のSegmentに分割して

各部に熱収支を設け計算している。そのため，COMSET*

は床からの暖放射を受けやすい部位があり，床暖房の効

果が顕著になったと考えられる。 

図 27 に，在室位置の違いによる評価指標（SET*と

COMSET*）および室内温湿度と窓表面温度を示す。人

体の在室位置は南窓から 0.5m（窓近傍），2.0m（中央）

である。評価指標は，南窓の位置から 2.0m 離れた位置

の方が高い。また，0.5mと2.0m地点の評価指標の差を 

 
（1）大阪 

 
（2）鹿児島 

図25 梅雨季の自然換気による室内温度と評価指標の 
頻度分布（6月11日～7月31日） 
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図26 空調方式の違いによる人体温熱感指標への影響 

 
図27 在室位置の違いによる人体温熱感指標への影響 

 

比較すると，COMSET*よりもSET*の方が僅かに大きい。

SET*は建物高さの中央に収支点があり，窓の冷放射を受

け易い。計算に使用した建築モデルは腰壁があるため， 

COMSET*は窓の冷放射の影響の少ない人体部位が存在

する。つまり，詳細な建築モデルと COMSET*などの人

体熱収支モデルを連成させることで，実在環境下での不

均一な温熱環境を評価できる。 

 

第5章 人体温熱感に基づく建築熱環境・ 
省エネルギー解析 

5.1 放射暖房システムの計算方法 

床暖房は，床からの接触熱伝導と不均一熱放射により

温熱感が向上するため，空気加熱による空調より室内を

マイルド暖房できると言われている 12)が，その効果を定

量的に検証した例は見当たらない。 

図28に，温水床暖房の床内部構成を示す。一般的に，

温水床暖房は配管と配管の間にフィン（アルミ箔）を設

置することにより，床表面温度の均一化を図っている。

本計算では，フィン部分の2次元熱移動計算にフィン効

率を採用する。フィン効率とは，フィン表面から伝達さ

れる温水温度がフィンの全表面温度とした場合の伝達熱

量に対して，実際のフィン表面から伝達される熱量の割

合を示したものである。 

 
図28 温水床暖房の床内部構成 

 

THERB では，配管部分と配管内温水をそれぞれ熱収

支部位と仮定して計算し，熱・水分伝導の基礎式にフィ

ン効率を導入している。つまり，フィン効率は供給温水

層の基礎方程式と，供給温水からピッチ部分までの熱平

衡式に導入される。式(8)～式(15)にフィン効率の計算式

と温水式床暖房の床伝熱計算式を示す。 

 フィン効率 
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5.2 環境試験室における温水床暖房実験 

5.2.1 実験および計算の概要 

環境試験室内に建設した実大の実験棟を使用して，床

暖房実験を行った。図29に，実験棟の平面図を示す。床

暖房する室の広さは8畳であり，温水マットを約70%の

割合で敷設している。断熱性能は平成4 年省エネルギー

基準（新省エネルギー基準）相当である。環境試験室内

の温度は5℃一定とし，対象室の床暖房は室温が21℃に 
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図29 実験棟の平面図 

表6 計算条件 

建物の断熱気密性能 平成4年省エネルギー基準相当 

A室の床面積 12.96m2（3.6 m×3.6 m） 

床暖房の敷設面積 2.62 m×3.12 m（床面積の70%） 

配管の直径 0.0098 m 

配管のピッチ 0.075 m 

入力 

データ 

温度 
1分毎の測定値 

（廊下，B室，床下，供給温水） 

供給温水量 1L/min 

床暖房の制御方法 
室内温度が21℃一定となるように供給温

水をOn-Off制御 

 

達した時点で室温を維持するように温水流をON/OFF制

御している。対象室の空気温度（150点），隣室の空気温

度，床表面温度（5点），床下温度，対象室横の廊下温度，

温水温度（往き戻り），温水流量を測定した。なお，実験

開始から1時間はホットダッシュのため，温水往き温度

は80℃，それ以降は60℃に設定している。 

表6に，計算条件を示す。床暖房計算の精度を確認す

るため，ここでは廊下，隣室，床下は1分毎の測定値を

入力条件とした。また，温水の温度と流速も測定値を使

用している。 

5.2.2 温水床暖房計算の精度検証 

図30に，対象室温度と床表面温度，温水温度および熱

負荷の8時間の経時変化と熱負荷の1時間毎の積算値を

示す。床暖房時には空間の鉛直方向に温度分布が生じる

ため，150 点の測定空気温度を体積荷重平均して，バル

ク温度を計算し，これを代表室温とした。室内温度を比

較すると，測定値と計算値はほぼ同じ値を示しており，

床表面温度，温水戻り温度も概ね一致している。また，

ホットダッシュ時およびそれ以降の熱負荷の測定値と計

算値も同じ様に変動している。1 時間毎の熱負荷積算値

で見てみると，測定値と計算値の誤差はわずかである。

いずれの結果に対しても，計算値は高い精度で測定値を

捕捉していると言える。 

5.3 対流・放射熱伝達を考慮した数値シミュレーション 

5.3.1 計算条件および内容 

THERBと総合的快適指標PMVあるいは人体熱収支モ

デル COMSET*を連成させ，温熱感を指標として床暖房

利用環境の熱負荷を算出する。図31に建築モデルを示す。 

 
（1）室内および床表面温度 

 
（2）温水往き・戻り温度 

 
（3）熱負荷の経時変化 

 
（4）熱負荷の積算値 

図30 測定値と計算値の比較 

また，表7に計算条件を示す。計算に用いる建築モデル

は，住宅事業建築主の判断の基準 18）で使用されている省

エネ標準住宅であり，断熱性能は平成4年省エネルギー

基準（新省エネルギー基準）相当とする。床暖房の敷設

面積は 16.8m2（敷設率：約 70%），人体の姿勢は室中央

点においてエアコン時は立位（接触なし），床暖房時は立

位（接触なしとあり）と座位（接触あり）とした。床暖

房は，空調時のCOMSET*（エアコン利用時にPMV≧-0.5

になるように設定）と同じになるように，温水をON/OFF

制御した。床暖房対象室は LDK とし，その他の居室は

エアコンを用いる。対象地域は IV b地域（一例として，

岡山）とし，計算期間は1月である。 
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図31 建築モデル 

表7 計算条件 
計算地域 岡山県（IVb地域） 

計算日 1月 

空調スペース 
LDK エアコン，床暖房 

その他の居室 エアコン 

家族構成 大人2人，子供2人 

姿勢 立位，座位 

床暖房の敷設面積 14.9 m2（LDKの床面積の70%） 

設定温度 20℃ 

空調条件 終日空調 

床暖房の制御方法 供給温水をOn-Off制御 

 

5.3.2 室内温熱環境の評価 

図32と図33に，LDKの室内温度と床内部温度および

SET*とCOMSET*の 3 日間（1 月 20 日～1 月 22 日）の

経時変化を示す。空調時の COMSET*は同じ値であるの

にも拘らず，室内温度はエアコンが最も高く，床暖房の

立位，座位の順番に低くなる。床暖房立位（接触なし）

の床内部温度は，エアコン時より最大で約 15℃高い。

SET*には床温の上昇による影響は少ないが，COMSET*

は床暖房時に高くなる。COMSET*は床からの暖放射を

受けやすい部位があり，室温が低くてもエアコン暖房と

同じ値にできる。さらに，床暖房した場合の姿勢の違い

（接触あり）を比較すると，座位は上半身も床からの放

射を受けやすく，また接触部位の面積が大きいため，床

からの受熱量が増加することで室温を低く設定できる。 

5.3.3 省エネルギー性能評価 

図34に空調方式および姿勢の違いによるLDKの熱負荷の

経時変化を示す（床暖房については10分間隔の出力の1時間

の積算値）。また，図35にLDKの1月の期間暖房負荷の積算

値を示す。床暖房の熱負荷は，エアコン暖房と比較して立位

（接触なしとあり）と座位（接触あり）でそれぞれ約 0.9GJ，

約1.2GJ，約2.2GJ減少している。床暖房による人体の温熱感

はエアコン暖房とは明らかに異なるため，床暖房の熱負荷計

算には接触熱伝導や人体各部位の長波放射の影響を考慮する

必要があり，その場合には一般的な空調暖房負荷より省エネ

ルギーを達成できる可能性がある。本建築モデルでは，接触

熱伝導を考慮して人体の温熱感で暖房制御することで，床暖

房の熱負荷はエアコンより約58.6%も削減された。 

 
図32 COMSET*制御 

 
図33 SET*および室内温度と床内部温度の変動 

 
図34 暖房負荷の3日間の変動 

 
図35 LDKの期間熱負荷（1月） 

 

第6章 総括 
6.1 結論 

本研究では，建築に係る熱と水分と空気の複合移動を

非平衡熱力学に基づき詳細に数理モデル化することによ

り，建築外被の温湿度および建築全体の熱環境の予測精

度を格段に向上した数値シミュレーションソフトを開発

し，それらを使用して熱橋部位を含む外壁および窓枠の

防露性能，および躯体の吸放湿が室内の恒温恒湿性能に

及ぼす影響について評価した。また，建築系と人体系の

伝熱モデルを連成することにより，不均一熱環境下にお
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ける居住性能も予測可能とし，人体の接触熱伝導を考慮し

た床暖房の省エネルギー効果についても検討した。得られた

主な結果を以下に列記する。 

1) 表面・内部結露の判定を目的とした国際基準「ISO 

13788」および国内基準「省エネルギー基準」は，室

内温湿度の設定条件および結露（あるいは湿害）の

判定条件は異なるものの，いずれの方法も冬季結露

の有無に関する評価結果は概ね同じになる。しかし，

両基準ともに 1 次元定常計算に基づくため，非定常

な熱・水分移動（材料の蓄熱蓄湿と熱・水分流の時

間遅れ）の影響を無視できない夏季結露の判定には

適さず，期間蒸暑地域では通年に亘る湿害評価のた

めに非定常計算を導入する必要があることを明らか

にした。 

2) 結露発生し易い窓枠熱橋を対象として測定値と計算

値を比較することで，2次元に拡張したHygrabeは熱

橋部位の温湿度分布も精度よく予測できることを示

した。さらに，樹脂サッシとアルミ樹脂複合サッシ

を例に温湿度変動を解析して，サッシ構造の違いに

より防露可能な地域が異なることを明示し，地域に

適する躯体構成について検討するには，多次元の

熱・水分複合移動解析を要することを明らかにした。 

3) 熱・水分・空気連成を考慮した建築温湿度・熱負荷

の動的計算ソフトTHERBを開発して，吸放湿性能試

験および戸建住宅の数値計算を行った。調湿作用の

大きい内装材（赤松など）を使用した場合でも，吸

放湿計算することにより計算値は測定値をよく捕捉

し，THERBの高い計算精度を確認した。 

4) 建築系（THERB）と人体系（COMSET*）の熱収支を

連成させることで，温熱感に及ぼす不均一熱環境や

室内湿度の影響を考慮できるようにした。人体熱収

支モデル COMSET*は，SET*に比べて高湿域におけ

る感度が高く，蒸し暑さをより敏感に評価する。ま

た，床暖房による接触熱伝導と長波放射受熱の不均一性

を考慮することにより，実環境下における人体温熱感の評

価を可能とした。 

5) 床暖房計算を可能としたTHERBにより，環境試験室

内の実験棟を用いた床暖房の測定値と計算値を比較

した。温水床暖房時の室内温度および熱負荷を精度

よく予測できることを確認した。 

6) 人体の温熱感を指標として床暖房を制御すると，エアコン

暖房より熱負荷を大きく削減できる可能性があることを

示した。 

6.2 今後の課題および展望 

提案した建築の数値シミュレーションソフトは空間

（ゾーン）あるいは壁表面の収支点を単質点系としてと

らえたMacroモデルであり，大空間における温湿度分布，

躯体への日射受熱による吸放湿の影響などについて検討

されていない。これらの要因について詳細検討するため

には，Macro モデルから空間あるいは壁体表面を細分割

化できる Meso モデルへ拡張する必要がある。ここで，

Meso モデルとすることでゾーン間の移流量が問題とな

るが，THERB の計算結果を数値流体解析（CFD）の境

界条件とすることにより連成計算を可能とする。また，

本論文では，人体熱数値計算モデルには四肢の血流を含

む COM を採用したが，人体各部位の温度から温熱感を

算出する際の係数の厳密化や，人体末梢部位のAVA血管

を含むモデルなど，精度向上するためにプログラム全体

を更新する予定である。 
記号 
 ,௙：フィン表面からの熱コンダクタンス [W/(m2·K)]ܥ ,௙：配管の断面積 [m2]ܣ
Cw：水の比熱 [J/(kg·K)], ܥ：材料の比熱 [J/(kg·K)], ܿ௟௪：相変化時の比熱	
ሾJ/ሺkg·Kሻሿ,	D：配管の直径 [m], ݆௟௪：相変化時の比重	 ሾkg/m3ሿ,	Kp：配管内乱
流熱伝達率 [W/(m2·K)], ܮ௙：配管の長さ[m], Nu：ヌセルト数 [ - ], P：配管の周長 
[m], Pr：プラントル数 [ - ], Qs：供給熱量 [W], ݍ௙：温水の供給流量 [m3/s], ݍ௛：
室内発熱量	 ሾWሿ,	 	௪：室内発湿量ݍ ሾkg/sሿ,	Rb：管内表面から管外表面までの
単位長さ当たりの熱抵抗 [m2/(W·K)], Rm：材料の熱抵抗 [m2/(W·K)], Re：レイノ
ルズ数 [ - ], ݎ௩：相変化熱（気相水分と液相水分のエンタルピー差）ሾJ/kgሿ,	
௝ܵ：室内表面 jの面積	 ሾm2ሿ,	 ܶ：絶対温度	 ሾKሿ,	Tm：各材料の温度 [K], ௦ܶ：
表面温度	 ሾKሿ,	Tsuply：供給温水の温度 [K], Tw：配管の温度 [K], t：時間	 ሾsሿ,	th：
配管の厚み [m], ௩ܸ௘௡：換気量	 ሾm3/sሿ,	 ௩ܸ௢௟：室容積	 ሾm3ሿ,	Vw：管内の水量 [m3], 
w：配管ピッチ [m], ߙ௖：対流熱伝達率	 ሾW/ሺm2·Kሻሿ,	 	ఓ：水分伝達率′ߙ
ሾkg/ሺm2·s·J/kgሻሿ,	 	௪：湿り空気の水蒸気密度ߛ ሾkg/ሺm3·J/kgሻሿ,	 ௙：フィߟ
ン効率 [ - ], ߣ：熱伝導率	 ሾW/ሺm·Kሻሿ,	 ௚ᇱߣ ：水分ポテンシャル勾配に対す
る気相水分伝導率	 ሾkg/ሺm·s·ሺJ/kgሻሻሿ,	 ௟ߣ

ᇱ：水分ポテンシャル勾配に対す
る液相水分伝導率	 ሾkg/ሺm·s·ሺJ/kgሻሻሿ,	 ：௙ߣ ,௪：水の熱伝導率 [W/(m·K)]ߣ
配管の熱伝導率 [W/(m·K)], ߤ：不飽和水分ポテンシャル	 ሾJ/kgሿ,	 ௪：水分ߤ
ポテンシャル	 ሾJ/kgሿ,	 	௙：応力ポテンシャルߤ ሾJ/kgሿ,	 ௢∗：外気の不飽和ߤ
水分ポテンシャル	 ሾJ/kgሿ,	 	௟௪：液相水分の比重ߩ ሾkg/m3ሿ,	  ௪：水の比重ߩ
[kg/m3], ܿߛതതത：家具や衣類を含む室の見かけの容積比熱	 ሾJ/ሺm3·Kሻሿ,	
߲߶ ⁄ߤ߲ ：水分容量	 ሾm3/ሺm3·J/kgሻሿ,	 微分演算子（ൌ：ߘ ∂ ∂x⁄ ൅ ∂ ∂y⁄ ൅
∂ ∂z⁄ ）ሾ	‐	ሿ	
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